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はしがき

本報告書は、当研究所が令和 2～ 4年度外務省外交・安全保障調査研究事業（発
展型総合事業）「国際秩序の転換期における日本の秩序形成戦略－台頭する中国と日
米欧の新たな協調」のサブ・プロジェクトの一つとして実施してきた 研究プロジェク
ト「国際秩序の動揺と米国のグローバル・リーダーシップの行方」における 3年目の
成果をとりまとめたものです。
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し、現況を的確に把握することに努めた研究成果です。

なお、ここに表明されている見解は、すべて個人のものであり、当研究所の意見を
代表するものではありません。本報告書がわが国の外交政策に寄与することを心より
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第 1章
バイデン政権における外交と内政のつながり

舟津 奈緒子

米国では 2021年 1月 20日にジョセフ・バイデン Jr.が大統領に就任し、バイデン

政権が発足したが、バイデン政権は外交と内政において難しい舵取りを強いられてい

る。本稿では、バイデン政権の外交と内政を振り返り、両者のつながりを考察したい。

国際協調路線と同盟国および友好国との連携

バイデン政権は 2021年 1月 20日の就任以来、トランプ前政権がアメリカ第一主

義（アメリカ・ファースト）を標榜し、単独主義的な行動を取ったこととは対照的に、

同盟国や友好国との協調や共働を重視する方針を明確にしている。バイデン大統領は

外交に関する様々な演説で「アメリカは戻った（America is back.）」という一文を多

用し、政権交代に伴ってアメリカ外交が単独主義から国際協調路線へ転換したことを

強調している。

バイデン政権が国際協調路線を実行するにあたっては、同盟国や友好国との協調や

共働をその柱としている。こうした同盟国や友好国との協調を柱とした国際協調路線

をコアリッション（連合）・アプローチと呼ぶ論もあり 1、実際にバイデン政権の発

足直後から次々とアメリカとその同盟国や友好国の連携に関する動きが見られた。

例えば、2021年 3月 12日にはインド太平洋地域における民主主義国間の協力枠組

みである日米豪印 4か国の QUADの初の首脳会談がオンラインで開催された 2。新

型コロナ感染症対策のためにオンラインでの開催となったが、QUAD協議が初めて

首脳レベルでの会談に格上げされたことは重要である。

そして、QUAD首脳会談の直後にはアントニー・ブリンケン国務長官とロイド・オー
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スティン国防長官が日本 3と韓国 4を訪問し、それぞれの外務大臣、防衛大臣との 2

＋ 2会談を実施した。さらに、2021年 9月 15日にはインド太平洋地域の平和と安

定を図るための米英豪の 3か国による安全保障の新しい枠組みである AUKUSが創

設されている 5。

また、2021年 9月 24日には、アメリカの主催でワシントン DCにおいて QUAD

の首脳会談が初めて対面で開催されている 6。
QUADの動きは 2022年に益々活発となり、2月に対面での外相会合、3月にオン

ラインでの首脳会合、5月に対面で 2回目となる首脳会合、9月に再び外相会合を開

催しており、4か国の緊密な連携が目立っている。

こうした同盟国や友好国との連携を基本とした多国間の枠組みを重視する一連の動

きからは、バイデン政権によるトランプ政権のアメリカ第一主義との決別が明らかで

ある。

インド太平洋地域と対中戦略の重視

バイデン政権は 2022年 2月 11日にインド太平洋戦略を発表した 7。このインド太

平洋戦略はとりわけアメリカにとってのインド太平洋地域の戦略的重要性が強調され

ている。

同戦略では、インド太平洋地域が世界の半数を超える人口を擁し、世界の GDPの
6割の経済規模をなし、世界経済の成長の 3分の 2を占め、地理的には世界の海洋の
65%と大陸の 25%を占めていると具体的に数字を挙げ、この地域がアメリカの繁栄

と発展にとって不可欠な地域であることが強調されている。

これに加えて、アメリカがインド太平洋地域に注力する理由として、インド太平洋

地域が中国からの挑戦を受けており、中国のこの地域に対する抑圧と攻撃に対処する

必要性を述べている。アメリカのインド太平洋地域に対する取り組みが今後 10年間

のうちにこの地域の法と規範が維持できるかどうかにかかっていることも強調してい

る。バイデン政権にとってのインド太平洋地域の戦略的重要性が強調されており、さ

らに、ここでもアメリカ 1か国で対処するのではなく、インド太平洋地域における同

盟国やパートナー国との共同目標であることも強調されている。

そして、バイデン政権の外交において中国を念頭に置いて、この地域を重視してい

ると説明されている点も重要である。2021年 3月 3日には、バイデン政権の発足後
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で初めての外交・安全保障政策に関する政権の公式文書である国家安全保障戦略暫定

方針 8が公表されたが、この国家安全保障戦略暫定方針ではアメリカが中国との戦略

的競争の真っただ中にあると規定されている。

さらに、国家安全保障戦略暫定方針では中国をアメリカにとって「経済的、外交的、

軍事的、技術的能力を結集し、安定的かつ開放的な国際システムに挑戦することがで

きる唯一の競争相手」と明確に位置付けている。「唯一の競争相手」と規定することで、

対中政策がバイデン政権の外交の基底をなしていくことが見て取れる。そして、こう

したバイデン政権の方針は 2022年 2月のロシアによるウクライナ侵略後も変わらず、
10月に発表された国家安全保障戦略 9にも引き継がれている。

対中戦略については、バイデン政権が人権や民主主義的価値の擁護を外交政策の柱

に据えており、この点に鑑みて厳しい対中観を維持している。この点はトランプ前政

権の対中観を継承していると言えよう。ただし、中国共産党の統治そのものに批判的

であったトランプ前政権とは異なり、バイデン政権は中国との決定的な対立を避け、

中国との対話の努力を模索するため、中国の共産主義体制という統治モデル自体への

言及は避けながら、人権や民主主義的価値の擁護を外交政策の柱に据えている点がト

ランプ前政権との相違点である。

前述の国家安全保障戦略暫定方針においても、国内外における人権の擁護がバイデ

ン新政権の優先政策として掲げられており、人権や民主主義的価値の擁護を外交政策

の柱に据えていることが明らかである。

対中政策においてもこのイシューを基本とする姿勢であり、バイデン政権は政権発

足以来中国の人権状況をめぐって香港民主派やウイグル族、チベット族などの少数民

族に対する弾圧があると中国の取り組みを強く非難し、このような中国における人権

状況を容認しないという強い姿勢を示し続けている。

例えば、2021年 2月 10日には就任間もないバイデン大統領と習近平国家主席と

の間で電話による首脳会談が持たれたが、バイデン大統領は習国家主席に香港や新彊

ウイグル自治区における人権の取り扱いについて、アメリカが持つ主要な懸念事項で

あると直接伝えた 10。2021年 12月 6日には中国の人権に対する取り扱いを非難し、
2022年北京で開催される冬季オリンピックについてアメリカの政府関係者を北京五

輪に派遣しない外交的ボイコットを発表している。

バイデン政権の民主主義的価値を重視する外交姿勢とそれに基づく対中政策には、

人権や民主主義的価値の擁護に対するアメリカ国民の高い支持があることと、アメリ

カ議会においても超党派の支持を得やすいということがその理由に挙げられる。
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例えば、ピュー・リサーチセンターが 2021年 2月 1～ 7日に実施した調査では「中

国と聞いたときに何を最初に思い浮かべるか？」という問いに対して、「人権」とい

う回答が 20%で最も高く、「経済」（19%）、「政治体制」（17%）、「脅威」（13%）、「米

中関係」（12%）が続いている。また、同調査では、「中国との経済的な関係を損なっ

てでも、アメリカは中国の人権状況の改善に取り組むべき」と回答したアメリカ人が
70%にも上っている。この回答の内訳を支持政党別に見ると、自らを共和党支持者

および共和党支持寄りであると見做す人では 72%、民主党支持者および民主党支持

寄りであると見做す人では 69%がそのように回答している 11。つまり、支持政党別

の政治的分極化が激しい近年のアメリカにおいて、人権や民主主義的価値の擁護は支

持政党の別なく、アメリカ人全般からの支持が得られるということである。

加えて、内政において、民主党と共和党の分断が益々進む一方、政権与党である民

主党内の中道派と左派との分断も深まるなかで政策遂行に困難を極めているバイデン

政権が、人権や民主主義的価値の擁護については対立する共和党や民主党左派からも

支持を得やすいということも重要である。
2022年 8月 2日、以前から中国の人権問題を重視していた民主党のナンシー・ペ

ロシ下院議長が台湾を訪問したが、共和党上院トップのミッチ・マコネル院内総務を

はじめとする共和党議員の有志議員 26人がペロシ下院議長の台湾訪問を支持する声

明を発表した。人工妊娠中絶、移民、銃規制、インフレ等が争点となって、内政にお

ける激しい対立が続いている中で、自由と民主主義的価値の擁護という目的の下、ペ

ロシ下院議長の台湾訪問がアメリカ議会における民主党と共和党の一体感を構築した

とも言える。

深刻な党派対立と党内対立

バイデン政権が政策を遂行する上での難しさには、大きく 2つがあろう。

第一に、民主党と共和党の党派対立の先鋭化である。2020年 11月 3日に実施さ

れた大統領選挙においてバイデン大統領は大統領に選ばれ、同時に、バイデン大統領

が所属する民主党は連邦議会の上院、下院で多数党となった。しかし、上下両院にお

いて多数党であるからバイデン政権の政策運営は安定しているかというとそうではな

い。

なぜなら、法案の成立を担う連邦議会の議席の内訳を見てみると、2021～ 2023年
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の第 117議会では上院（定数 100議席、任期 6年）では民主党と共和党がともに 50

議席の同数であり、上院では採決が可否同数の場合に議長役のカマラ・ハリス副大統

領が決定投票を行うためにかろうじて民主党が過半数を握るという構図にある。そし

て下院（定数 435議席、任期 2年）では民主党が 222議席、共和党が 211議席であり、

民主党はわずか 11議席差の僅差で多数党になっており、薄氷の上の多数党を維持し

ている構図であった。

また、政権発足から 2年が経った 2022年 11月 8日に行われた中間選挙では、上

院では政権与党の民主党が主導権を維持したが（民主党 51議席、共和党 49議席。
2022年 12月からは民主党 50議席、共和党 49議席、無所属 1議席）、下院では共和

党が 222議席を獲得し、民主党は 213議席となり、共和党がわずかに優位となった。

中間選挙を経て、下院での多数党という立場を共和党に渡すこととなり、バイデン大

統領が公約実現のために必要な協力を共和党から益々得られない状況が続いている。

民主党と共和党の分極化は近年の米国政治を大きく特徴づけるものであり、分極化

に基づく党派対立は先鋭化を極め、両党の政治的な妥結が困難になっている。例えば、

新型コロナウイルス感染症対策では、マスク着用や職場におけるワクチン接種の義務

化などをめぐって両党の考えの差は大きく隔たっていた。

また、民主党と共和党の党派対立の先鋭化を象徴する例は政権の移行時にも見られ

た。トランプ前大統領が大統領選挙における不正を主張し、自身の敗北を認めず、バ

イデン大統領への円滑な政権交代プロセスを妨げる異例の事態が続いた。

これに加えて、2021年 1月 6日にはトランプ前大統領の主張を信じる暴徒が大統

領選挙の結果を正式に確定する予定であった連邦議会議事堂へ乱入し、議会を占拠す

る事件が起こった。この議会占拠事件はアメリカのみならず世界中に大きな衝撃を与

えたが、共和党からは一部を除いてトランプ前大統領に対する大きな批判が上がらな

かった。そして、トランプ前大統領が 1月 20日のバイデン大統領の就任式に出席し

なかったことも政治の分極化を考えるうえで象徴的であった。

さらに、2022年 11月の中間選挙の大きな争点は、人工妊娠中絶、移民、銃規制、

インフレ等の国内問題であり、これらのイシューをめぐって民主党と共和党の激しい

対立には歩み寄りの余地が見出せない状況が依然続いている。

第二に、党派対立に加えて、バイデン大統領が民主党内の分裂にも悩まされる事態

に陥っている点である。

バイデン大統領の当初の目玉政策はコロナ禍で疲弊するアメリカ経済を立て直すた

めの約 2兆ドルにも及ぶ大型の景気刺激政策であった。具体的には、老朽化した道路
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や橋などを整備するインフラ投資法として、そして、環境対策・子育て支援などの社

会福祉政策のための歳出・歳入法であり、これら二つの看板法案の早期の成立を目指

していた。両法案の成立には困難を極めたが、財政規律を重視する共和党からの反対

が強かったことは予想される範囲内の事態であった。しかし、僅差であっても上下両

院で多数党を擁する民主党所属議員からは賛成を得ることが期待されたが、これが難

航を極めた。財政支出の規模が不十分であると主張する民主党左派議員と財政規律を

求める民主党中道派議員の妥協がなされなかったためである。

さらに、党派対立の深刻化に加えて、党内の分裂という新たな分断がアメリカ政治

に与える影響の大きさは今後も無視できない。

そして、これは共和党の側にも言えることであり、2022年の中間選挙を経て、下

院多数党となった共和党のケビン・マッカーシー氏は下院議長選出にあたって、党

内のトランプ氏を支持するグループからの強硬な反対にあい、下院議長選出に必要

な過半数の支持を獲得することに大きな困難と長い時間を経て、漸く 2023年 1月 7

日に下院議長に選出された。下院議長選出の投票が 10回以上繰り返されるのは 164

年ぶりの異例の事態であり、共和党の側にも党内の分裂という現象が起こっている。
2023～ 2025年の第 118議会のみならず、今後のアメリカ政治を考える上では党派

対立と同様に、民主党、共和党ともに、党内対立にも目を配る必要がある。

アメリカの内向き志向と「中間層のための外交」

バイデン政権はその外交の特徴として「中間層のための外交」を謳っている。これ

は平均的な収入を得る勤勉なアメリカ市民が外交政策の犠牲にならないように、彼ら

に裨益する外交政策を取るというものである。バイデン大統領は「中間層のための外

交」とは内政と外交を結びつけるものであると説明している 12。これには、とりわけ、
2001年 9月 11日の同時多発テロ事件以降、長期化した対テロ戦争に疲弊してきたア

メリカ国民への配慮が見て取れる。

バイデン政権は、同時多発テロ事件から 10年を迎えるという節目の直前である
2021年 8月 30日にアメリカ軍をアフガニスタンから撤退させたが、アメリカ軍の撤

退もアメリカ国内で強まっている非介入主義と無縁ではない。アメリカにおいて非介

入主義的な動きはオバマ政権時より顕著になり、トランプ政権時に明確となったが 13、

バイデン政権発足後もこの傾向はアメリカ国内で続いており、バイデン政権もこれに
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配慮せざるを得ないと見られ、これがアメリカの中間層に裨益する外交政策を取ると

いうロジックにつながったと考えられる。

ただし、非介入主義やアメリカの内向き志向についてはそれが実際に何を表してい

るのかについて注意深く見る必要がある。例えば、2021年 10月 7日にシカゴ・グ

ローバル評議会が発表したレポート「中間層のための外交－アメリカ人の考えるもの

－」によると、アメリカは国際問題に対して積極的な役割を果たすべきであると考え

るアメリカ人は 64%にも上っている。前年の 2020年の 68%から 4ポイント下がっ

ているとはいえ、果たすべきではないという回答の 35%を大きく上回っている（2020

年は 30%）。同レポートでは「アメリカが国際社会で影響力を維持するためにどの分

野が重要であるか？」という問いについての回答で非常に重要であると考える分野

の上位 5位は上から順に、「公教育の発展」（73%）、「アメリカ国内の民主主義の強

化」（70%）、「アメリカの経済力の維持」（66%）、「アメリカの軍事力の優越性の維持」

（57%）、「1月 6日の議会襲撃事件のような政治的暴力を防ぐこと」（54%）となって

いる 14。

つまり、アメリカの国際問題に対する責任を果たす役割の維持には賛意が集まって

いるが、そのアプローチの方法について、国内の問題を解決することで指導力を発揮

したいということが現在のアメリカ国内の世論であることが読み取れる。これが内政

と外交を結ぶバイデン政権の「中間層のための外交」の背景にあるのだろう。

むすびにかえて

「外交は内政の延長線上にある」と言われるが、これまでみてきたように、国内政

治において、バイデン政権は共和党との激しい党派対立に加え、民主党内の左派と中

道派の党内対立にも目を配りながら政権運営を行う必要がある。加えて、政権野党で

ある共和党も保守派と中道派の党内対立が深刻である。こうした状況の下、2024年

の大統領選挙では民主党、共和党のいずれが勝利する場合も国内アジェンダの優先が

欠かせないだろう。

そして、このような米国の不安定な国内政治の様相は、バイデン政権が長期的な戦

略的競争相手と規定する中国との大国間競争や日本をはじめとする同盟国との関係に

も大きな影響を及ぼす。さらに、民主主義のリーダーを自認してきたアメリカの国際

的なイメージにも影響する。アメリカの外交は同盟国のみならず、国際社会全体に大
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きな影響を及ぼすが、その行方を考察する上では、アメリカ内政の丁寧で精緻な分析

が欠かせない状況が続くだろう。

──注──
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日本国際問題研究所編『国際問題 No.701（2021年 6月）』（日本国際問題研究所、2021年）、
pp41-52.

2 https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2021/03/12/quad-leaders-joint-

statement-the-spirit-of-the-quad/

3 https://www.state.gov/u-s-japan-joint-press-statement/
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announcing-the-creation-of-aukus/
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8 https://www.whitehouse.gov/wp-content/uploads/2021/03/NSC-1v2.pdf

9 https://www.whitehouse.gov/wp-content/uploads/2022/11/8-November-Combined-PDF-for-

Upload.pdf
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china-on-human-rights-economic-issues/

12 https://www.whitehouse.gov/briefing-room/presidential-actions/2021/02/04/memorandum-

revitalizing-americas-foreign-policy-and-national-security-workforce-institutions-and-

partnerships/
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第 2章
2022 年中間選挙における極端派の動向

──民主党最左派に注目して──

待鳥 聡史

はじめに──極端派への注目

2022年中間選挙は、上院で民主党が多数派を維持する一方、下院では共和党が過

半数の議席を占めた。インフレ昂進などに伴うジョー・バイデン（Joe Biden）政権

の不人気と、若年有権者の投票率上昇や人工妊娠中絶などの権利保障が後退する懸念

が交錯し、民主党が最終盤に巻き返したとはいえ、23年からは 2年ぶりの分割政府

が生じることになった 1。大統領 1期目の中間選挙で分割政府となるのは、バラク・

オバマ（Barack Obama）、ドナルド・トランプ（Donald Trump）両政権に続いて 3

政権連続である。2期目の中間選挙で分割政府となったジョージ・W・ブッシュ（George 

W. Bush）両政権を含めれば、中間選挙において政権党が後退し議会の少なくとも一

院で少数派となるのは、もはや現代アメリカ政治の常態というべきなのだろう。

近年、二大政党の双方が党内的な結束を強めつつ反対党とのイデオロギー的対立を

深める、分極化傾向が顕著になっている。分極化するほど議会内で超党派の多数派形

成がなされる可能性は低下するため、政権党が議会で多数を占められない分割政府の

場合に、政策過程の行き詰まりが生じやすくなる。このことを考えれば、分割政府が

バイデン政権にとっての痛手となるのは明らかである。

分極化の原動力として注目すべきは、二大政党のそれぞれに存在する極端派

（extremists）の存在である。ここでいう極端派とは、党内主流派よりも強い主張、す

なわち共和党であればより保守的な、民主党であればよりリベラルな政治的立場を打

ち出し、党内外を問わず異なる立場の勢力に対して敵対的な姿勢を示すグループを指
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す。極端派は、党内で日常活動の中心的役割を担い、予備選挙において大きな存在感

を発揮する活動家（activists）との関係が深い。活動家は、特定の政治的立場に強く

コミットメントを与えており、非妥協的であるために、支持する極端派の党内影響力

拡大に貢献していると考えられる 2。

現在の極端派の最も著名な例が、共和党におけるトランプ派であることは、改め

て指摘するまでもないだろう。前大統領であるトランプの主張に共鳴し、彼の支援

を得て当選を目指そうとする共和党候補者、およびその支持者のことを、ここでは

便宜的にトランプ派と呼んでおきたい。アメリカでときに揶揄的に使われる “MAGA 

Republicans”と、ほぼ重なると考えて差し支えない。トランプ派、あるいはMAGA 

Republicansは、今日の共和党支持者の 35%程度ではないかと思われるが、今回の中

間選挙でトランプの支持を受けた当選者は、上院で共和党全体の獲得議席 20に対し

て 17議席、下院で 221議席に対して 150議席で、党員全体より高い比率になってい

る 3。その多くは予備選挙時点からトランプの支持を得ていた。

しかし、極端派は共和党のみに存在するわけではない。民主党にも党内主流派より

もリベラルな主張を行う最左派勢力があって、近年注目されるようになっている。以

下では、極端派が二大政党の外部に出ず、内部で伸長しようとするのはなぜかについ

て少し理論的に検討した上で、民主党における最左派勢力の動向について分析を行う

ことにしよう。

1．極端派はなぜ二大政党にとどまるのか

極端派の伸長さらには乗っ取りが持つ意味を考えるためには、アメリカの大統領制

の特徴を踏まえる必要がある。大統領制は、アメリカの政治制度の柱である権力分立

の、連邦政府次元における具体的な姿である。権力分立に基づく政治制度とその運

用が、アメリカ合衆国憲法の制定に大きく貢献したジェイムズ・マディソン（James 

Madison）にちなんで「マディソン主義（Madisonian）」と呼ぶことからも明らかな

ように、近代国家における大統領制を通じた権力分立は、合衆国憲法をその制度的起

源とする。

しかし、大統領制には多数のヴァリエーションが存在することは今日広く知られて

おり、アメリカは大統領制のルーツ国ではあるが、典型例とまでは言い難くなってい

ることも確かである 4。その大きな理由は、アメリカの大統領制は他の多くの国と比
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べて大統領の権限が乏しいことと、議会選挙が小選挙区制によっていることに求めら

れる。18世紀末に誕生した大統領制は、その後の政府の役割拡大などに対応すべく、

行政部門を率いる大統領の権限を強め、議会にはそれを多様な政治勢力によって抑制

するよう比例代表制など比例性（proportionality）の高い選挙制度と組み合わせるケー

スが多くなった。今日、アメリカの大統領制はむしろ外れ値に近い。

大統領の権限と議会の選挙制度という二点において特徴的なアメリカの大統領制

は、政治過程に以下のような特徴をもたらした。すなわち、大統領選挙を戦うために

形成された全国的な二大政党が議会選挙でも中心になること、大統領選挙の勝利は二

大政党の大きな目標だが大統領ポストを得るだけでは政策の実現にはつながらないこ

とである。アメリカほどの人口や面積を持つ国の場合、国内の多様性が高まるために、

小選挙区制の議会選挙は選挙区ごとの有力二候補の対決しかもたらさず、本来はカナ

ダなどのように地域政党などが多く形成される可能性が高い。大統領選挙の存在がそ

れを抑止しているが、社会経済的多様性から全国的二大政党の内部の結束は弱く、必

然的に党内分派が生じることになる。岡山裕が指摘するように、アメリカの二大政党

は本来的に「テント」なのである 5。

したがって、党内分派が形成され、分派相互間の対立や競争が存在することは、ア

メリカの政党にとってはむしろ常態である。その裏返しとして、政策実現のための多

数派形成は超党派で行われることが想定されていた。超党派の多数派形成は、一方に

おいて政党の存在意義をヨーロッパの教科書的な近代政党とは異ならせたが、他方に

おいては厳格な権力分立の下での政策過程の行き詰まりを抑止する効果をもたらして

いた。分割政府になっても重要立法は可能であるというデイヴィッド・メイヒュー

（David Mayhew）の古典的見解は、今や十分な説得力を持つとは言い難いが、この

ような政党政治のあり方を前提にすれば容易に了解可能であろう 6。
1990年代以降誰の目にも顕著になった政党間関係の分極化、すなわち政党間対立

の激化と政党内対立の弱まりは、権力分立制や超党派の多数派形成と組み合わされた

二大政党制というアメリカ政治の基本的条件を、大きく変化させた。超党派の多数派

形成ができないのであれば、少数党や党内少数分派であることの価値は大きく低下す

る。逆に、党内多数派を握り、議会多数党や政権党の地位を確保できるようになれ

ば、自らの望む政策を実現できる可能性は著しく高まる。結果として、党内分派相互

間の競争は対立するグループを根絶やしにして党内覇権を握る動きに変わり、自らの

グループが圧倒的な多数派となるよう党を乗っ取ることが追求されることになる。ア

メリカの政党は、多様な立場のグループが集い共存するテントから、不寛容で一枚岩
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的な戦闘集団へと転じたのだといえよう。

極端派が伸長する現象は、現在だけ見られるものではない。2010年代初頭には、

ティーパーティー運動が共和党内で台頭する動きが見られた。同じく共和党において、
1990年代半ばにニュート・ギングリッチ（Newt Gingrich）らの台頭に際して進めら

れた基本政策確立の試みも、乗っ取りに近いものだったと考えるべきなのだろう。そ

して、民主党における党内最左派も、その勢力からいって実際の乗っ取りは不可能で

あろうが、行動様式としては共通するところが大きい。

2．民主党における左派勢力

ニューディール期以降、社会経済的弱者の利害関心を表出する政党であった民主党

は、1960年代末以降に大きな転機を迎える。すなわち、一方においては公民権運動

やヴェトナム反戦運動などの社会運動・学生運動からの支持者の流入があり、他方に

おいてはアメリカ経済の不振や国際的地位低下に伴って再分配政策を展開するための

資源の枯渇とケインズ主義への懐疑に直面したことで、党内の関心事が社会文化的争

点へと移行したのである。1970年代以降、民主党が大統領選挙で勝利を収めるため

には、再分配政策を中心とする社会経済面でのリベラルな主張を抑制し、マイノリティ

の権利保障といった文化面での特徴を打ち出すのが一般的となった。
1990年代のビル・クリントン（Bill Clinton）政権は、折からの冷戦終結や情報通

信革命の流れに乗りつつ、グローバル化や自由貿易の推進によってアメリカ経済を活

性化させる立場をとった。この立場は知的財産や金融といった領域で多くの実りをも

たらし、少なくともマクロ経済的にはアメリカの国際的地位を大きく回復させる効果

につながった。国内においても社会保障制度改革を推進し、国防費の抑制などとの相

乗効果もあって、連邦政府財政を大幅に改善した。クリントン政権の 8年間で、民主

党＝社会経済的リベラル＝保護主義や野放図な再分配、といった構図を払拭したこと

は間違いない。また、グローバル化の進展はアメリカ社会の多様性を強めることにも

つながったので、社会文化面でリベラルでありつつ高い統治能力を示す、新しい民主

党像を打ち出すことにもつながった 7。

同じ時期には、イギリスの労働党やドイツの社会民主党など、ヨーロッパ諸国にお

ける社会民主主義政党が政権に復帰し、グローバル化への積極的な対応と、それを起

点とした合理的な再分配政策の展開や寛容な社会規範の形成に力を注いでいた。いわ
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ゆる「第三の道」による中道左派のリヴァイヴァルともいえる現象が、先進各国に見

られていたのである。

それが暗転するのは、2008年のリーマンショック以降のことである。グローバル

化や国際金融市場の急速な発展が、社会経済的弱者には必ずしもプラスに作用しない

ことが明らかになり、中道左派リヴァイヴァルは大きな曲がり角に直面した。加えて、

文化面でのリベラル化を推進する動きは、しばしば伝統的な社会規範や価値観を持つ

工場労働者や農業労働者と相容れない面があり、それに対するリベラル側の不寛容な

姿勢とも相まって、文化戦争的な様相を呈することになった 8。

民主党の場合には、伝統的支持層と新しい支持層の双方をつなぎとめていたオバマ

の大統領退任によって、その問題が一気に顕在化したといえよう。2016年大統領選

挙において、バーニー・サンダース（Bernie Sanders）が若者からの支持を集めて当

初の予想をはるかに超えた善戦を続けたことや、反対に民主党の伝統的支持層である

高齢の（元）工場労働者などの一部をトランプに奪われたことは、その表れであった。

そして、サンダース支持派の流れは今日まで続き、2020年大統領選挙では反トラン

プを旗印にバイデン当選を支えたが、党内左派は民主党において無視できない影響力

を持つに至っている。

3．2022 年中間選挙における民主党最左派の動向

民主党の左派は複数のグループから構成される。最左派は 2016年大統領選挙以降

サンダースを支持してきた民主社会主義派（Democratic Socialists of America: DSA）

であろう。しかし、民主社会主義はもともとアメリカ社会党であり、民主党の党内分

派と呼ぶのはやや無理がある。また、近年拡大したとはいえ勢力としてもなお小さく、

今回の中間選挙でも支持を与えているのは大多数が州議会議員候補者である。

そのため以下の分析では、民主党の支援団体としてより大規模に活動している政治

活動委員会「アメリカのための民主主義（Democracy for America: DFA）」からの支

持がある候補に注目する 9。この団体は 2004年大統領選挙におけるハワード・ディー

ン（Howard Dean）の選挙運動組織から出発したものである。ディーンは指名獲得に

は至らなかったものの、大学生らの支持を集めて、初期の予備選挙などでは台風の目

のような存在となった。
DFAウェブサイトに掲げられた主要争点としては、気候変動を止める、所得不平
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等と闘う、企業権力と闘う、金権政治の打破、ウォール街の説明責任確保、正義の側

に立つ、無謀な戦争をさせない、がある。経済のグローバル化を峻拒しつつ、恐らく

は金融や情報分野での大企業の税負担を大幅に上げて再分配政策を展開すること、地

球環境やマイノリティの権利保障など社会文化的な課題への関心が深いことが窺われ

る。現在はサンダースが役員を務めており、ニューヨーク州選出の連邦下院議員であ

るアレクサンドリア・オカシオ＝コルテス（Alexandria Ocasio-Cortez）、マサチュー

セッツ州選出の連邦上院議員であるエリザベス・ウォーレン（Elizabeth Warren）など、

民主党内最左派の政治家に支持を与えている。

今回の中間選挙において、DFAが支持したのは上院で 4候補、下院で 34候補で

あった。内訳は、現職が上院 1名、下院 15名、新人同士の争いとなる選挙区（open 

seat）の候補が上院 1名、下院 13名、現職に挑む新人（challenger）の候補が上院 2

名、下院 6名である。これらの候補者のうち、11月の本選挙において民主党候補になっ

たのは、上院が 4名全員、下院が 23名（現職 13名、新人 10名）であった。最終的

には、上院が現職 1名、下院が現職 12名と新人 8名が当選を果たした。

以上の簡単なデータから見る限り、2022年中間選挙における民主党最左派の伸長

は目立ったものではなかったと考えられる。候補者の人数がそもそも共和党における

トランプ派に比べて大幅に少なく、現職議員の多くは再選立候補に際して DFAから

の支持を求めていない。民主党内において DFAが極端派扱いされていることが窺わ

れ、実際にも支持を与えた現職議員のうち下院で 3名が予備選挙か本選挙で敗北して

いる。連邦議会選挙においては現職が圧倒的に有利であることはよく知られており、

今回も再選を目指した現職の当選率は上院で 100%、下院で 94.5%に達した 10。この

値と比べた場合、DFAの支持はプラスに作用しなかったと見るべきであろう。ただし、

下院では新人同士が争った選挙区で 8名の当選者を出しており、党内での存在感が完

全に失われたわけではない。最左派の支持層には若年有権者が多いことが推認される

ため、2024年大統領選挙に向けて、議員数以上の影響力を持つ可能性もある。

おわりに──極端派はアメリカ政治に何をもたらすのか

極端派の伸長は、アメリカ政党政治の基本的条件の変化を示している。大統領選挙

に勝つためだけであれば、党内に多様なグループの存在を認め、それらが協力し合う

ことで無党派層にも訴求できる公約を掲げることが最適なのであり、長らく二大政党
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にはそのようなダイナミクスが作用してきた。それは、ヨーロッパの組織政党を標準

と見なす考え方からは異端視されながら、連邦議会における多数派形成の流動性につ

ながることで、政策過程の行き詰まりを避ける効果を持っていた。

これに対して極端派が目指すのは、連邦議会における党内の結束の向上にある。理

念や体系的な政策の下に結束し、反対党との安易な妥協や党内分派の存在を許容しな

いことにより、大統領選挙に勝つだけでは政策の実現ができないという権力分立制の

制約を克服することが、その終局的な目標だとも考えられよう。大統領制の政策過程

とは、結局のところ議会における多数派形成をいかに行うかが を握っており、アメ

リカのように議会の権限や自律性が大きい場合には、その意味は一層強まる。1980

年代にレーガン政権誕生の原動力となった共和党保守派が、90年代に議会共和党に

目を向けたことは示唆的である。

それだけに、極端派の台頭がアメリカ政治に与える影響は大きい。今回の中間選挙

は、本稿で取り上げた民主党最左派だけではなく、共和党のトランプ派も伸び悩んだ

ことは、既に広く知られているところである。しかし、両党内における極端派の存在

感は依然として大きく、分極化傾向が反転したといえる状況にはない。分割政府になっ

たこととあわせ、今後のバイデン政権が政策実現を図るための手段は大統領令の活用

などの単独行動（unilateral action）によるしかなくなる可能性が高い。単独行動への

依存はオバマ政権やトランプ政権にも見られた 11。しかし、現在は連邦最高裁もまた

保守化傾向を強め、政党政治の分極化に関与しており、バイデン政権による単独行動

の一部は連邦最高裁に退けられるとも考えられる。そうなった場合には、政策過程の

行き詰まりはいっそう打開困難となるだろう。

さらに、共和党のトランプ派や民主党の最左派のような極端派が二大政党を乗っ取

る場合には、統一政府（政権党が両院において多数党である場合）と分割政府（政権

党が少なくとも一院において少数党である場合）の政策過程は大きく異なったものと

なり、統一政府における極端な政策の推進と分割政府における激しい行き詰まりが、

アメリカ政治の常態になるであろう。かつてイギリスにおいて財政政策や金融政策の
“stop-go”（あるいは “stop and go”）と呼ばれる頻繁な転換が行われ、それがマクロ

経済の疲弊をもたらしていると指摘された。アメリカの場合にも政策の振幅が著しく

拡大し、近似した悪影響が生じる恐れは決して小さくない。それは外交・安全保障政

策にまで大きな影響を及ぼしうる。

その延長線上に、極端派の乗っ取りに伴う統一政府と分割政府の対照性の強まり

が、アメリカの政治制度、ひいては民主主義体制への信頼を損ねる危険性にも留意す
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べきであろう。トランプや彼の支持者が民主主義の破壊者であるという指摘は、既に

多く見られる 12。その指摘には首肯できるところも多いが、より深刻なのは、二大政

党の双方が極端派に乗っ取られてしまうことである。分割政府化や連邦最高裁の介入

を伴って政策過程が完全に行き詰まる場合にも、統一政府であって一方の極端派の主

張が次々に政策となる場合にも、国内の有権者の多数派の不信感は著しく高まり、世

界的な民主主義体制への評価の低下も招きかねない。

そう考えるとき、今後のアメリカ政治の は、二大政党内部における極端派の伸長

をいかに抑えるかにあるといえよう。トランプやその支持者の動向だけではなく、民

主党における最左派の動きにも、引き続き注目する必要がある。

──注──

1 なお、日本ではしばしば上下両院の多数党が異なることに注目して「ねじれ議会」といった表
現が用いられる。しかし、問題は両院の多数党が異なることではなく、政権と議会（少なくと
も一院）の多数党が異なることなので、やや不正確な理解と表現である。

2 Seth E. Masket, No Middle Ground: How Informal Party Organizations Control Nominations 
and Polarize Legislatures (University of Michigan Press, 2009).

3 トランプが支持した候補者や当選者については、デジタル政治百科事典バロットペディアによ
る。いずれも 11月 27日午前時点での未確定議席（上院ジョージア州選挙区、下院カリフォ
ルニア州第 3選挙区）を除く。<https://ballotpedia.org/Endorsements_by_Donald_Trump>

4 Scott Mainwaring, and Matthew Shugart, Presidentialism and Democracy in Latin America (New 

York: Cambridge University Press, 1997).

5 岡山裕『アメリカの政党政治──建国から 250年の軌跡』（中公新書、2020年）。
6 David Mayhew, Divided We Govern: Party Control, Lawmaking, and Investigations (second 

edition) (New Haven: Yale University Press, 2005).

7 西川賢『ビル・クリントン──停滞するアメリカをいかに建て直したか』（中公新書、2016年）。
8 渡辺靖『分裂するアメリカ』（岩波新書、2022年）。
9 以下、本節の叙述とデータは特記しない限り DFAウェブサイトによる。<https://www.

democracyforamerica.com>

10 数値は非営利団体オープン・シークレットによる。<https://www.opensecrets.org/elections-

overview/reelection-rates>

11 梅川健「大統領による政策形成と「大統領令」」平成 28年度外務省外交・安全保障調査研究事
業報告書『米国の対外政策に影響を与える国内的諸要因』（日本国際問題研究所、2017年）。

12 スティーブン・レビツキー、ダニエル・ジブラット『民主主義の死に方──二極化する政治
が招く独裁への道』濱野大道訳（新潮社、2018年）［Steven Levitsky and Daniel Ziblatt, How 
Democracy Dies (New York: Crown, 2018)］。ラリー・ダイアモンド『侵食される民主主義（上）
（下）』市原麻衣子監訳（勁草書房、2022年）［Larry Diamond, Ill Winds: Saving Democracy 
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第 3章
バイデン大統領と連邦学生ローン

返済免除プログラム：
大統領は「決められない政治」を打開できるか

梅川 健

はじめに

2022年アメリカ中間選挙の結果、民主党は下院では少数党に転落したものの、上

院では多数党の地位にとどまった。ただし、多数党といえども 50議席に過ぎず（ク

リステン・シネマ議員が民主党を離党したため）、票決において賛否が同数となった

場合には上院議長である副大統領が票を投じることができるという規則によって、副

大統領カマラ・ハリスの票を加えて、民主党は上院の過半数を保持することになった。

上院における多数党と少数党の拮抗という状況は、今回が初めてではない。2020

年大統領選挙に伴って行われた上院改選の結果もやはり、民主党と共和党が上院議席

を 50対 50で分け合うというものであった。

他方、下院においても、共和党が 222議席と多数党となり、民主党との議席差は 9

議席となった。改選前は民主党が多数ではあるが議席差は 9議席と拮抗しており、こ

れが逆転した形である。

もっと視野を広げると、アメリカ連邦議会の上下両院いずれにおいても、民主党

と共和党の議席差は近年、拮抗する傾向にあり、1990年代以降の新しい現象である。

アメリカの歴史をひもとけば、二大政党のどちらかの政党が長く連邦議会において優

位を保ち、ある時の選挙で優勢な多数派が入れ替わり（これを決定的選挙と呼ぶ）、

また長期的に多数党の地位を保持するというサイクルが繰り返されてきたが、近年で

はこの傾向が消失し、二大政党の議席数が拮抗するという新しい状況が生じている。
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この現象を連邦議会の拮抗化と呼ぶ 1。

さらに、1970年代から今日にかけて、連邦議会では民主党と共和党の間で政策の

考え方が乖離し、それぞれの政党内では凝集性が増すという、イデオロギー的分極化

現象が進行している 2。二大政党の議席数の拮抗化とイデオロギー的分極化の同時進

行によって、現代のアメリカ連邦議会では超党派的な合意が困難になっているのであ

る。

これに加え、上院と下院の多数党と大統領の所属政党が食い違う分割政府も、近年

のアメリカでは頻繁に現れる。バイデン大統領は 2021年の就任から 2022年中間選

挙による改選までは統一政府の状況にあったが、新しい議会では分割政府に直面する

ことになる。

アメリカにおいて立法による政策形成がいかに困難になっているかは、図で示すよ

うに会期毎の成立立法数の推移からも理解できる。最近の立法数はとくに減少傾向に

ある。

今日のアメリカ政治は、二大政党の勢力拮抗化とイデオロギー的分極化の同時進行、

さらに頻出する分割政府といった政策決定を阻むような条件が重層的に存在してお

り、「決められない政治」が常態となっている 3。他方で、連邦政府が解決すべき課題は、

解決能力に陰りが見える中で減るわけではない。連邦政府による問題解決能力の限界

を前にして、大統領は対応を迫られるわけである。

それでは、大統領は、どのように「決められない政治」を打開しようとしているの

図 会期毎に成立した法律数（1973 － 2022）

出典： The Brookings Institutions, Vital Statistics on Congress (https://www.brookings.edu/multi-

chapter-report/vital-statistics-on-congress/)より作成
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だろうか。本稿では、バイデン大統領の打ち出した連邦学生ローン返済免除プログラ

ムを例に論じることにしたい。

1．バイデン大統領による政策形成：連邦学生ローン返済免除

議会と協力して立法によって政策を実現するという望みが薄い中で、近年の大統領

が頼るのは、議会を迂回した政策形成の方法である。例えば、行政命令や大統領覚書

などの大統領令がその代表である 4。

バイデン大統領の大統領令の中でも、2022年 8月 24日に打ち出した連邦学生ロー

ン返済免除は議論を呼ぶものだった 5。バイデン大統領は演説の中で「連邦議会が教

育省に与えた権限に基づいて、連邦学生ローンの債務 1万ドルを免除する」と宣言し

た。この宣言は、行政命令や覚書のような形式をとっておらず、口頭によるものであっ

たが、大統領令の一種として理解してよいだろう 6。

アメリカには 2022年 8月時点で、連邦政府を貸し手とする連邦学生ローンの借り

手が 4500万人おり、その総額は 1.6兆ドルに及ぶという。これらの借り手のうち、

返済義務のない連邦奨学金（ペルグラントと言う）を受給している者については 2万

ドルを、非ペルグラント受給者については年収 12万 5000ドル未満であれば 1万ド

ルまでの返済を免除するというのが、バイデン政権の打ち出した政策であった 7。バ

イデン大統領にとって、連邦学生ローンの返済免除は、選挙戦中からの公約であると

ともに、エリザベス・ウォーレン議員といった民主党左派の念願でもあった。

新型コロナウイルス感染症が広がる中、トランプ政権とバイデン政権のいずれも、

連邦学生ローンの返済を一時的に猶予するという政策を採用してきた、今回のバイデ

ン政権による新しい政策は、債務の免除という点で画期的であった。ただ、債務の免

除といっても、連邦政府としては貸している金額の回収をあきらめるということにな

り、返済されるはずであったローン残高は今後、実質的に連邦財政で肩代わりされる

ことになる。言い換えると、学生ローンの返済義務が、それぞれの借り手から、広く

アメリカ国民へと移されるのである。それゆえに、バイデン政権の学生ローン返済免

除には共和党を中心に反対も強い。後で述べるように、訴訟が提起されることになる。

今回の政策変更は、多額の学生ローン返済を抱える若年層にとってはありがたいも

のであるのは間違いないが、そもそも、大統領には学生ローンの返済免除を決定する

権限はあるのだろうか。例えば、ナンシー・ペロシ民主党下院議長は 2021年 7月 27
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日に、「一般的に、米国の大統領が債務免除の権限を持っていると考えられているが、

そうではありません。（債務返済を）延期することはできるが、免除する権限はない。

議会の決定が必要なのです」と述べており 8、債務免除は大統領の自明の権限ではな

かった。

バイデン政権において実際に学生ローン業務を担当する教育省が、この点について

司法省に問い合わせており、司法省による回答が『司法省法律顧問室意見書（Opinions 

of the Off ice of Legal Counsel）』にて示されている。同意見書は、大統領を始め、各

省庁からの憲法解釈・法律解釈の問い合わせを受けて書かれる法律文書であり、大統

領や各省庁は、この法律意見書によって、これから実施しようとする政策の合憲性・

合法性についてのお墨付きを得ることができる。また、同意見書は、政権を超えて参

照されるものであり、行政組織内に蓄積される判例集のような役割も持つ。

さて、バイデン大統領が演説で学生ローンの返済免除を発表する前日の 8月 23日

に、この件についての司法省法律顧問室意見書が出されている 9。法律顧問室の結論

は明快で、「2003年学生高等教育支援法（The Higher Education Relief Opportunities 

for Students Act of 2003；頭文字からの連想で HEROES 法と呼ばれる）は、新型コ

ロナウイルスのパンデミックに対応するために、連邦学生ローン債務の元本残高の返

済義務を削減または廃止する権限を教育長に与えている」というものであった。

同法はその制定時期からもわかるように、テロとの戦争の中で作られた法律である。

連邦議会は、国家緊急事態に対応するために、教育長官に学生ローンを「免除または

修正（waive or modify）」する権限を与えたのであった。ただし、司法省法律顧問室

によれば、HEROES法の前身である 2001年高等教育救済機会法（Higher Education 

Relief Opportunities for Students Act of 2001）では、教育長官は「2001年 9月 14日

に大統領が宣言した国家非常事態に対応するため」に特定の権限を与えられていたの

に対し、HEROES法では、「大統領が宣言した国家緊急事態に対応するため」に教育

長官に権限を与えているという。すなわち、HEROES法はテロとの戦争にかかわる

非常事態宣言に限らず、いかなる非常事態宣言であっても教育長官による権限が発動

できるように変更されているのである。

トランプ政権下の 2020年 3月 20日、教育長官ベッツィ・デヴォスは、新型コロ

ナウイルスのパンデミックについて発出された国家緊急事態を根拠とし、HEROES

法の権限を行使し、連邦政府が保有するローンを持つ米国内のすべての借り手に対し

て、学生ローンの返済義務を一時的に停止するとともに、利払いを免除した 10。3月
27日、議会は新型コロナウイルス支援・救済・経済保障法（Coronavirus Aid, Relief, 
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and Economic Security Act of 2020）において、返済の一時停止を 2020年 10月 1日

まで延長するように教育長官に指示している。同法が命じる期間が過ぎると、デヴォ

ス教育長官は再び HEROES法の権限を行使し、2020年 12月 31日まで返済猶予期

間を延長した 11。

トランプ政権は、学生ローンの返済の一時停止を繰り返したが、債務免除には踏み

込まなかった。教育省内の法律顧問から教育長官へ宛てた覚書では、HEROES法の

権限によっても学生ローンの元本を取り消す（cancel）ことはできないと解釈してい

た 12。

今回のバイデン政権の施策は、同じ権限を用いて、返済義務の一時停止ではなく完

全に免除しようとするものである。はたして HEROES法の規定で、免除までできる

のだろうか。

バイデン政権の司法省法律顧問室によれば、トランプ政権の教育省法律顧問による

法解釈は間違っているという。「免除または修正（waive or modify）」とは、字面の

とおり、法律が教育長官に対し、法的義務を免除する権限と、放棄しない程度に削減

する権限の両方を付与していると解釈すべきだとする 13。これまでは「修正」権限が

使われて返済義務の猶予がなされていたが、これからは「免除」権限を用いてローン

の免除を行えるということである。

この法律顧問室意見書は、トランプ政権が踏み込まなかった連邦学生ローンの返済

免除も HEROES法によって可能であると、教育省にお墨付きを与えたのである。こ

の意見書が教育省に送付された翌日にバイデン大統領による発表があったことを考え

ると、法的な問題がクリアされたことに大きな意味があったものと思われる。

2．大統領による政策形成を阻む訴訟

連邦議会による立法が困難であるときに、アメリカ大統領は議会を頼らずに、自ら

の権限で政策を決定しようとする。今回の場合は、HEROES法に規定されている権

限に従来とは異なる解釈を施して、事態を打開しようとした。ただし、アメリカ政治

は大統領による決定がそのまま最終的な効力を持つとは限らない。大統領の決定に疑

義がある場合、議会による調査や、司法の場での審議などが行われる。学生ローン返

済免除プログラムについては、反対派が裁判所に訴え出た。

バイデン大統領によって打ち出された学生ローン返済免除プログラムは、共和党か
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らの大きな反発を呼び、2022年 9月 29日には、6州（ネブラスカ、ミズーリ、アー

カンソー、アイオワ、カンザス、サウスカロライナ）の共和党所属の州司法長官らが、

バイデン政権を相手取って訴訟を起こした 14。

訴えでは、学生ローンの返済免除は「経済的に賢明でなく、不公正である」だけ

でなく、大統領権限の濫用でもあると言う。HEROES法は「9/11テロ攻撃のような

緊急事態に見舞われた個人」を救済するための法律であり、「いかなる法令も、バイ

デン大統領が何百万人もの個人を、自発的に引き受けたローンの支払い義務から一

方的に解放することを認めてはいない」。さらに、HEROES法を可決した「議会は、

連邦国庫におよそ 5兆ドル以上の損失をもたらすことになる政権の全面的な債務帳

消しのようなものを許可していると考えていたとは、考えにくい」と言う。他には、
HEROES法が債務免除を認めていない根拠として、先に紹介したトランプ政権下の

デヴォス教育長官宛ての覚書と、ペロシ下院議長の発言を挙げている 15。

この訴訟では HEROES法の「免除と修正」条項の解釈が焦点になるものと思われ

たが、連邦地方裁判所は州司法長官 6名に原告適格がないとして訴えを退けている 16。

アメリカでは法律によって守られるべき利益が侵害されている場合に、原告適格があ

り、訴えが受理されるという仕組みになっており、大統領に権限濫用の疑いがあった

としても、実際の損害がないと見なされれば裁判所による判断を受けることはできな

い。6名の州司法長官の訴えの中には被害についての陳述はほぼ見つからず、やや勇

み足の訴状であったと言えよう。

ただし、原告適格が必要というアメリカの司法の原則から逸脱するような判決が、
2022年 11月 10日、テキサス州フォートワース地区連邦地方裁判所によって下さ

れた。減税を掲げる保守系団体であるジョブ・クリエイターズ・ネットワーク（Job 

Creators Network）17が原告となり、バイデン政権の教育省を訴えたこの訴訟では、

原告は、「すべての立法権は議会に与えられているにもかかわらず」、バイデン政権は

「4000億ドル規模の学生ローン返済免除プログラムを創設」しようとしており、「議

会の立法権を憲法に違反して行使しようとしている」と主張した 18。

ジョブ・クリエイターズ・ネットワークによる訴えも、先の 6名の州司法長官の訴

えと同様に、被った損害についての主張は薄いものだったが、連邦地方裁判所のマー

ク・ピットマン判事は原告適格についての審査をすることなく、原告の訴えを認める

判決を下した。ちなみに、このピットマン判事は 2019年にトランプ大統領によって

任命された判事である 19。この連邦地方裁判所判決に対して教育省は上訴しているが、

同時に、返済免除申請のためのウェブサイトを休止している 20。
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2022年 11月 14日には、先に挙げた 6名の州司法長官による新たな訴えに対して、

第 8区連邦控訴裁判所が、バイデン政権による学生ローン返済免除プログラムの全米

での差し止め命令を行っている 21。今回の差し止め要求では、州司法長官たちは損害

を被った原告を見つけ出し、原告適格を承認された。ミズーリ州に本社を置く大手ロー

ン債権回収会社であるミズーリ高等教育ローン公社がバイデン政権によるプログラム

によって収入を失うというのだ 22。

連邦控訴裁判所はこの差し止め要求を認め、2022年 11月現在、バイデン大統領肝

いりの政策は停止している。バイデン政権はこの差し止めを解除すべく、連邦最高裁

への申し立てを準備している。なお、教育省は連邦学生ローンの借り手に対しては、

最長で 2023年 8月末までという新たな返済猶予期限を設定することで、返済免除申

請者の間の混乱を最小化しようとしている 23。

おわりに

バイデン政権による学生ローン返済免除プログラムは、近年のアメリカの「決めら

れない政治」状況を打開しようとする動きであったと言える。もっとも、このような

大統領の挑戦はバイデン大統領に限ったものではなく、例えば、オバマ大統領による

「若年層向け強制送還延期プログラム（DACA）」も、議会による立法ができない中で、

大統領に与えられたとする権限を用いたものであった 24。

これらの大統領による議会を迂回した政策決定は、二大政党の合意が困難な政策を

するという点で意義があるが、両党の合意が困難であるがゆえに、反対政党からの強

い反発を生む傾向にある。さらには、大統領が単独で決定できるということは、次の

大統領選挙で政権交代が生じた場合には、政策の転換も容易になされるという不安定

性がある。

さらに、バイデン政権による学生ローン返済免除プログラムについては、現在債務

を抱えている者の救済にはなるが、将来の学生ローン債務者におよぶものではない。

やはり、安定的で持続的な政策変更には、議会との協力による立法が必要となるが、
2022年中間選挙で下院を失ったバイデン政権には荷が重いかもしれない。
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第 4章
アメリカの対外認識

── 2022年から 2023年春にかけての
アメリカ世論の動向──

森 聡

はじめに

本章では、2022年から 2023年春にかけてアメリカで実施された世論調査の結果

を渉猟しながら、有権者の視点からアメリカの対外認識に迫り、その輪郭を叙述する

ことを目的とする。まず民主党と共和党の対外認識の特徴を明らかにした上で（第 1

節）、ウクライナ戦争に対する見方（第 2節）、中国に対する見方（第 3節）を整理し、

若干のインプリケーションを簡単に論じて結ぶ。

1．民主党と共和党の対外認識

党派的な政治が行われるアメリカにおいて、かつて「政治は水際で止まる」といわ

れていた時代があったが、政治的分極化が深まり続ける今日、大統領も連邦議会も対

外政策にまつわる主要な問題で、国内の有権者の意向や反応を無視することは難しい。

世論調査の結果を見る限り、民主党と共和党の対外観には大きな違いがある。以下、

いくつかの主な調査結果をみてみたい。

（1）国際問題への対応におけるアメリカの役割
2023年 2月 1日から 23日にかけてギャラップ社が実施した世論調査は、国際問
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題においてアメリカがいかなる役割を果たすべきかという質問に対して、①主導的な

役割を果たすべき、②主導的ではないが大きな役割を果たすべき、③限定的な役割を

果たすべき、④何の役割も果たすべきではないという選択肢が用意されるという内容

で、下記の調査結果が出た。

＜世界においてアメリカが果たすべき役割＞ 1 単位：%

主導的役割 大きな役割 限定的な役割 何もしない

全体 20 45 27 7

共和党支持者 22 39 28 10

民主党支持者 19 56 22 3

支持政党なし 19 42 29 9

主導的役割ないし大きな役割を果たすべきとする意見は、共和党支持者が 61%、

民主党支持者が 75%で、限定的な役割ないし何の役割も果たすべきではないとする

意見は、共和党支持者が 38%、民主党支持者が 25%となっており、民主党の方が全

般的に対外関与に積極的である。こうした結果は、2022年 5月 16日から 22日にか

けてピュー・リサーチ・センターが実施した世論調査の結果ともおおむね符合してい

る。ピュー・リサーチ・センターの調査では、①海外の問題よりも国内の問題に関心

を集中させるべき、②国際問題に積極的になることがアメリカの未来にとって最善で

ある、という 2つの選択肢が用意され、下記の調査結果が出ていた。かなり端的な

選択肢による回答であるが、共和党支持者の約 6割が内向きで、民主党支持者の約 6

割が外向きという各党内のムードが特徴的に表れているといえる。

＜アメリカが関心を向けるべきなのは海外か国内か＞ 2 単位：%

国内問題に専念すべき 国際問題に積極的にかかわるべき

全体 51 48

共和党支持者 65 34

民主党支持者 39 60

また、この同じピュー・リサーチ・センターの調査では、アメリカが直面する問題

に関して、諸外国と協調することによって解決できるものは多いか少ないかという質

問も設けられていた。上記のような対外観を反映して、共和党支持者の 59%は少ない、

民主党支持者の 67%は多いと回答しており、多国間主義への関心の違いが浮き彫り

になっている。
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さらに、同調査では、諸国家が互いに協力するうえで重要なのは、共通の問題か、

あるいは共通の価値観かという興味深い質問も設けられた。下記の結果を見ると、共

和党でも民主党でも共通の価値観こそが諸国家を糾合するとみている支持者が多数派

であるが、共和党支持者（65%）の方が、民主党支持者（53%）よりも共通の価値観

が重要な意味を持つとみていることが分かる。共通の問題と回答した人々との相対的

な割合をみれば、共和党はおよそ 2対 1、民主党はほぼ拮抗している。

＜諸国家を糾合するうえで重要な要因とは何か＞ 3 単位：%

共通の問題 共通の価値観

全体 41 58

共和党支持者 34 65

民主党支持者 46 53

上記の調査結果は、民主党と共和党の伝統的な対外観を反映している。すなわち、

民主党支持者の約 6割は、諸国家に共通の国際問題に取り組むことがアメリカの発展

のために必要という認識の下で、政治体制を問わずに利害を共有する国々と多国間協

力を進めていくべきとの見方をとっている。これに対して共和党支持者の 6－ 7割は、

国内問題に専念すべきとの認識を有しており、国際問題に取り組む場合には、価値観

を共有する国々との協力を重視する見方をとっている。なお、民主党支持者の 4－ 5

割は、どちらかといえば、共和党支持者の見方に近いという点も看過されるべきでは

ない。バイデン政権の国家安全保障戦略が、「民主主義対専制主義」という価値観外

交のレトリックを前面に押し出しつつ、文字通り「共通の問題（shared problems）」

と称する地球規模課題に取り組む姿勢をとるのは、民主党内に、共通の問題を相対的

に重視する勢力と、共通の価値観を相対的に重視する勢力を抱えているからであると

考えられる（上記の世論調査結果で浮かび上がる民主党と共和党の対外観が歴史的に

いかに生成されたか、またそれが対中関係に対する見方にどのように投影されている

かは拙稿 4をご参照願いたい）。

（2）優先的に取り組むべき国際問題
では民主党支持者と共和党支持者は、それぞれいかなる国際問題に取り組むべきだ

と考えているのだろうか。シカゴ世界問題評議会が 2022年 7月 15日から 8月 1日

にかけて実施した世論調査は、各党支持者が重視すべきと考える対外政策上の優先目

標とは何かを示している。アメリカの対外政策において最も重要で優先されるべき課
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題はどれかという質問に対して、①アメリカの物理的防衛を確実にする、②地球規模

課題に関する国際協力を主導する、③世界貿易におけるアメリカの経済的利益を追求

する、④世界における民主的な価値や理念を守る、⑤世界における潜在的な侵略国を

掣肘するという選択肢が用意され、下記のような調査が出た。

＜アメリカの対外政策上の優先目標＞ 5 単位：%

本土の物理的防衛 地球規模課題 貿易と経済的利益

全体 30 24 20

共和党支持者 48 9 23

民主党支持者 16 34 16

支持政党なし 29 26 22

民主的価値の防衛 侵略国の掣肘

全体 15 9

共和党支持者 10 10

民主党支持者 23 9

支持政党なし 12 9

また、モーニング・コンサルト社が 2023年 1月に発表した対外政策上の優先課題

に関する世論調査の結果は、おおむね上記のような問題関心に対応している。民主党

支持者と共和党支持者が重視すべきと考えている優先課題は大きく乖離していること

が窺える。最優先課題は、民主党が気候変動、共和党が移民となっているが、互いの

優先課題への関心は低く、40%前後の差がついている。すでによく知られている通り、

気候変動へのアメリカの取り組みは、政権党が交替するたびに方針を転換するため、

持続性・一貫性を著しく欠いている。他方、全体的な優先度では中位にあるサプライ

チェーンの確保について、民主党（28%）と共和党（31%）は同程度の関心を向けて

おり、他の政策課題との比較における相対的な優先度は低いとはいえ、一方の党が党

派性の強いアプローチに力を入れて他方の党が反発するといった力学が作用する可能

性が比較的低いと考えられる。

なお、ロシアによるウクライナ侵攻に関しては、民主党では 6番目の課題（32%）

であるが、共和党では 13番目の課題（16%）となっている。また、米中関係に関しては、

共和党では 5番目の課題（31%）であるが、民主党では 12番目の課題（23%）である。

世界的に注目されているこれらの問題は、必ずしも有権者にとって最大の関心事では

ない。もしアメリカ市民の関心が高く、当該課題に関する取り組みに強いこだわりが
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あれば、ワシントンがそうした有権者の意向に拘束される面も出てくるだろうが、そ

うではないということは、政治的に動く余地が実はそれなりにあるということだろう。

なお、全体的な関心の高さでみれば、①テロリズム（49%）、②移民（45%）、③麻薬

問題（41%）、③サイバー攻撃（41%）、⑤気候変動問題（39%）、⑥感染症防止（32%）、

⑥経済危機防止（32%）がトップ 6を占めている。「大国間競争」の主役ともいえる

アメリカでは、依然として有権者の全般的な意識がテロリズムと移民に向いているの

は皮肉といえよう。

2．ウクライナ戦争

ロシアがウクライナへの侵略を開始してから 1年が過ぎたが、各国政府によるウ

クライナ支援疲れが出てこないのかが注目されつつある。シカゴ世界問題評議会が
2022年 3月と 2022年 11月に実施した世論調査によれば、ウクライナ支援全般に関

しては、引き続きアメリカの有権者は意気軒昴であるが、軍事援助に限って言えば、

支援の気運は徐々に低下してきている。

＜アメリカの対外政策上の優先課題＞ 6 単位：%

全体 民主党 共和党 ポイント差

気候変動 39 60 17 43

移民 45 27 66 39

麻薬取引 41 25 55 30

テロリズム 49 39 62 23

感染症防止 32 40 24 16

ウクライナ 24 32 16 16

人権 25 32 18 14

イラン核合意 18 15 25 10

民主主義擁護 14 18 9 9

サイバー攻撃 41 37 45 8

米中関係 27 23 31 8

偽情報防止 23 25 18 7

経済危機防止 32 35 28 7

ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ 30 28 31 3
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＜アメリカのウクライナ・ロシア政策への支持＞ 7 D＝民主党 R＝共和党 単位：%

2022年 3月 2022年 11月

ロシアに対する経済・外交面での制裁を強化する
─
─

D 83

R 73

ウクライナ難民をアメリカに受け入れる
D 84

R 65

D 83

R 59

ウクライナに経済援助を供与する
D 85

R 74

D 81

R 50

 ウクライナ政府に武器や軍事物資を追加で供与する
D 83

R 80

D 76

R 55

ロシアから自国を防衛するウクライナ政府を支援すべく
米兵を派遣する

D 42

R 34

D 34

R 26

民主党と共和党で比較すると、前述のように対外関与に前向きではない共和党の方

が、経済援助と軍事援助に関する意欲を減退させている。2022年 3月から 11月にか

けて、経済援助支持は 74%から 50%へ、軍事援助支持は 80%から 55%へ大幅に低

下している。ケヴィン・マッカーシー（Kevin McCarthy）新下院議長が、ウクライ

ナ支援に関して、「白紙の小切手は切らない」と発言したことは広く知られているが、

それはこうした党内の雰囲気を背景に発せられた言葉だと考えられる。

また、シカゴ世界問題評議会は 2022年 11月 18日から 20日にかけて実施した調

査において、対ウクライナ政策に関するアメリカのアプローチに関し、①アメリカの

各家庭がガソリンと食糧に一層高い代金を支払うことになるとしても、アメリカは必

要な限りウクライナを支援すべき、あるいは、②アメリカの各家庭が支払うコストが

大きくなりすぎないように、たとえウクライナが領土の一部を失うとしても、アメリ

カはウクライナにできるだけ早く和平で決着するように促すべき、という選択肢を設

けた。その調査結果は下記の通りとなった。

＜ウクライナに対するアメリカ有権者の考え方＞ 8 単位：%

コストを支払ってでも
必要な限り支援すべき

コストを抑えるために
早期に和平するよう促すべき

全体 48 47

民主党支持者 61 36

共和党支持者 33 63

支持政党なし 46 46
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上記の結果からも、ウクライナ支援に関して、民主党支持者の約 6割が積極的な姿

勢をとっているのに対し、共和党支持者の約 6割が消極的な姿勢をとっていることが

分かる。アメリカのウクライナ政策のあり方としてどれが好ましいかという別の質問

に対して、共和党支持者の 43%は「ウクライナへの支援を段階的に縮小していくべ

き」、28%は「現行水準の支援を無期限に続けるべき」、「ウクライナに有利な形でで

きるだけ早く戦争を終わらせるために、アメリカとその同盟国は軍事的に介入すべき」

と回答した。この点、民主党支持者の 53%は現行水準の支援を無期限に続行と回答し、

次いで 25%が軍事介入すべき、19%が支援を縮小すべきと回答した。ロシアがウク

ライナで大攻勢をかけた場合に、共和党支持者がウクライナ支援を強化すべきという

意見に再び回帰するのかどうかは不明である。しかし、現時点でウクライナ支援に消

極的な姿勢をとっている共和党支持者らが、ウクライナに不利な戦況が立ち現れた時

に、「これまでの支援が水泡に帰した」、「戦況を打開できないウクライナにこれ以上

税金を使って支援することはアメリカの利益に適わない」、「バイデン政権による不適

切なウクライナ支援が招いた事態だ」などといった立場をとる可能性は排除されない

といえよう。

ところで、アメリカ人のロシア観が悪化したのは言を俟たない。ロシアに好感を持っ

ていた共和党支持者は、2021年には 25%であったが、2023年には 6%へと低下した。

民主党支持者は、2021年の時点で 16%にとどまっていたが、2023年にはやはり共

和党と同じく 6%にまで低下した 9。また、ロシアがウクライナを侵略したことを受

け、ロシアの軍事力を致命的な脅威とみなすアメリカ有権者の意見は、2014年 2月

の 32%から 2023年 2月の 51%にまで上昇した 10。

3．中国

ギャラップ社によるアメリカの対中観に関する定期的な世論調査によれば、中国に

対する見方は引き続き悪化の一途を辿っている。中国に関して、否定的な意見を持つ

アメリカ人は、2017年には 47%だったが、2022年には 82%にまで増えた 11。また、

習近平中国国家主席に対するアメリカ人の見方も悪化しており、好感を持っているア

メリカ有権者が 2017年の 35%から 2022年 3月の 10%まで減り、嫌悪感を持って

いるアメリカ人は 2017年の 61%から 2022年 3月の 89%にまで増えた 12。

アメリカの有権者が中国をいかなる存在として捉えているかは、シカゴ世界問題評



36

議会の世論調査結果が興味深い傾向を明らかにしている。「一般的にみて、アメリカ

と中国との関係を最も適切に叙述しているのはどれか」という質問に対して、①同盟

国、②必要なパートナー（戦略的に協力しなければならない国）、③競争相手（競争

する必要のある国）、④敵対相手（紛争状態にある国）、⑤分からない、という選択肢

を用意して、2022年 3月 25日から同 28日にかけて調査が実施され、②③④を選択

した回答者が以下のように分布していることが明らかにされている。

＜アメリカと中国との関係に関する見方＞ 13 単位：%

パートナー国 競争相手国 敵対国

民主党支持者 25 30 15

共和党支持者 17 34 35

支持政党なし 24 31 19

上記の結果を見ると、民主党支持者の間では、中国をパートナー国とみなす勢力と

競争相手国とみなす勢力がほぼ拮抗する形で、全体の約 6割を占めている。バイデン

大統領が、「中国との衝突を避けながら競争する」という基本姿勢をとるのは、こう

した党内の対中観をとることで党内の支持を糾合するためであると考えられる。

これに対して共和党支持者の間では、中国を敵対国とみなす勢力と競争相手国とみ

なす勢力がほぼ拮抗する形で、全体の約 7割を占めている。共和党の方が全般的に中

国に対する見方は厳しいため、下院で多数党となった共和党は、バイデン政権の対中

姿勢が生ぬるいものであるとして突き上げていく可能性もあろう。

中国の何を問題視しているかということについては、シカゴ世界問題評議会が
2022年 7月 15日から 8月 1日にかけて実施した世論調査が示唆に富んでいる。回

答者には、①中国が自国内で民族的・宗教的少数派をどう扱うかは、中国内政の問題

であって、アメリカには無関係である、②自国民を弾圧する政府は他の政府と比べて、

外国に対して攻撃的になる可能性が高い、③アメリカは、たとえアメリカの影響力の

減退を招くとしても、自国周辺の地域で強い影響力を持つ中国やロシアのような国と

共存することを学ぶべき、という 3つの見解について、それらに同意するか反対する

かという質問が尋ねられた。

民主党と共和党それぞれの支持者の約 9割が、中国やロシアの政府が自国内で人

権侵害に及んでいるので、外国に対して攻撃的な姿勢をとる可能性が高いとの想定を

持っている。その一方で、あくまで中露との共存の道を模索すべきとする意見は、民

主党支持者の 60%、共和党支持者の 55%の支持を得ている。また、中国の内政に口
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出しすべきではないとする意見は、民主党支持者の 38%、共和党支持者の 48%の支

持を得ている。

警戒すべきとの見方と共存すべきとの見方の双方を有するアメリカ有権者は、中国

の何を脅威とみなしているのだろうか。ギャラップ社が 2023年 2月 1日から 23日

にかけて実施した世論調査によれば、共和党支持者の約 8割は中国の軍事力と経済力

を脅威とみなしている。これに対して同様の脅威認識を抱く民主党支持者は約 5割と

なっている 15。また、シカゴ世界問題評議会が 2022年 3月と 7月に実施した調査に

よれば、民主・共和両党それぞれの支持者は、「向こう 10年間でアメリカの死活的

利益に対して潜在的で死活的な脅威となりうるのはどれか」という質問に対して、①

中国の領土的野心、②世界的な大国への中国の発展という選択肢が示され、下記のよ

うな脅威認識が明らかになった。

＜アメリカに対する中国の脅威＞ 単位：%

中国の領土的野心 世界的な大国へと中国が発展

全体 52 57

民主党 50 46

共和党 62 75

支持政党なし 48 55

ここで懸念されている「領土的野心」は、やはり台湾が念頭にあると思われる。
2022年 7月 15日から 8月 1日にかけて実施されたシカゴ世界問題評議会の世論調

査によれば、この時点でアメリカ人の 76%が、中国はロシアによるウクライナ侵攻

を先例とみなし、台湾侵攻に勢いづくとする見方をとっていた 16。同じ調査では、も

し中国が台湾を侵略したらアメリカはいかに対応すべきかという質問に対し、下記の

ような結果が出た。

＜中国に対するアメリカ人の見方＞ 14 単位：%

全体 民主党 共和党 支持政党なし

中国内政に口出しすべきではない 43 38 48 43

自国民を弾圧する政府は外国に対して攻
撃的になりがちである

85 88 88 82

中露と共存することを学ぶべき 60 60 55 63
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＜中国が台湾を侵略した場合のアメリカの対応＞ 17 単位：%

2022年 7月

中国に対する経済・外交面での制裁を強化する
D 79

R 77

台湾からの難民をアメリカに受け入れる
D 75

R 57

台湾政府に武器や軍事物資を追加で供与する
D 69

R 62

台湾の周囲に中国が海上封鎖を敷かないように米海軍を活用する
D 64

R 62

中国に対して台湾が自らを防衛するのを助けるために台湾に米兵を派遣する
D 41

R 39

上記から明らかなのは、中国による台湾攻撃が発生する以前の時点においては、民

主党支持者も共和党支持者も、4割程度しか直接武力介入を支持していないというこ

とである。こうした世論調査の結果は、アメリカは台湾が中国から武力攻撃を受けた

際には、ウクライナと同様の対応をとるのではないかという憶測を生み出しかねない。

しかし、派兵という選択肢が武力攻撃発生後も 4割程度に留まるのか、あるいは武力

攻撃が発生すると、この数字が急激に上昇するのかは、実際のところ蓋を開けてみな

いと分からない。武力攻撃とひとくちに言っても多様であるし、アメリカや各国政府

のナラティブ、それをメディアがどう報じるかなどによってアメリカ世論は影響を受

ける可能性があり、世論はあくまで可変的であるということを忘れるべきではないだ

ろう。

おわりに

バラク・オバマ（Barack Obama）政権が「アジアへのリバランス」を謳ってから
10年が経ったが、2014年にロシアがクリミアを併合したり、中東でイスラーム国が

出現して猛威をふるったりしたが、中国による現行秩序への挑戦がいよいよ鮮明に

なって、ドナルド・トランプ（Donald Trump）政権で「中国との戦略的競争」が本

格化した。バイデン政権は、中国を最優先課題としているのは疑いようのない事実で

ある。しかしながら、ロシアによるウクライナ侵攻の影響で、やはりアメリカ市民は

目下、ヨーロッパに最大の関心を向けている。党派に大きな差はなく、アメリカの軍
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事安全保障にとって最も重要な地域はどこかという質問に対して、ヨーロッパ（50%）

に次いで、アジア（21%）は中東（19%）とほぼ同程度の関心対象地域として位置づ

けられている。

そのアジアで、アメリカは強大化を続ける中国と向き合うわけであるが、中国の台

頭に諸外国とともに向き合うに際して、アメリカはどのような役割を果たすべきだと

アメリカ人は考えているかといえば、下記のようなシカゴ世界問題評議会の世論調査

結果がある。

＜中国の台頭に向き合う際のアメリカの国際的役割＞ 18

主導的役割を果たす 補助的役割を果たす 一切役割を果たさない

全体 35 53 12

民主党支持者 33 57 9

共和党支持者 42 45 13

支持政党なし 32 13 14

上記結果に顕著なのは、民主党支持者の 57%と共和党支持者の 45%が、中国に向

き合うに際してアメリカは補助的な役割を果たせばよいと考えている事実であろう。

つまり、中国と対峙するにあたっては、他の国が主導的役割を果たすべきだとアメリ

カの有権者は考えている。一方、共和党支持者の 42%は、アメリカが主導的な役割

を果たすべきだと考えており、共和党内では、アメリカがどこまでリーダーシップを

果たすべきかをめぐって論争があるとみられる。アメリカは地域的なバランシングに

おいて補助的な役割を担えばよいとする勢力が、共和党でも民主党でも主流を占める

時代が到来していることを同盟国日本として理解しておく必要がある。民主党支持者

は、対外関与に積極的なものの、気候変動問題や感染症対策、テロリズムなどに主た

る関心を向け、中国とは「衝突せずに競争」し、中国に向き合うに際しては補助的な

役割を担うという基本的な意識を持っている。一方の共和党は、移民やテロリズム、

麻薬問題といったアメリカ国内の安全に関心を傾けており、中国に厳しい見方をとり

ながらも、中国に向き合うに際しては、主導的な役割を担うか補助的な役割を担うか

をめぐって迷いを持っている状態である。

分極化によって民主党と共和党の政治的な対立が深まっていくと、政治指導者は党

内基盤をできるだけ強固に保つために、党内の意向や志向に配慮せざるを得なくなる。

民主党と共和党それぞれの党内で、国際主義的な勢力と一国主義的な勢力が混在する

時代においては、一方でアメリカ政府が発出・展開する戦略や政策を見ながら、大統
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領の政策判断に作用すると考えられる世論の動向に、過小評価も過大評価も控えて冷

静に目を配る必要がある。アメリカの対外政策を分析するにあたっては、アメリカ政

治の複雑な多元性を読み解く能力がこれまで以上に問われるといえよう。

（以上）
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第 5章
ウクライナ支援に対する日本の有権者の支持

飯田 健

はじめに

2022年 2月 24日のロシアによるウクライナ侵攻開始以来、西側諸国は積極的にウ

クライナに対する軍事・非軍事分野での支援を行っている。とりわけそれを主導する

アメリカは、M142高機動ロケット砲システム（HIMARS）などの武器供与を中心

に 2022年 9月までに合計 680億ドル相当の援助を決定しているが、これは各国から

のウクライナ支援額全体の実に 62%を占めている 1。アメリカによる同盟国に対す

る呼びかけに応じ、日本も医療用資機材等の物資の提供、人道支援、穀物輸出促進支

援、財政支援、ウクライナからの避難民の受け入れなど非軍事面でのウクライナ支援

を行っている 2。

こうした日本によるウクライナ支援について日本の有権者はどのような態度をもっ

ているのであろうか。そして、その態度はどのような要因によって規定されているの

であろうか。これらの問いに答えるため本稿では、同盟上のシニアパートナーである

アメリカに「見捨てられる恐怖」とアメリカの紛争に「巻き込まれる恐怖」、民主主

義への支持、ロシアに対する脅威認識に着目しつつ、2022年 9月に日本国際問題研

究所とシカゴ・グローバル問題評議会が日本の有権者を対象に共同で実施した世論調

査（以下、国問研・シカゴ共同世論調査）のデータを用いて、日本によるウクライナ

支援に対する有権者の態度について検証する。

先に主な結果について述べると、アメリカに「見捨てられる恐怖」をもつ有権者ほど、

民主主義の普遍性についての信念をもつ有権者ほど、またロシアの脅威を認識する有

権者ほど軍事的支援を含むより高度なウクライナ支援を支持する一方、アメリカがか
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かわる紛争に「巻き込まれる恐怖」をもつ有権者ほど軍事的支援を含むより高度なウ

クライナ支援を支持しないという傾向がみられた。この結果は、日本の有権者の間に

は、アメリカが主導するウクライナ支援に協力することで有事の際にアメリカに「見

捨てられる」リスクを減らそうとする姿勢と、アメリカが主導するウクライナ支援に

協力することでアメリカがかかわる紛争に「巻き込まれる」ことを警戒する姿勢が存

在することを示唆する。

1．性別、年齢、支持政党とウクライナ支援に対する支持

本稿が分析の対象とする国問研・シカゴ共同世論調査は、日本リサーチセンター

（NRC）に委託し、住宅地図を用いた無作為抽出回答者パネルである NRCのリサー

チパネルから性別、年齢、居住地域、都市規模により層化抽出された 2,000名の 18

歳以上の日本国民を対象として 2022年 9月 1日～ 6日の期間、オンラインで実施さ

れた。分析においては、2020年国勢調査をもとに母集団の性別、年齢、教育程度で

重み付けを行っている。

この調査ではウクライナ支援全般のあり方に関して、「日本は、たとえ結果として

高騰するガソリンや食料品の価格を日本の家庭が支払うことになったとしても、必要

なだけウクライナを援助するべきだ」という意見と、「日本はたとえそれが、ウクラ

イナが領土の一部を失うことを意味するとしても、日本の家庭に対する負担がそれほ

ど大きくならないように、できるだけ早く和平を実現するようウクライナに促すべき

だ」という意見の、どちらがより自分の考え方に近いか二者択一で回答を求めている。

すなわち、この質問においてはウクライナが戦争を継続するために支援することと、

それによって生じうる日本国民の生活への負担の増加とのトレードオフを前提に、い

わば自らの生活を犠牲にしてでもウクライナを援助する気持ちがあるかどうかが問わ

れている。回答者全体では、家庭の負担増になるとしても必要なだけウクライナを援

助するべきとの前者の意見を選ぶ割合が 44.7%だったのに対し、家庭の負担増にな

るくらいならウクライナに和平の実現を促すべきとの後者の意見を選ぶ割合が 55.3%

と、自らが負担するコストを考慮した場合には必ずしもウクライナ支援に積極的でな

い日本の有権者の態度がうかがえる。

この質問に対する回答が性別、年齢、世帯収入、教育程度、支持政党でどのように

異なるのか確認したところ、性別、年齢、支持政党で統計的に有意な違いがみられた。
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まず性別で分けたものが図 1である。これによると、家庭の負担増になるとしても必

要なだけウクライナを援助することを支持する割合は、男性が 50.1%に対して女性

が 39.8%と、男性の方が女性に比べて自らが負担するコストを意識した場合でもウ

クライナ支援に積極的な態度を示していることがわかる。

次に、この質問に対する回答を年代で分けたものが図 2である。これによると、

必要なだけウクライナを援助することを支持する割合が、例えば 20歳代以下では
34.4%であるのに対し、70歳代以上では 53.8%と、年齢が高くなるにつれウクライ

ナ支援への積極的な姿勢がみられる。

図 1．性別とウクライナ支援全般についての考え方

χ2
(1) = 21.357, p = 0.000

図 2．年齢とウクライナ支援全般についての考え方

χ2
(5) = 44.147, p = 0.000
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さらに、同じ質問に対する回答を支持政党別に分けたものが図 3である。これに

よると家庭の負担増になるとしても必要なだけウクライナを援助することを支持する

割合は立憲民主党支持者が 66.4%、自民党支持者が 61.6%、公明党支持者が 59.8%、

れいわ新選組支持者が 58.4%と高い値を示している一方で、日本維新の会の支持者

は 20.8%と際立って低い値となっている。これは、日本維新の会の母体である大阪

維新の会の設立者である橋下徹氏が、例えば 2022年 3月 20日のロシア国防省によ

るマリウポリのウクライナ軍に対する降伏要求をウクライナ側が拒否したことについ

て、自身の Twitterで「一番悪いのはプーチン。しかしゼレンスキー大統領のこの戦

争指導も最悪だ。戦う一択になるとこうなってしまう。なぜマリウポリ市民とゼレン

スキー政権幹部や国会議員とを入れ替える交渉をしないのか」3などと、妥協を拒否

し抵抗を続けるウクライナを批判するかのような発言を行っていることと関係がある

かもしれない。また、図 3からは党派性によりウクライナ支援全般に関する意見は分

かれているものの、それは与党支持対野党支持、保守対リベラルという単純な立場の

違いによるものではないということを示している。

図 3．支持政党とウクライナ支援全般についての考え方

χ2
(9) = 57.304, p = 0.000
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なお調査では、具体的なウクライナ支援策への賛否を問う質問として、「ウクライ

ナからの難民を日本に受け入れる」、「ウクライナに対して経済援助を行う」、「ロシア

に対する経済的・外交的制裁を現在よりも強める」、「ウクライナ政府に対して武器や

軍事物資を提供する」、「ロシアに対してウクライナ政府が自国を防衛するのを助ける

ために自衛隊をウクライナに送る」という 5項目についても賛成、反対の二者択一で

たずねている。この 5項目のうち、最初の 3項目は非軍事分野、後の 2項目は軍事

分野の貢献であり、特に最後の項目は現行法が許容しない支援のあり方である。以下

の分析ではこれらの質問に対する回答も分析対象に加える。

2． 「同盟のジレンマ」、民主主義への支持、ロシアに対する脅威
認識

理論的にウクライナ支援への有権者の支持を規定しうる要因として、ここでは次の
3つの要因に着目する。第一に、アメリカに「見捨てられる恐怖」とアメリカの紛争

に「巻き込まれる恐怖」である。同盟関係においては、自国が第三国から攻撃される

など有事の際に、パートナーに見捨てられるリスクが必然的に存在する一方で、その

リスクを減らそうと関係の緊密化を行うと、今度はパートナーがかかわる紛争に巻き

込まれるリスクが高まるという意味でジレンマが存在する 4。これをアメリカが主導

するウクライナ支援に当てはめるなら、アメリカが主導するウクライナ支援に協力す

ることは、日本にとって有事の際にシニアパートナーであるアメリカに「見捨てられ

る」リスクを減らすことに繋がる一方で、アメリカ主導のウクライナ支援に積極的に

かかわることで、今後エスカレートする可能性のあるアメリカとロシアとの紛争に「巻

き込まれる」リスクを高めることになるといえるだろう。したがって、「見捨てられる」

ことを恐れる有権者ほどウクライナ支援に積極的になる一方、「巻き込まれる」こと

を恐れる有権者ほどウクライナ支援に消極的になると考えられる。

日本の有権者のウクライナ支援への態度に影響を与えうる要因として第二に、民主

主義に対する支持が考えられる。アメリカのバイデン大統領は 2022年 3月 1日の一

般教書演説において、ロシアによるウクライナ侵攻に触れ「民主主義と専制主義との

間の戦いにおいて、民主主義諸国は立ち上がり、世界は明確に平和と安全の側に立つ

ことを選んでいる」5と発言するなど、西側諸国によるウクライナ支援を民主主義の

擁護と結び付けて論じている。こうしたアメリカによる「民主主義のための戦い」の
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主張は当然、世界の国々はすべて民主主義国となることが望ましい、との民主主義の

普遍性に関する信念を前提としているが、こうした民主主義の普遍性、およびそれを

前提とするアメリカの介入に対する疑念も存在している。例えばウクライナ戦争に関

して、元外務省の田中均氏は「日本にとっても普遍的価値は致命的に重要」としなが

らも、「米国も民主主義国が連帯して専制主義国を追い詰め、民主化することができ

ると考えているわけではないだろう」、「“バイデン大統領の戦い ”にどこまで付き合

うのか、日本にとっても注意が必要だ」と、アメリカの理念に日本が付き従うことへ

の警戒心を表明している 6。つまり、アメリカ主導のウクライナ支援に積極的な態度

をとるかどうかは、どの程度、普遍的な価値である民主主義の擁護というアメリカの

理念に同意できるかということにかかっているだろう。このことから、民主主義の普

遍性を信じる有権者ほどウクライナ支援に積極的になると考えられる。

最後に、ロシアに対する脅威認識が日本の有権者のウクライナ支援に対する態度を

規定している可能性がある。ロシアは日本との領土問題を抱える隣国であり、日本に

とって潜在的な脅威となっている。そうしたロシアがウクライナ侵攻という力による

現状変更を試みたことは日本の有権者に大きな衝撃であったことは想像に難くない。

実際、2022年 9月の国問研・シカゴ共同世論調査でも、今後 10年間での日本の安全

保障上の脅威としての「ロシアの領土的野心」について 60.5%が「脅威としては致

命的」と回答しているが、これは 14項目のうち「中国の領土的野心」の 61.5%に次

ぐ 2番目に高い値となっている。こうしたロシアの勢力拡大に対する脅威認識は、日

本の有権者にとってロシアの勢力がこれ以上伸長し日本にまでその影響が及ぶのを防

ぐためにウクライナの抵抗を支援する動機となるであろう。このことから、ロシアに

対して脅威を感じる有権者ほど、ウクライナ支援に積極的になると考えられる。

3．分析

前節で提示した、日本の有権者のウクライナ支援への支持態度を規定する要因に関

する仮説を検証するために、ここではウクライナ支援への態度を従属変数とするロ

ジットモデルを用いた多変量解析を行う。従属変数のウクライナ支援は次の 6つで

ある。第一にウクライナ支援全般についての考え方であり、家庭の負担増になるとし

ても必要なだけウクライナを援助するべきとの意見と、家庭の負担増になるくらいな

らウクライナに和平の実現を促すべきとの意見の二者択一において前者を選んだ場合
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1、後者を選んだ場合 0とコーディングする。あとの 5つは具体的なウクライナ支援

策への賛否であり、「ウクライナからの難民を日本に受け入れる」、「ウクライナに対

して経済援助を行う」、「ロシアに対する経済的・外交的制裁を現在よりも強める」、「ウ

クライナ政府に対して武器や軍事物資を提供する」、「ロシアに対してウクライナ政府

が自国を防衛するのを助けるために自衛隊をウクライナに送る」という 5項目につい

て、それぞれ賛成した場合 1、反対した場合 0とコーディングする。

次に独立変数について、「見捨てられる恐怖」と「巻き込まれる恐怖」は、それぞれ「ア

メリカが日本と距離を置くようになる」ことと「アメリカと他国との間の紛争に日本

が巻き込まれる」ことが 10年以内に起こることについて、「まったく心配ではない」

を 1、「少し心配」を 2、「ある程度心配」を 3、「極めて心配」を 4と、恐れる度合い

が強いほど数値が大きくなるようにコーディングする。民主主義への支持は、「民主

主義はすべての国家にとって最善の政治体制である」という意見か、「一部の国家に

とっては、民主主義は最善の政治体制とはいえない」という意見のどちらに自分の考

え方が近いか二者択一でたずねた質問において、民主主義の普遍性を信じる前者の意

見を選んだ場合1、民主主義の普遍性を信じない後者の意見を選んだ場合0とコーディ

ングする。ロシアに対する脅威認識は、今後 10年間での日本の安全保障上の脅威と

しての「ロシアの領土的野心」について、「脅威としてはまったく重要ではない」と

回答した場合 1、「脅威としては重要だが致命的ではない」と回答した場合 2、「脅威

としては致命的」と回答した場合 3と、脅威認識が強いほど数値が大きくなるように

コーディングを行う。

最後に統制変数として、性別、年齢、世帯収入、教育程度、支持政党を投入し、独

立変数の係数の推定を行う際にこれらの影響を考慮する。また、4つの独立変数につ

いても同時に式に含めるため、これらの変数の影響を相互に考慮したうえでの推定を

行うことになる。これにより例えば、ロシアの脅威を強く感じるからアメリカに「見

捨てられる恐怖」を抱き、かつウクライナ支援に積極的になるといった可能性を考慮

したうえで、「見捨てられる恐怖」がウクライナ支援への態度とどのように関連する

か確認することができる。なお紙幅の都合で、分析で用いた変数の記述統計および全

体の推定結果は省略し、式に投入したほかの独立変数と統制変数の影響を統制したう

えで、ある独立変数の値を変化させた場合の、従属変数であるウクライナ支援に積極

的な立場をとる予測確率の変化のみ図示する。

図 4は横軸に「アメリカが日本と距離を置くようになる」ことについて心配する度

合いを表す回答を配置し、縦軸にウクライナ支援に関する 6つの従属変数それぞれに
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ついて積極的な回答を行う予測確率を配置したものである。図中の数値は、各回答が

与えられた際に従属変数の質問で支援に積極的な回答を行う予測確率を示している。

これによると、「アメリカが日本と距離を置くようになる」ことについて「まったく

心配ではない」と回答した場合、「ウクライナ政府に対して武器や軍事物資を提供する」

ことに賛成する確率は 0.271なのに対し、「極めて心配」と回答した場合、それが 0.523

まで有意に上昇している。また同様の傾向が「ロシアに対してウクライナ政府が自国

を防衛するのを助けるために自衛隊をウクライナに送る」についても確認できる。一

方で、非軍事的なウクライナ支援である残りの 4つについては、そのような傾向は確

認できない。

次に図 5はアメリカがかかわる紛争に「巻き込まれる恐怖」が大きくなるにつれ、

ウクライナ支援に関する 6つの従属変数の質問においてどのように積極的な立場を

とる予測確率が変化するのか図示したものである。これによると、「アメリカと他国

との間の紛争に日本が巻き込まれる」ことについて「まったく心配ではない」と回答

した場合、ウクライナへの武器や軍事物資の提供に賛成する確率は 0.500なのに対し、

図 4．「見捨てられる恐怖」とウクライナ支援への支持

注： ロジットモデルの推定結果にもとづく予測確率の値を計算するにあたっては、図の横軸に配
置された独立変数以外の独立変数の値はすべて平均値に固定した。*p < 0.05, **p < 0.01
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「極めて心配」と回答した場合、それが 0.350まで有意に低下している。ただし自衛

隊のウクライナ派遣についてはそのような傾向は確認できない。またこれとは反対に

ウクライナからの難民受け入れという比較的難易度の低い援助については、「巻き込

まれる恐怖」が大きくなるにつれ、それを支持する確率が有意に上昇している。

いずれにせよこの結果から、日本の有権者はアメリカとの関係を強化する狙いから

軍事的なウクライナ支援を支持している一方、アメリカの紛争に巻き込まれることを

回避したいという動機で軍事的なウクライナ支援に反対していることがうかがえる。

さらに図 6は民主主義の普遍性を信じる場合と、民主主義の普遍性を信じない場合

とで、ウクライナ支援に関する 6つの従属変数の項目においてどのように積極的な立

場をとる予測確率が変化するのか図示したものである。これによると、民主主義の普

遍性を信じる場合、そうでない場合と比べて、ウクライナへの武器や軍事物資の提供

以外についてはすべてウクライナ支援に賛成する確率が有意に高くなっている。この

ことから、民主主義の普遍性を信じる有権者ほど、アメリカが掲げる民主主義の擁護

のためにウクライナ支援に積極的な姿勢を示していると思われる。

図 5．「巻き込まれる恐怖」とウクライナ支援への支持

注： ロジットモデルの推定結果にもとづく予測確率の値を計算するにあたっては、図の横軸に配
置された独立変数以外の独立変数の値はすべて平均値に固定した。*p < 0.05, **p < 0.01
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最後に図 7はロシアに対する脅威認識が大きくなるにつれ、ウクライナ支援に関す

る 6つの従属変数の項目においてどのように積極的な立場をとる予測確率が変化する

のか図示したものである。これによると、自衛隊のウクライナ派遣という最も難易度

の高い援助を除くすべての項目でロシアの脅威認識が大きくなるにつれ、ウクライナ

支援への支持が有意に高まっていることがわかる。ここから、日本の有権者は自国の

安全保障上の懸念からロシアの勢力拡大を阻止する目的で、ウクライナ支援に積極的

な姿勢をとっていることがうかがえる。

まとめ

本稿では、2022年国問研・シカゴ共同世論調査データを用いて、日本の有権者の

図 6．民主主義に対する態度とウクライナ支援への支持

注： ロジットモデルの推定結果にもとづく予測確率の値を計算するにあたっては、図の横軸に配
置された独立変数以外の独立変数の値はすべて平均値に固定した。*p < 0.05, **p < 0.01
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ウクライナ支援に対する態度を規定する要因について検証を行った。その結果、さま

ざまな要因の影響を考慮してもなお、同盟上のシニアパートナーであるアメリカに「見

捨てられる恐怖」を抱く有権者ほどとりわけ軍事面でのウクライナ支援に積極的な態

度をもつ一方、アメリカがかかわる紛争に「巻き込まれる恐怖」を抱く有権者ほど軍

事的なウクライナ支援に消極的な姿勢をもつことが示された。さらに、民主主義の普

遍性を信じる有権者およびロシアの脅威を感じる有権者ほど概してウクライナ支援に

積極的であった。

こうした結果は、理論的に予想されるとおり、日本の有権者はアメリカとの関係で

「見捨てられる恐怖」、「巻き込まれる恐怖」を意識しながら日本の対外政策について

態度を形成していること、民主主義を擁護するためにウクライナを支援するというバ

イデン大統領のフレーミングが日本の有権者の間で有効であるということ、そして日

本の有権者は、日本の安全保障上の懸念からロシアの脅威を減ずるためにウクライナ

図 7．ロシアに対する脅威認識とウクライナ支援への支持

注： ロジットモデルの推定結果にもとづく予測確率の値を計算するにあたっては、図の横軸に配
置された独立変数以外の独立変数の値はすべて平均値に固定した。*p < 0.05, **p < 0.01
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によるロシアに対する抵抗への支援を支持しているということを示唆する。

ただし「見捨てられる恐怖」と「巻き込まれる恐怖」について、Izumikawa（2010）

など先行研究では、アメリカが軍事的優位性を保ち積極的に介入を行っていた冷戦期

において、日本の有権者の「巻き込まれる恐怖」が、日本の軍事的役割の拡大に対す

る強い歯止めとなっていたことが主張されているが 7、本稿の分析からは少なくとも

アメリカ主導のウクライナ支援という現代の文脈において「巻き込まれる恐怖」より

もむしろ「見捨てられる恐怖」によって軍事面での日本の役割の拡大についての態

度が規定されていることが示唆された。実際、図 8、図 9にあるとおり独立変数、統

制変数はそのままに従属変数を自衛隊の役割拡大への態度に変えた分析の結果による

と、「見捨てられる」ことを恐れる有権者ほど、現行法が許容しない高度に軍事的な

ものも含め全体的にアメリカ軍との協力における自衛隊の役割の拡大に賛成する傾向

がある一方で、「巻き込まれる」恐怖によっては、そこまで明確に自衛隊の役割の拡

大に関する意見は分かれていない。今後そのパワーが相対的に低下し介入にますます

消極的になると予想されるアメリカを前に、日本の有権者はむしろ日米同盟の重要性

図 8．「見捨てられる恐怖」と自衛隊の役割拡大への支持

注： ロジットモデルの推定結果にもとづく予測確率の値を計算するにあたっては、図の横軸に配
置された独立変数以外の独立変数の値はすべて平均値に固定した。*p < 0.05, **p < 0.01
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を認識し、自衛隊の軍事的役割の拡大を許容していくことになるのではないだろうか。

──注──

1 Mark F. Cancian. 2022. “Aid to Ukraine Explained in Six Charts.” CSIS November 18, 2022. 

https://www.csis.org/analysis/aid-ukraine-explained-six-charts （2022年 11月 23日最終閲覧）
2 「日本はウクライナとともにあります」首相官邸ウェブサイト、2022年 9月 26日。https://

www.kantei.go.jp/jp/headline/ukraine2022/index.html （2022年 11月 23日最終閲覧）
3 橋 下 徹 氏 Twitter（2022 年 3 月 21 日 19:05 投 稿 ）https://twitter.com/hashimoto_lo/status/

1505848132294561797 （2022年 11月 23日最終閲覧）
4 Glenn H. Snyder. 1984. “The Security Dilemma in Alliance Politics.” World Politics 36(4): 461-

495.

5 “President Biden’s State of the Union Address.” The White House, March 1, 2022. https://www.

whitehouse.gov/state-of-the-union-2022/ （2022年 11月 23日最終閲覧）
6 田中均「【ダイヤモンド・オンライン】民主主義 vs専制主義、「バイデン氏の戦い」に日
本はどこまで付き合うか」国際戦略研究所（2022年 6月 15日） https://www.jri.co.jp/page.

図 9．「巻き込まれる恐怖」と自衛隊の役割拡大への支持

注： ロジットモデルの推定結果にもとづく予測確率の値を計算するにあたっては、図の横軸に配
置された独立変数以外の独立変数の値はすべて平均値に固定した。*p < 0.05, **p < 0.01
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jsp?id=102918 （2022年 11月 23日最終閲覧）
7 Yasuhiro Izumikawa. 2010. “Explaining Japanese Antimilitarism: Normative and Realist 

Constraints on Japan’s Security Policy.” International Security 35(2): 123-160.
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第 6章
アメリカにおける分極化と同盟国からの信頼

小濵 祥子

はじめに

近年のアメリカでは、さまざまな政策分野・領域において政党間の分極化が進んで

いる 1。これは外交政策についても例外ではなく、最近の調査・研究は、依然として

超党派合意の存在する領域もあるとしながらも、脅威認識や対中政策といった重要な

争点領域において分極化が進みつつあると指摘している 2。

そうした分極化は、アメリカの対外政策に少なからぬ影響を与えていることが明ら

かにされてきた。例えば、2022年 3月に公刊された International Politics誌の『分

極化とアメリカの外交政策：アイディア、政治制度、政策的含意』と題する特集号に

は、アメリカ国民の対外政策に対する支持態度（例えば国外での武力行使を支持する

か否か）が分極化から受ける影響、分極化が議会における対外政策形成にいかなる影

響を与えているか（例えば超党派の議員による海外視察の減少など）を検証する論文

が多く掲載されている 3。

それに対し、分極化がアメリカ以外の国々とりわけ同盟国にどのような影響を与え

ているのかを厳密に検証した研究は、それほど多くないように思われる。多くの論者

が、分極化によってアメリカの国際社会における影響力や諸外国との関係が損なわれ

かねないと警鐘を鳴らしているが 4、それはアメリカの対外政策の変化によってのみ

起こるのではなく、諸外国の対米政策や対米感情の変化によっても引き起こされるは

ずである。それならば、アメリカの分極化が諸外国においてどのように受け止められ

ているのかを検証することには意味がある。例えば、アメリカの同盟コミットメント

に対する信頼や、経済的なパートナーとしてのアメリカへの期待、国際社会における
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リーダシップをめぐる評判などに、揺らぎは生じているのだろうか。

同盟関係において、相手国のコミットメントの程度に対する人々の信頼は、国際的

な出来事や各有権者の属性によって変動する。例えば、2021年度の国問研・シカゴ

共同世論調査に基づく分析によれば、日本の有権者において、①アメリカの軍事力が

中国よりも強いと考える人、②日米同盟が日米両国に利益をもたらしていると考える

人、③中国を致命的な脅威だと考える人、④男性、大卒以上の人ほど、尖閣有事の

際にアメリカが武力介入を行うと思うと回答する人が有意に多かった 5。さらに 2022

年の同調査では、「ロシアによるウクライナ侵攻に対してアメリカが直接の軍事介入

を行わない」というジョー・バイデン大統領の発言を読んだ群と読まなかった群では、

前者の方が日米同盟に対するアメリカのコミットメントへの信頼が高かった 6。ウク

ライナ戦争にアメリカの軍事資源を割かないことが、かえって東アジア地域における

アメリカのコミットメントへの信頼を高めたのだと推測される。このように同盟国の

市民は、さまざまな要素を考慮しながらアメリカの同盟コミットメントを評価してい

る。

果たしてアメリカにおける分極化は、同盟コミットメントに対する信頼を損なうこ

とにつながるのだろうか。本稿では、同盟国市民のアメリカに対する信頼などに分極

化が与える影響を検証した最新の研究の知見を紹介し、それの日本への含意を考察す

る。

1．分極化の二つの諸相：対外政策の観点から

アメリカにおける政党間の分極化とは、おおまかに言えば、民主党と共和党という

二大政党が、中心から二つの極に向かって遠ざかりつつある現象を意味する。しかし、

二大政党がどの次元において遠ざかりつつあると考えるのかによって、分極化の理解

は異なってくる。ここでは対外政策を考える上で重要な二つの諸相について確認する。

一つ目は、イデオロギーや政策選好に関するものである 7。経済的な次元において、

共和党支持者は小さな政府を求め、民主党支持者は再分配政策を重視する傾向にある。

文化的な次元では、共和党支持者が伝統的な価値観を支持するのに対し、民主党支持

者は個人の選択を重視する立場を支持する傾向が強い。このように保守・リベラルを

両極とする軸の上で、共和党と民主党支持者の立ち位置は互いに遠ざかりつつある。

これは中道派の減少や超党派立法の減少へとつながる。
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こうした政策選好の次元における、いわゆるイデオロギー的分極化（ideological 

polarization）は、同盟国がアメリカのコミットメントやパートナーシップを考える

上で、重要な考慮要素となり得る。なぜなら、政権や議会の多数党が交代することに

よって、アメリカの対外政策に長期的な不確実性がもたらされ、それが同盟国からの

不信を招く可能性があるからである。日本の例で言えば、オバマ政権の合意した環太

平洋パートナーシップ（Trans-Pacifi c Partnership: TPP）協定について、共和党多数

の上院が批准のための投票を拒否し、次のトランプ政権による TPP離脱表明へとつ

ながったことを想起すれば分かりやすい。

もう一つは、社会的なアイデンティティに関するものである 8。現代のアメリカに

おいては、民主党支持者と共和党支持者のそれぞれが、同じ政党の支持者をポジティ

ブに見る一方で、異なる政党の支持者に対してはネガティブな感情を持ちがちである

と指摘されている。このようにアイデンティティのレベルで政党間の溝が深まり、政

党をまたぐようなアイデンティティが力を失っていることをもって分極化が進行して

いると論じることもできる。これを感情的分極化（aff ective polarization）という。

こうした感情的分極化は社会の分断をもたらし、外交政策への超党派的な支持の基

盤を掘り崩す可能性がある。感情的分極化が進むと、人々は政策内容やイデオロギー

によって外交政策への支持態度を決めるのではなく、自身の支持する政党が政権を

握っているかどうかによって支持態度を決める傾向が表れると考えられる。すなわち、

例え同じような外交政策であっても自身の支持政党が政権にある時には支持していた

のに、対立する政党が政権をとった場合には一転して否定的な態度をとるといったこ

とである。感情的分極化が超党派的な外交政策の基盤を弱体化させることにより、同

盟国の間ではアメリカのコミットメントやパートナーシップ、あるいはグローバルな

リーダシップへの期待が弱まるかもしれない。

2．サーベイ実験の手法

こうしたイデオロギー的分極化や感情的分極化が、同盟国の市民にどのように受け

止められるのか、デューク大学の Rachel Myrickはサーベイ実験の手法を用いて分析

した。

サーベイ実験とは、インターネット上で実施される実験のことで、実験刺激を与え

た実験群と与えない統制群の違いを比較することによって、実験刺激の平均的な因果
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効果を測ろうとする手法である。近年では国際政治学においても積極的に使われるよ

うになっている 9。

具体的には、調査用ウェブサイトに回答者を誘導した上で、それぞれの人に実験刺

激を与えるか与えないかを無作為に決定し、その後に全員に共通の質問、上述の論文

の場合であれば、アメリカに対する評価に関する質問に回答してもらう。実験群と統

制群の間で共通質問への回答に差があれば、その差が実験刺激の平均的な効果だと推

定される。
Myrickの研究では、アメリカにおけるイデオロギー的分極化あるいは感情的分極

化の存在を示すような文章を用意し、回答者に対して、①どちらの文章も見せない

（統制群）、②イデオロギー的分極化に関する文章のみを提示（実験群 1）、③感情的

分極化に関する文章のみを提示のいずれかを無作為に割り当てた（実験群 2）。例えば、

実験群 1の回答者には、「共和党支持者と民主党支持者は政治的な争点についてます

ます異なる意見を持つようになっています」、実験群 2の回答者には「アメリカ人は

対立する政党の支持者をますます嫌うようになってきています」といった文章が提示

された。

その上で、すべての回答者に対し、①アメリカが現在の同盟コミットメントを果た

すと考えるか、②アメリカが将来にわたって信頼できるパートナーだと考えるか、③

アメリカにグローバルなリーダシップを期待するかについて 7件法で尋ねている。こ

の問いに対する回答の平均値をそれぞれの統制群・実験群について計算し、比較する

ことによって、イデオロギー的分極化や感情的分極化のもつ影響をそれぞれ明らかに

することができる。

3．分極化と同盟国からの信頼

実験の結果、分極化は既存の同盟コミットメントへの信頼には影響しない一方で、

イデオロギー的分極化は将来のパートナーシップへの期待やグローバル・リーダシッ

プについての評判を損なうことが分かった。

まず、イギリスをはじめとする諸外国に対するアメリカの同盟コミットメントに関

しては、イデオロギー的分極化と感情的分極化のいずれにも統計的に有意な影響は見

られなかった。すなわちイギリスの人々は、分極化が進行しようとも、アメリカは同

盟国としての義務を果たすはずだと考えているということである。
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それに対し、アメリカが将来にわたり信頼できるパートナーであるかどうかには、

イデオロギー的分極化が負の影響を与えることが分かった。つまり、政党間での政策

選好が大きく異なることで、政権交代や議会多数党交代による長期的な不確実性が高

まると、アメリカとの間で新たな国際的合意を結んだり、パートナーシップを築い

たりすることに対してのためらいが生まれることが示唆されている。つまり AUKUS

のような新たな安全保障の枠組みの構築にあたって、不安を抱く人が増えるというこ

とである。こうした傾向は、前述のような TPPでの苦い経験を有する日本では、イ

ギリスよりもさらに大きいかもしれない。それに対し、感情的分極化と将来のパート

ナーシップへの期待の間に有意な関係は見られなかった。

さらに、イデオロギー的分極化はグローバルなリーダシップに関する評判も損なう

ことが示された。他方で、感情的分極化にはそうした効果がないことも明らかになっ

た。イデオロギー的分極化が進むことによって、アメリカにリーダシップを期待する

人が減るのは、政党間のイデオロギー的分断が、これまでのリベラルな国際秩序に対

するアメリカのコミットメントを弱めていると考える人が多いからだと推測される。

それとは対照的に、イギリスの人々は、アイデンティティのレベルにおける分断が、

外交政策に波及するとは感じていないことも伺える。

ただし、イデオロギー的分極化の持つ負の効果については、注意が必要だという。

例えば、イデオロギー的分極化について意識することによって生じる負の効果は 5%

前後（例えば、アメリカは国際政治において正しいことをするという文章に同意する

確率が 5%前後減少するということ）であった。それでも、分極化について認識する

ことが、アメリカの将来のパートナーシップやリーダシップへの信頼や評判を少なか

らず損なうというのは重要な発見であろう。

おわりに

現代アメリカ政治においては政党間の分極化がイデオロギーや政策選好およびアイ

デンティの次元で進行しており、こうした状態がすぐに解消されるとは考えづらい。

外交政策については現在でも超党派の合意の存在する領域が残されているものの、い

くつかの重要な争点については政党間の分断が深まりつつある。

本稿では、そうした分極化が同盟国の市民のアメリカに対する信頼にどのような影

響を与えるのかについて、イギリスにおいて実施されたサーベイ実験の結果を紹介し
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た。この実験調査は三つの重要な知見を提供している。第一に、分極化を認識するこ

とによってアメリカの既存の同盟コミットメントに対する信頼が損なわれることはな

かった。第二に、イデオロギー的分極化は、アメリカの今後のパートナーシップやリー

ダシップへのネガティブな態度を導くことが示された。第三に、アメリカのコミット

メントやパートナーシップに関するいずれの指標に対しても、感情的分極化の効果は

見られなかった。すなわちイギリスの人々の多くは、政権交代や議会多数党の交代に

よって生じうる政策形成・執行における長期的な不確実性が、アメリカとの将来の連

携を難しくし、国際社会でのリーダシップに影を落とすと感じているものの、現在の

同盟コミットメントについては、どちらの政党が権力を握ったとしても、果たされる

と考えるということである。

こうした知見を日本に適用するにあたってはいくつかの留保が必要だと思われる。

まず米英関係や北大西洋条約機構（North Atlantic Treaty Organization: NATO）と日

米同盟では、条約の性質や置かれている戦略的な環境が異なる。米英関係は「特別な

関係」とも称され、また NATOは加盟国が相互に防衛の義務を負う集団安全保障体

制である。それゆえ、NATOの同盟コミットメントをめぐる問題は、アメリカがコミッ

トメントを果たすかという問題と並んで、イギリスがどこまでコミットメントを果た

すかという問題でもある。それに対し、アメリカが片務的に防衛の義務を負う日米同

盟にあっては、アメリカが本当に日本を守ってくれるのかといった「見捨てられ」の

問題や、アメリカの軍事行動に日本が「巻き込まれる」問題が議論になりがちである。

よって、日本とイギリスでは、アメリカの分極化のもつ含意が異なってくることも考

えられる。例えば、日本においては、分極化が現在の同盟コミットメントに対する不

信へと繋がる可能性もあり得るだろう。この点は、日本における調査によって検証さ

れる必要がある。

もう一つは、感情的分極化の効果についてである。感情的分極化の効果がそれほど

見られなかった理由として、アメリカにおいて生じている感情的分極化が、他国の市

民から見て理解の難しい現象であるからという可能性も否定できない。例えば日本に

おいては、アメリカのように政党帰属意識を自身のアイデンティティの一部として

持っている人はそれほど多くなく、ましてや対立する政党の支持者に嫌悪感を抱くと

いうことについて実感を持って想像することは難しいかもしれない。

この点とも関連するが、分極化がアメリカのコミットメントに与える影響について、

同盟国の人々がどのように受け止めるか、アメリカ人自身がどのように考えるか、さ

らに政策エリートが実際にどのように行動するかが食い違う可能性は十分にある。例
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えば、アメリカの政策エリートから見れば盤石であるような同盟コミットメントも、

同盟国側から見ればそうではないといったこと、またその逆のパターンも起こり得る。

そうした食い違いは、アメリカと同盟国との連携の障害となるかもしれない。それゆ

えアメリカの分極化が諸外国においてどのように受け止められているのかを知ること

は、分極化がアメリカの外交政策やアメリカ市民の外交観にいかなる影響をもたらし

ているのかを知ることと同様に重要である。日本における分極化の受け止められ方に

ついて、今後の研究の進展に期待したい。
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第 7章
国際関係に関与する州と地方政府

梅川 葉菜

はじめに

アメリカ外交を考える際には、日米を問わず、一般に、連邦政府がそのアクターと

して想定される。そのため、州や地方政府が国際関係に果たす役割については注目さ

れない傾向にある。確かに、合衆国憲法上の連邦政府と州政府の権限関係からは、外

交が連邦政府の専権事項のようにみえるので、国際関係において州や地方政府が果た

す役割は乏しいように思える。

しかしながら、州政府が国際関係において建国以来重要な役割を果たしていること

はしばしば指摘されてきた 1。また近年、国際関係における州や地方政府の重要性に

ついて一層注目を集めるようになっている 2。

実際、2022年 2月 24日に突如として勃発したロシアのウクライナ侵攻を受けて、カ

リフォルニア、コロラド、インディアナ、マサチューセッツ、ミネソタ、ニュージャー

ジー、ニューヨーク、ノースカロライナ、オハイオ、ワシントンなどの州が、ロシア企

業やロシアの国営企業、その関連会社との関係を断つべく様々な措置を講じ、国際社会

によるロシアに対する経済制裁の重要なアクターとして存在感を高めている 3。

例えば、世界で 5番目の経済規模を誇っているカリフォルニア州は、同州と取引す

るすべての企業に対し、連邦政府の経済制裁を遵守するよう求め、契約相手が義務を

履行していない場合、同州はその契約相手との契約を打ち切るとした。さらに加えて、

同州と 500万ドル以上の契約を結んだ業者に対しては、ウクライナにおけるロシア

の行動に対応するための「その他の措置」についても詳述するよう求めている。「そ

の他の措置」とは、ロシア企業への新規投資や金融取引を行わないこと、ロシアやロ
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シア企業への技術移転を行わないこと、ウクライナ政府や国民に直接支援を行うこと

などである 4。ロシアへの経済制裁だけでなく、ウクライナへの支援についても同様に、

カリフォルニア、オハイオ、ユタ、ウェストバージニアなどの州が、医療品や防弾チョッ

キなどの物資の提供をおこなっている 5。

他にも、州や地方政府は、外国と協定を結び、非民主的な外国政府に制裁を課し、

外国に代表団を派遣し、海外に非公式な外交事務所を設置し、姉妹都市関係を築き、

温室効果ガスの排出を制限し、サイバーセキュリティを強化し、非核地帯を設定し、

不法移民の保護もしくは排除を宣言している。

本論では、外交権限に乏しいように思われる州や地方政府が国際関係に関与してい

る背景を概観することで、州や地方政府が国際関係に果たしうる役割を考える視座を

提供したい。

1．連邦政府と州政府の外交権限

（1）広範な権限が付与されている連邦政府
合衆国憲法は、アメリカの外交政策を担う主たる権限を連邦政府に与えている。第

1条 8節では、関税や輸入税の賦課徴収、諸外国との通商規制、帰化、戦争布告、陸・

海軍の創設と維持、必要かつ適切なすべての法律の制定などの権限が連邦議会に付与

されている。第 2条 2節では、陸・海軍などの最高司令官、連邦上院議会の助言と

承認のもとでの条約締結、大使などの外交使節や領事の指名と連邦上院議会の助言と

承認のもとでの任命、などの権限が大統領に付与されている。また第 3条 3節では、

大使その他の外交使節の接受の権限が大統領に認められている。

さらに、判例の積み重ねによって外交に関わる連邦政府の権限は広く理解されてき

た。「重要で、複雑で、繊細で、多様な問題を抱えるこの広大な対外領域では、大統領

だけが唯一、合衆国の代表として発言し、また意見を聴取する権限を持っている」6と

され、大統領に広範な権限が認められてきた 7。たとえば、第2条2節の外交使節の指名・

任命および第 2条 3節の他国の外交使節の接受という権限から、大統領には、外

国政府を承認し、他国と一般的に外交を行うという暗黙の権限があるとされている 8。

それから、同節の軍の最高司令官としての権限からは、軍事力を行使する権限が生じ

ているとされる 9。
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（2）様々な制約が課されている州政府
他方で、合衆国憲法は、大別して四つの方法で州に制約を課している。それら

は、禁止条項、専占（preemption）、休眠外国通商条項（dormant foreign commerce 

clause）、休眠外交法理（dormant foreign aff airs doctrine）である。

禁止条項は、第 1条 10節にて示されている。そこでは、州政府が、他国との条約

の締結、同盟もしくは連合の結成、輸入品への関税の賦課などを行うことを禁じてい

る 10。

専占は、第 6条 2節のいわゆる最高法規性に由来し、明示的専占と黙示的専占に

分けられる。同節では、合衆国憲法、連邦法、条約が、矛盾する州法に対して優先さ

れることが定められている。このことから、連邦議会は明示的に専占する旨を文言に

加えた連邦法を制定することができる 11。また、明示せずとも、黙示的に専占するこ

とも認められている。黙示的専占には、連邦法と州法が対立する場合（抵触による専

占）や、州法が連邦法の目的に対して障害をもたらす場合（障害による専占）や、連

邦法が全分野を占有している場合（分野占領による専占）などがある 12。ただし、い

ずれの場合においても、その前提として、連邦法の制定が不可欠である。

休眠外国通商条項は、前述した合衆国憲法第 1条 8節での諸外国との通商を規制

する権限から派生したものである。合衆国憲法が諸外国との通商を規制する権限を連

邦議会に割り当てていることから、州はそれを妨げてはならないとして、連邦議会が

この権限を行使していない場合（すなわち休眠中）であっても、州が外国通商に対し

て差別をしたり、過度の負担を課したりする権限は暗黙のうちに制限されているとさ

れる 13。

休眠外交法理は、合衆国憲法が上述した様々な外交権限を連邦政府に与えているこ

とから、州はそれを妨げてはならないとして、連邦政府が外交権限を行使していない

場合（すなわち休眠中）であっても、連邦政府が担うとされている外交分野に州が介

入してはならないとする法理である 14。

なお、地方政府の権限については、そもそも合衆国憲法に規定はなく、地方政府自

体が州の創造物とされ、州に裁量が委ねられている。

以上からは、外交権限は連邦政府の専権事項とされており、それゆえ、州や地方政

府が国際問題へ関与することは極めて困難なように思える。それでもなお、なぜ州や

地方政府は国際関係に関与しているのだろうか。また、なぜわざわざ関与するのだろ

うか。
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2．州や地方政府が国際関係に関与している背景

（1）合衆国憲法における「外交」の位置付けの不明確さ
第一に、合衆国憲法における「外交」の位置付けの不明確さが指摘できる。一般に

外交と呼ばれているものは憲法上の個別のカテゴリーではないし、そもそも「外交

（foreign aff airs）」という言葉自体、合衆国憲法にない。

さらには、それにもかかわらず、外交については司法府の介入すら難しい。合衆

国最高裁は、連邦裁判所の司法権の行使を限定する要件、いわゆる司法判断適合性

（justiciability）の法理を形成してきた。すなわち、以下の四点である。

①  合衆国最高裁が扱う問題は具体的事件性・争訟性（case or controversy）が

ある問題でなければならない。

②  当事者適格（standing）のある当事者によって提起された事件でなければな

らない。

③  問題を取り上げて解決するに適時な事件でなければならない。何らかの理由

で裁判の時点において当該紛争を取り上げる意義をもたないとされると、裁

判所は判断を留保することになる。そのための法理として、成熟性（ripeness）

とムートネス（mootness、すでに訴訟不適となったこと）という法理がある。

④  政治的問題（political question）であって、他の政治的部門に解決を委ねる

べき問題については、裁判所は判断を控える。15

これらの要件はいずれも、とりわけ外交分野が満たすことが困難だとされる 16。

それもあって、州政府に制約を課している法理の不完全性もしばしば指摘される。

上述した専占、休眠外国通商条項、休眠外交法理については、判例の積み重ねによっ

て構築されてきたものの、しばしば、曖昧であるとか、見解が分かれているとか、十

分に議論されていないといった言及がなされている 17。

（2）世界との結びつきの深まり
第二に、第二次世界大戦後の国際的な経済的相互依存性の高まりや、近年のグロー

バリゼーションが、州や地方政府の国際関係への関与を深めたことも指摘できる 18。

第二次世界大戦後に国際的な経済的相互依存性が高まったことで、州の経済が国際経

済の影響を強く受けるようになり、州政府は諸外国との緊密な経済関係を構築する必
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要に迫られた 19。

さらには、その後のグローバリゼーションにより、経済に限らず、かつては州や地

方レベルの問題とされてきた様々な事柄が国境を越えた問題とみなされるようになっ

た。州や地方政府は、そうした課題が自らの市民に影響を及ぼすとき、ただ傍観して

いるわけにはいかず、住民の利益を守るべく行動することが求められた。その結果、

州や地方政府が関与しているあらゆる領域が国際関係と不可分のものとなった 20。

（3）州政府の政治組織としての機能の強化
第三に、第二次世界大戦後の州政府の政治組織としての機能の強化も州政府が国際

関係に影響を持つようになった要因である。国際経済問題への州の関与を監督すべく、

各州で専門の州執行機関や州議会の委員会が設置されていった。また、州を代表して

他の政府との交渉に当たる外交官としての州知事の役割も強化された。さらには、州

の事実上の外交事務所が諸外国に設置されていった。それから、全米知事協会の下に

常設の国際貿易や国際関係を担う委員会が設置されたように、州間で国際関係に協力

して取り組むための組織も結成されていった 21。

（4）「決められる」州政治
第四に、分極化に起因する連邦レベルでの政治停滞の一方で、州レベルではどちら

かの政党が優位な場合が多いために政策決定が容易な点が指摘できる。1970年以降、

ほとんどの期間において、過半数の州で一政党が優位を築いている 22。

なお、ここでいう一政党が優位な状態とは、一政党の勢力だけで立法可能な状態を

指す。州法案は州議会上下両院を通過した後に州知事の署名によって成立する。もし

州知事が法案の署名を拒否した場合、州議会上下両院の特別多数による再可決によっ

て成立する。なお再可決に必要な票数は州により異なる。そのため、一政党が優位な

状態とは、「州議会上下両院の多数党と州知事の所属政党が一致した統一政府である」

か「州議会上下両院の多数党が州知事の署名拒否を乗り越えるのに十分な議席を確保

している」のいずれかを満たしていることを指す。

また、こうした一政党が優位な州は、1990年代後半から徐々に増加傾向にあり、
2019年からは 40州を超えている 23。とりわけ近年は州内の政党のイデオロギー的同

質性が一層強まったとされるので 24、一政党の勢力だけで立法可能な状態は「決めら

れる政治」であることを強く示唆している。

このような「決められない」連邦政治と「決められる」州政治という状況に加え、現
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代は、州政治家が連邦政治の政策争点や政治状況に強く影響を受けるようになった 25。

したがって、州政治家は、連邦で争点となっているの政策を州レベルで実現する誘因

があるので 26、非民主的な外国政府に制裁を課したり、温室効果ガスの排出を制限し

たり、非核地帯を設定したり、不法移民の保護もしくは排除に積極的に乗り出す。そ

の際、連邦政府の政策方針と異なっている場合や、連邦政府が党派対立により膠着状

態に陥って政策決定がなされていない場合に、メディアや世論の注目を一層集める。

（5）「決められる」地方政治
地方レベルの政治も州政府と同様に「決められる」政治の傾向が強い。ただし、地

方政治は連邦政治や州政治とやや異なる特徴を有しているため、特定の政党が優位か

否か、という観点から「決められる」政治状況にあるかどうかを見極めることは難し

い。一般に、連邦政治や州政治における政治的代表性を説明する際には、党派性、イ

デオロギー、世論が主要な役割を果たすとされるのに対し、地方政治については、持

ち家の有無、人種や民族の区分、地方政治制度の重要性などが強調される場合が多い

からである 27。

既存研究によれば、とりわけ地方議会議員選挙において競争性が乏しく 28、地方政

治においては対立する争点が少なく、地方特有の一致した利害に基づいて政策が行わ

れる 29。そのため、移民問題における「聖域都市」など、しばしば連邦レベルの政治

とは異なる態度を示すこともあり、注目を集める。

おわりに

本論では、州や地方政府は、合衆国憲法の文面以上に、国際関係に関与する余地が

あり、関与する動機もあることを概観した。本論では十分には扱えなかったが、そう

した州や地方政府の関与の重要性や意味は、連邦政府の政治状況に大きく左右される。

すなわち、連邦政府の方針と一致していない場合や、そもそも連邦政府が政策を決定

できていない場合、州や地方政府による国際関係への関与は一層注目に値するものと

なる。もし 2024年大統領選挙で孤立主義的傾向の強い人物が大統領職を得た場合、

州や地方政府による国際関係への関与に一層の関心が集まるかもしれない。なぜなら、

経済規模の大きい州や地方政府は、その経済力ゆえに国際関係に与える影響が大きい

だけでなく、リベラルな傾向が強いからである。
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第 8章
民主主義への攻撃としての国際的デジタル介入

──アメリカが抱える脆弱性のジレンマ──

渡辺 将人

はじめに

本研究「国際秩序の動揺と米国のグローバル・リーダーシップの行方」では、3年

度に渡って外国勢力のアメリカ政治過程への影響を検討してきた。まず 2021年には

アメリカの政治過程のオンライン化と外国からの政治過程への介入手法について概観

した（「外国勢力によるアメリカの政治過程への介入：メディア環境の変容と中国の

事例を中心に」）1。続く 2022年にはアメリカの中華系社会を事例に扱い、グローバ

ルな性質を有するソーシャルメディアがエスニックメディア環境にもたらしている質

的変化や中華系政治家の選挙戦との関係性を考察した（「米国中華系社会の変容：台

湾系、移民社会の国際性、メディア」）2。
2023年の本稿では、前述の 2本の論考を踏まえた上で、外国とりわけ中国からの

アメリカ政治へのサイバー経由の介入の近年の性質を総括する 3。アメリカ政治への

外国の介入というと 2016年大統領選挙でのロシアの介入に象徴される特定候補者（当

時はトランプ候補）を支援するオペレーションや直接的なハッキングを想起されがち

だが、2018年選挙サイクル以降は選挙制度や民主主義の信頼を破壊するためにアメ

リカの分断を増幅する中長期の情報戦が水面化で進行している。その過程では中国語

など多言語を巧みに駆使したアメリカ移民社会への浸透から 2大政党の政争に至るま

でアメリカ内政の隅々を対象にしたアピールと、アメリカの威信を国際社会で失墜さ

せるグローバルサウスやアメリカの同盟国向けの国際的アピールが並走しており、イ

ンフルエンス・オペレーションは幅広い展開を見せている 4。
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1．目的としての「民主主義」への攻撃

前掲拙稿（2021年）で示したように、アメリカ国家情報長官室（ODNI）は外国

による選挙への介入を 2分類している 5。第 1に選挙誘導（election infl uence）である。

アメリカの選挙に直接、間接に影響を与えることを意図した外国政府や外国政府の代

理アクターによる工作活動だ。工作対象には候補者、政党、有権者と彼らの選好や政

治過程が含まれる。第 2に選挙干渉（election interference）である。選挙人登録、投

票と開票、結果発表など選挙の技術的側面に働きかける工作である。第 1の選挙誘導

の概念を拡張すると、選挙期間に限定されない政治過程全体を対象とした工作も対象

となる。2020年大統領選挙、2022年中間選挙、いずれにおいても選挙自体を無効化

する大規模ハッキングなどの「サイバー攻撃」は確認されていないが、ロシアや中国

由来のアカウントによる政治過程の撹乱活動はむしろ巧妙さを増している。狭義の「サ

イバー攻撃」には該当しなくてもアメリカ国内の自由な表現空間で広がる「言論活動」

が、外国勢力から間接、直接に行われていた場合、民主主義社会はそれをどこまで「規

制」できるのかの本質論も問われる。

外国勢力のオンライン上のオペレーションは概して二正面で展開されている。

第 1のフロントは、長期的にアメリカ国内の政治対立を過熱させ、分断を煽ること

でアメリカ政治を機能不全に陥らせる行為である。FDD（Foundation for Defense of 

Democracies）のストランダー（Ivana Strandner）の言葉を借りれば、「オペレーショ

ンのゴールは政治的などちらか一方をプロモートすることではなく、アメリカをなる

べく分断させる」ことにある 6。スタンフォード大学 Internet Observatoryとアトラ

ンティック・カウンシル Digital Forensic Research Labで運営される EIP（Election 

Integrity Partnership）は、外国の対米インフルエンス・オペレーションを 2023年ま

での 5年間観察した結果として、アメリカ国内で分断を深めるイシューに関して偏っ

た世論を強めることにこうしたオペレーションの目的があると分析している 7。なる

ほど、政治的分極化が著しい社会は、自陣営擁護と敵対陣営攻撃に躍起になるあまり、

政治的な防御や攻撃の「材料」の由来を詮索する余裕が生じにくいし、武器になるな

ら怪しい由来不明な情報でも活用するインセンティブがある。その性質に付け込んで

オペレーションは内政的な左派、右派の分断に訴求する形式で展開されている。

オペレーションの主軸の第 2フロントは、アメリカや民主政治への信頼度を低下さ

せ、ひいては反米、嫌米世論を拡散する行為だ。アメリカ国内向けに行われる作戦と

異なり、アメリカと同盟国の分断やアメリカへの離反を誘発するために関係諸国向け
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に行われる活動だが、非米同盟を活性化するためにグローバルサウス向けに重要性を

増している。このフロントでは、民主主義やアメリカを直接的に批判するよりも、特

定イシューへの賛否を梃子にすることが多く、分断社会を外部からさらに分断させる

策でもある。 拙稿（2022年）でウー（Michelle Wu：吳弭）とヤン（Andrew Yang：

楊安澤）の選挙戦の事例から確認したように、アメリカのエスニック社会は移民出身

国・地域と切り離せない。特に近年のエスニックメディアは外国勢力がその主張をア

メリカ国内に持ち込む窓口に活用したり、編集方針の急激な変容が外国の統治体制の

変化や対米姿勢で生じることもある。独立した香港発新聞だった「星島日報」が、大

陸の圧力増大の中で自由な編集権を失いつつあるのは好例だ 8。2021年司法省は外国

エージェント規制法に同紙を登録するに至った。同年カリフォルニア州知事のニュー

サム（Gavin Newsom）は同紙との昵懇の関係が報じられ、「親中メディア」に好意

的な中国寄りと保守メディアで断罪された。だが、ニューサムなどサンフランシスコ

の政治家にとって同紙は広東系が主流の在米華人の長年の心の拠り所の印象しかな

く、特定の外国ましてや中華人民共和国とは無関係という意識だった。米中関係や香

港情勢の変化はアメリカ国内の移民社会と政治家の関係性にも微妙な修正を迫ってい

る 9。

2．既存のプラットフォームを利用した撹乱活動

外国勢力による既存プラットフォームやアウトレットを使用したオペレーションで

は、YouTube、Twitterなどアメリカ製の国際的プラットフォームが活用される。同

一アカウントが TikTok、Reddit、Twitter、YouTubeなど複数のプラットフォームで

連動する容態は「ネットワーク」と呼ばれるが、こうした「ネットーワーク」の中には、

アメリカの保守・リベラルいずれかの社会運動を形成し、それが保守・リベラルの活

動家や政治家に「仲間」として受容される現象まで生じている。外国勢力を運営する

政治活動がアメリカ国内に浸透しやすくなったのは組織運営がバーチャルだけで済む

オンライン・キャンペーン時代特有で、デモや集会など実体の対面活動が政治運動の

基本だった時代には不可能だった。2022年 10月末、Twitter社は 2022年中間選挙を

睨んで活発な動きを示した中国とイランに技術的にリンクされる 6つのデータセット

を提供した 10。それに基づき、EIPが 6つの主要なネットワークの存在を明らかにし

た 11。そのうち代表的なネットワークを以下に紹介する。
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（1）左派を対象とした活動
複数の左派向けオペレーションの中で特筆すべきは 2021年 12月から 2022年 9月

まで活発に活動していた 10Votes Network（Twitter社のコードネームMENA3）と称

されるものである。同ネットワークのうち 10Votes81という代表的アカウントは（図
1）、フォロワー数こそ 2,244と小規模ながら左派コミュニティ内では高いリプライ率

などエンゲージメントの高さを誇っていた。Linktreeページ（図 2）では「投票権の

ための行進」「メディケア拡大のための行進」といったデモを主催する実在の左派系

団体と繋がることでアカウントの信憑性を増していた。現にこれらの団体は 10Votes

をアメリカの左派系支援団体と認定し、海外オペレーションと気がつかずにロゴ掲載

まで許して謝意を示していた（図 3）。
10Votes Networkはアメリカの左派活動家に訴求する上で巧妙にコンセプトが作り

込まれていた。10Votes81という名称は 1981年にバーニー・サンダースが初回選挙

で 10票の僅差で勝利した事実に由来している。左派のアイコンであるサンダースを

団体名にして持ち上げ、投票呼びかけ運動を偽装した。熱心で純粋な左派有権者は騙

されやすかったものと見られ、「10Votesが言うように」と 10Votesアカウントのリ

ベラル発言を熱心に引用ツイートする左派活動家が増えていった。
10Votes81はハッシュタグにも左派の信頼を勝ち得る工夫を凝らした。メディケ

ア、学生ローンの減免など左派の関心争点に同情を示し、2022年中間選挙の焦点

となった人工妊娠中絶にも寄り添った（#StopRepublicanAbortionBans）。また、応

援している候補として左派系議員を列挙した（John Fetterman, Jamaal Bowman, 

Jan Schakowsky, Senator Ed Markey, Senator Jeff  Merkley, Peter Welch, Nina Turner, 

Alexandria Ocasio-Cortez, Marie Newman）。さらに民主党内改革や左傾化を鼓舞する

反エスタブリッシュメントのキーワードを散りばめた（Our Revolution, Democratic 

Coalition, the Teamsters, Occupy Democrats）。秀逸なのは二大政党の争いだけでなく

党内分裂を拡張する刺激を突いている点である。例えば、10Votesは民主党中道派を

攻撃する急進左派言論に特徴があった。穏健派上院議員のマンチン（Joe Manchin）、

シネマ（Kyrsten Sinema）は中傷の標的にされ、口に共和党（GOP）とガムテープを

張り付けたように見える刺激的「ミーム」（自作画像や動画）が拡散された（図 4）12。

民主党議員の党内系譜や政策的な立ち位置の把握も正確で、この種の「ミーム」も自

然な作られ方だった。活動家が同志たちによるものと思い込むのも致し方がない。風

刺の作風の模倣はもとよりアメリカ政治に対する知識も付け焼き刃には見えず、アメ

リカ国内の協力的主体も否定できない。アカウント削除の報道まで左派内でオペレー
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ションと見抜かれる様子はなかった。本稿執筆時点（2023年 1月現在）でも各種団

体支援リストにロゴが残されており、この種のオペレーションへの緊張感の欠如も浮

（図 1）Twitterに差し止められた 10Votesアカウント（筆者による画面撮影）

（図 2）10Votes Network の Linktree（筆者による画面撮影）
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（図 3）「投票権のための行進」（上）と「メディケア拡大のための行進」（下）の協賛団体一覧。
SEIU、AFL-CIOといった労働組合など伝統的なリベラル系団体に紛れて 10Votesのロゴが掲載
されている（筆者による画面撮影）
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き彫りになっている。
EIPが発表した他の幾つかの左派系ネットワークの中には Florida Anti-Rubio 

Network（APAC1）と名付けられた、特定の対中強硬的な共和党議員の落選活動に狙

いを定めたものもあった。2022年 4月から 10月まで同アカウント群は活動していた

が、フロリダ州のリベラル派を偽装していた。銃規制と中絶の権利を唱え、Planned 

Parenthoodの 2022年 5月の集会告知を共有し、ハッシュタグ #Floridiansactnow、

#RubioChildrenKiller、#NRABloodMoneyでツイートを繰り返した。本ネットワー

クは Facebookでも広範に活動し、META社の削除対象になっている 13。

（2）右派を対象とした活動
右派向け工作の代表例は 2022年 3月から 9月まで活発だった Conservative 

#LeadFromWithin Network（Twitter社のコードネーム APAC2）と称されるネットワー

クで、全 22アカウントで合わせて 25万 5604というツイート数に達していた。

中でも高いエンゲージメントを記録していたのは、2万 6000フォロワー、18万

リツイート、40万「likes」を獲得していた「Ultra MAGA BELLA Hot Babe」と

（図 4）シネマ議員とマンチン議員の口に「GOP（共和党）」と貼り付ける加工を施した風刺画
像の「ミーム」を 10Votesは拡散した（画像出典は EIP報告書 “Assessing Inauthentic Networks 

Commenting on the US Midterms”）
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いうアカウントである。散発的に自動生産される botとは異なり、明確な人物像を

伴った影響力のあるアカウントに育てられていた。ちなみに「ウルトラMAGA（超
MAGA）～」とはトランプ支持派・MAGA系有権者の間で共有されているアカウン

ト上の自称法である（例：MAGA Bob＝MAGAの Bob）。同アカウントは女性名
BELLAに “Hot Babe”を加え、白人女性の顔写真が使用され女性を押し出した設定

だった。BELLAとHot Babeの間に果物のオレンジの絵文字アイコンを挟んでいるが、

これもMAGA支持者に好まれるアイコンであり、MAGA系アカウントの模倣とし

て完成度が高かった（図 5）。

（図 5）Ultra MAGA BELLA・Hot Babeアカウント。「自分の国を嫌うのは両親を嫌いながら実
家に住み続けるようなものだ。家を出ていきどこか他の場所で幸せに暮らせばいい（拳のグーの
絵文字アイコン）」。ツイート内容は反移民的な思想に訴求するもので、語調や絵文字の使い方も
MAGA支持者風で実に手が込んでいた（Twitterより）

MAGA系有権者に限った習性ではないが、陰謀論的な刺激を伴う言説はエスタブ

リッシュメントに反発を持つ少数派の怒りの心理に訴求しやすく、無防備かつ好意的

に受容される現象は左派系活動家に引けをとらない。Twitterで誰かがMAGA的言

説を唱え、トランプ前大統領を持ち上げる「ミーム」を提供すれば、アカウントの正

体に疑念が挟まれることなく相互フォローで拡散が始まる。「Trump Trainトランプ・

トレイン」と呼ばれるトランプ支持者同士のフォローが「Ultra MAGA BELLA」を

瞬く間に人気アカウントに押し上げていった。

現在、同アカウントは停止・削除され過去ツイートを見ることはできないが、他

のMAGA系アカウントによるリツイートやリプライの跡を見る限り「Ultra MAGA 

BELLA」が外国の介入オペレーションであると一切疑わずに受容していた様子が分か

る。中国の工作アカウントだったことが「ワシントンポスト」で報じられてからは 14、
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「Ultra MAGA BELLA」のリツイートは汚点的痕跡となり揶揄の対象になった。「Ultra 

MAGA BELLAは正しい」とコメントしたアカウントは「お前も中国のスパイか？」

とコメントされ、トランプ支持をアピールする類似アカウントも疑惑の目で見られて

いる。5.8万フォロワーを擁する「Bella Loves USA」（星条旗とオレンジのアイコン

付き）は「Ultra MAGA BELLA」と酷似しているが 2022年末時点では削除は免れた。

無論、オペレーションの全てを Twitter社やメタ社が検知できるわけではないし、外

国工作風を装い撹乱する愉快犯アカウント削除を「冤罪」に含むかはケースバイケー

スであろう。

オペレーションの「ネットワーク」が右左どちらかだけで完結せず、右派向けネッ

トワークの中に左派系工作が混在した事例もある。Conservative #LeadFromWithin 

Networkでは、アカウント名「Salome Cliff 」だけが、トランプをマイノリティの迫

害者だと批判し、バイデンを「落ち着いていて、穏やかで、冷静」であると持ち上

げ、民主党寄り言説を繰り返した。中国と関係のあるアカウントでは「Ultra MAGA 

BELLA」に次ぐ注目を集めたが、フォロワー数自体は 7000程度で、エンゲージメ

ント規模でも「Ultra MAGA BELLA」の 1%にも及ばなかった。右派ネットワーク

内に左派アカウントを敢えて混ぜるオペレーション上の意図は不明である。

3．偽のニュースメディアによるオペレーション

拙稿（2022年）で見たように、新華社、CGTNなど国営メディアに加えて、アメ

リカの移民社会に溶け込んでいるエスニックメディアや移民ルーツ言語のメディアの

報道も移民有権者やエスニック属性候補者のブランディングや批判などアウトリーチ 

に援用される。さらに本稿で報告しておきたいのは、偽のニュースメディアが多言語

で国際展開するオペレーションである。ニュースに部分的に偽の事実を混ぜるのでは

なく、メディア自体を偽装してしまうこの手法は、大手メディアではない無名の独立

系メディアがウェブ上に増殖したことで大変容易になった。2022年 8月、Google傘

下でサイバーセキュリティを提供するMandiant社は、中国の政治的な利益を戦略的

に支えていた 72の偽のニュースサイトを確認したと発表した 15。世界各地で 11の

言語で独立系ニュースメディアを偽装しているインフルエンス・オペレーションは、

中国の PR会社である Shanghai Haixun Technology Co., Ltd（上海海迅科技有限公司）

によるものであるとMandiantは推測している。Mandiantによればほぼ全てのサイト



82

が中国語の HTMLテンプレートで構築されており、表向きには別のサイトによるド

メインの共有も見られた 16。関連ニュースを扱う本物のニュース媒体にリンクしてい

たほか、非政治的な一般話題も織り交ぜ、中国やロシアの国営メディアからの転電記

事を含むなどニュースに厚みをつけて信憑性を高めていた。当該地域の無名ウェブメ

ディアに相当詳しくなければ、偽サイトと即断しにくく、各国向けに「現地ネットメ

ディアによると」と翻訳で紹介されるリスクも小さくない。

（1）新疆ウイグル問題の事例 
Mandiantが詳報したオペレーション HaiEnergyの名称は習近平時代の中国共産党

を称揚する概念「正能量」（ポジティブ・エネルギー）に因んでいる 17。このオペレー

ションは新疆ウイグル自治区に対する国際的イメージの再構築に特別に注力してい

た。この種の案件では国際世論作りのキーパーソンの信頼性を崩す個人攻撃が定石で

あるが、新疆の人権状況の告発で知られるドイツ人研究者ゼンツ博士（Adrian Zenz）

が標的にされた。「ドロステン（Jonas Dorosten）」というアカウントの Twitter（2021

年 12月 8日）が、ゼンツ博士がルビオ（Marco Rubio）上院議員とバノン元大統領

首席戦略官（Steve Bannon）から共産主義被害者記念財団（VOC）を介して財政支

援を受けている証拠として、議員らの親書写真をアップロードすることでキャンペー

ンは始まった。Mandiantは明らかな英語の文法的な誤りから 3通の手紙を偽造と推

定したが、安保専門メディア Defense Oneの取材に対してゼンツ博士は「ルビオに

もバノンにも会ったことも手紙を受け取ったこともない」として手紙が偽造であると

述べている。ゼンツ博士は共産主義被害者記念財団（VOC）への協力で謝金を得た

ことは認めつつ、金額が不正確だと訴えた。つまり活動と関係団体は正しく、不正確

な金額を記した手紙が捏造だった。部分的に事実を仕込む点で巧妙な手法である 18。

この告発アカウントのツイートをHaiEnergyオペレーションの一環である偽ニュー

スサイト「Swiss Zeitung」などが記事化して拡散した 19。その上で、満を持して中

国国営メディア『チャイナ・デイリー』が 2022年 5月 24日付で大々的に報じるに

至った 20。ウイグルの人権問題をめぐりアメリカが主導する国際的批判への反論記事

である。ただ、「ドロステン」名アカウントによるゼンツ博士の資金源疑惑は前半で

言及しつつ、記事大半は NED（National Endowment for Democracy）批判に終始し

た。NED提供のプログラムや財政支援に中国封じ込めの政治的意図が混在するとい

う主張である。ウイグルの実態については詳細に争わず、この問題に関与する人物や

団体が米政府の財政支援を受けたことを証明し、背後にアメリカ政府の対中戦略があ
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ることを匂わせた。ソーシャルメディア発言の記事化は、一般の呟きを恣意的に抽出

して記事のトーンに利用する、日本でもまとめブログやネット記事で目にする手法と

類似する。ソーシャルメディア上の情報をいくつかの（偽の）ニュースサイトが紹介

し、それを国際的な国営メディアやエスニックメディアが最終的に記事化するという
3ステップの間接手法は、情報の信憑性の演出上効果的であるだけでなく、最終アウ

トレットのメディア（この場合『チャイナ・デイリー』）を偽ニュース製造当事者に

させない仕組みでもある。同紙が中国の立場を擁護する政治的バイアスを有すること

は周知の通りだが、記事は極力第三者的な体裁を装って書かれている。

（2）香港、台湾、ウクライナなどの諸事例
HaiEnergyオペレーションによる偽ニュースサイトは他の国際問題も扱ってい

た。香港問題では、2021年の選挙制度改革で候補者の擁立過程に中国が支配的な

影響を及ぼすようになったことを香港の安定化として擁護する「報道」がなされ

た。Mandiantは EGYPTDAILYという偽ニュースサイトがアラビア語で香港の改革

を支持する記事を拡散していた様子を伝えている。2022年 8月のペローシ（Nancy 

Pelosi）下院議長（当時）の台湾訪問に際しては、偽のニュースサイトにペローシは

台湾に近づくべきではないと主張する複数の記事が確認されている。台湾の報道機関

を偽装した偽ニュースサイトでは、ポンペオ元国務長官の 2022年 3月の台湾訪問を

金銭や大統領出馬を目的としたものとして中傷する記事もあった。また、ウクライナ

に存在するアメリカの生物研究所なる場所での実験でウクライナ人が多数死亡したと

するウクライナ語の記事も出るなど、アメリカへの信頼を挫くオペレーションは多方

面に複数言語で行われた 21。

このうち台湾をめぐるオペレーションは 2023年 1月に Google社が発表した親

中ディスインフォメーションのキャンペーン「Dragonbridge」とも連動している。
Googleは 2019年以降、新型コロナウイルス対策、ウクライナ侵攻などについて主

として中国語話者向けの YouTube、ブログ、AdSenseのアカウントを 10万以上削除

した。2022年のペローシ訪台で工作的アカウントの活動が急激に増し、台湾近海に

おける中国の軍事演習と足並みを揃えて「Dragonbridge」のチャンネルでは台湾統一

を主張するコンテンツが溢れた（図 6）。2022年中間選挙に向け、アメリカ国内に分

断を抱えたままで他国の内政干渉に熱心になる矛盾を揶揄するコンテンツも見られ

た。Googleの Threat Analysis Group（TAG）の分析によれば、この時期のアカウン

トの活動は平時と異なりハッシュタグやタイトルが不自然に統一された 22。こうした
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アカウントの活動と政府の報道官発ツイートのような公的メッセージが一致し過ぎれ

ば、一連のオペレーションへの政府関与を公式には認めない中国政府の立場を不利に

しかねないが（図 7）、台湾問題に限ってはオペレーション上の自然さを装うよりも、

なり振り構わず明確なメッセージを打ち出すことを優先したものと見られる。

（図 6）上：Google社が公表した、台湾周囲で中国が軍事演習を開始した際に「Dragonbridge」
で一斉にアップされた軍事的な動画の一部。Google社 Threat Analysis Group（TAG）のリリー
スより 23。
（図 7）下：4枚の写真のホームレスが写った写真キャプションは「ペローシの選挙区：カリフォ
ルニア州 12区」。書き込みは「これが＃ Pelosiが世界で主張する民主主義か？ 自分の国民の面
倒を見て自分の選挙民の状況改善に時間を注いだらどうか」（Twitter24）
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4．アメリカ社会の脆弱性とジレンマ

これらの外国勢力の介入への対応に苦慮する背景には、アメリカ特有の 3つの脆弱

性のジレンマがある。

（1）分極化のジレンマ
第 1に、深まる政治の分極化が、外国介入を促進している。主体不明な発信も政

争に役立つ材料なら浸透する。アメリカや台湾のように二項対立の政治風土は対立の

火に油を注ぐ手法が特に入り込みやすい。本稿で観察した諸事例に補足して述べれ

ば、セキュリティに問題のある外国製プラットフォームの浸透が止まらない構造に

も間接的ではあるが分極化が影響を与えている。中国製の TikTok は 2022年末によ

うやく連邦議会が政府のディバイスでの共有を禁じたが、民間での規制はトランプ政

権で頓挫した。TikTok規制は共和党の反中政策という色がつき、バイデン政権は前

政権の大統領令を取り下げて包括的なセキュリティ対策を追求する方針に切り替え、
TikTokを悪魔化することを避けた 25。背景にはアメリカの若年層への浸透が不可逆

的なほどに進み、2020年以降の民主党選挙で不可欠のアプリになっている事情もあ

る。保守派がwoke派と呼ぶ「新世代左派」が特に好んで政治メッセージを発信する「左

派アプリ」として TikTokは定着している 26。TikTokerはリベラル若年層の代名詞で、

投稿動画の批判レビューは人気保守系 YouTuberの定番コンテンツと化し、TikTok

の使用率が反トランプの証になっている 27。アプリまでイデオロギー色にまみれるの

はアメリカ的現象である。そもそも TikTokや HUAWEIなどのプラットフォームや

通信事業者規制は、個人情報や政府・民間企業の漏洩防止や中長期のサイバー防衛に

は重要でも、外国勢力の政治介入対策には直接効果がない。本稿で見てきたように、

介入の多くがアメリカ生まれの既存の国際的なプラットフォームを活用して行われて

いるからだ。TikTokが締め出されても介入は消えない。ユーザーや政党が党派アプ

リとして好む問題以外に、TikTokとの業務提携や案件で利益を得る米系企業やクリ

エイターの利益が臨界点を超えた場合、ビジネスの論理から完全な禁止が遠のく可能

性も予見できる 28。

（2）表現の自由のジレンマ
第 2に、表現の自由への強い防衛意識からアカウント停止やサイバー監視にはハー

ドルがあることだ。グレート・ファイアーウォールのある中国のような社会であれば
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外国製のサービスを締め出して自国産のサービスに限定して利用者を監視することも

容易である 29。しかし、外国勢力の意図が関係したソーシャルメディアの活動があっ

たとして、それがアメリカの投票システムをハッキングしたり報道を差し替えたりす

る威力的な妨害ではなく「政治言論」であれば規制が難しい。Twitter社は 2022年の

工作アカウントの大規模削除でも、プラットフォームの操作とスパムのルールに違反

する行為を削除したと発表している 30。アカウントの大半が中国発であることを技術

的に探知したと明かしているが、それを削除の主因にはしていない。今後、極右、極

左的なツイートは外国政府の工作の可能性があるから即削除となれば言論規制につな

がりかねない。さらに言えば、主体が政府機関ではなく個人であった場合の問題も残

る。政府の意図を忖度して自ら自主的に行うソーシャルメディアでの発言が国外、あ

るいは留学生や移民コミュニティ発であった場合、それは純然たるアメリカ政治に対

する一個人の意見であり、移民の場合はアメリカ市民権も有する。

（3）移民社会のジレンマ
第 3に、移民社会であることの影響である。移民ネットワークを介した外国勢力

の浸透に脆く、また英語以外の言語を経由したコミュニティ内部のインフルエンス活

動は表には可視化されにくい。移民社会の自治はアメリカ社会の伝統でもあり、エス

ニックメディアにしても多言語使用にしても、多様性の象徴として尊重される。しか

し、中華系は代表例だが移民の複雑なルーツアイデンティティの内訳や変容は別のエ

スニック集団や主流の白人社会には可視化されず、浸透度合いもリスクも正確には把

握されていない。さらに何を持って「外国勢力の介入」とするのかの線引きが極めて

難しい。デジタル介入の警戒対象であるロシア、中国、イランでなくても、伝統的に

東欧系からユダヤ系とイスラエルの関係まで、エスニックロビーはアメリカ外交の裾

野の一部で、亡命的な移民社会が出身国の民主化を外から支援する還流もあった。拙

稿（2022年）の台湾系の政治参加も好例だ。アメリカの政治家は和平外交でも移民

のバックチャンネルに依存し、選挙では選挙区の票のためにアウトリーチで移民を鼓

舞してきた。移民の出身由来の政治性や外交への影響は否定できないのだ。外国勢力

とたまたま利益が重なる個人が自主的に発信した場合、例えば当該人物が留学生や駐

在員ではなく、市民権を有する移民で政治表現としての発信を個人や組織で行った場

合「外国介入」なのか不明確だ。移民やエスニックメディアを無闇に締め付ければ移

民ヘイト行為として予備選挙で貶められるため、民主党政治家は移民社会内部の調査

には及び腰になる。共和党は他方で移民社会へのパイプが薄く、他言語話者もスタッ



第 8章 民主主義への攻撃としての国際的デジタル介入

87

フに少なく動向のフォローに難がある。非英語圏からの政治介入での偽情報検知は、

英語母語話者にはあり得ない文法や語彙の不自然さを基準の 1つにしてきたが、その

方法では検知できないほど近年の書き込みは米語（英語）が自然になり、アメリカの

ローカル政治や文化理解が熟練の域に達している。移民社会の中にアメリカ人の協力

者がいれば、技術的、地理的に「外国」から仕掛ける必要はない。政府機関が直接的

に手を下さない移民ネットワークを駆使した間接手法は、移民の出身国・地域との途

絶えない関係性のジレンマをデジタル時代に掘り起こした。

5．対応をめぐり考慮すべき要因

（1）ファクトチェックの限界性
「フェイクニュース」対策の文脈で論じられるファクトチェック等はこの種の外国

勢力からのデジタルのオペレーションには歯が立たない点も悩みの種である。

第 1に、イデオロギー的に情熱的な支持者は事実関係の判明で立場や支持を変え

ない。2016年大統領選挙の後、民主党クリントン（Hillary Clinton）陣営のラピッ

ド・レスポンス対策の拠点だった「コレクト・ザ・レコード」を牽引した人物は、「い

くら情報が誤りで、こちらが正しいと提示しても、ほとんどの有権者は正誤に関心を

持たなかった」として、ファクトチェックが焼け石に水だったと筆者に回顧してい

る。ベンガジ事件について膨大な検証冊子を発表したが、ヒラリーを嫌う集団は民主

党内でも誰も冊子を読まなかった 31。例えば「オバマはトカゲ人間」（Ultra MAGA 

BELLA Hot）という荒唐無稽なものから出生疑惑のバーサー論まで偽情報には幅が

あれどもオバマ（Barack Obama）を嫌う人々はオバマのハワイの出生証明書を見ても、

別のオバマ否定情報を検索して求めるだけだ。左右両極に限らず、キリスト教から憲

法修正 2条の銃所持の信念まで様々な原理主義を補強する情報は、既存の信念に合致

すれば真偽は問われない。極端な信念の周辺に潜入して分裂を増幅する外国オペレー

ションの方程式を崩すには、ファクト提示自体には効果がない。

第 2に、出典確認主義の陳腐化である。剽窃確認アプリやWikipediaの編集方法で

はないが、ウェブ空間の出典の有無だけを基準にすると相互リンク的に出典を自作自

演で捏造するケースでは「出典は存在する」として網からこぼれ落ちてしまう。事例

で挙げたウイグル問題は好例だが、ソーシャルメディアのアカウントに何か第一声を

語らせ、それを偽のニュースサイトが扱い、最終的に実在する国営メディアが触れる
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三段階式のように、複数のニュースサイトで取り扱い、それを実在の支援者や偽サイ

トを見分けられない一般のブログが取り扱えば、その時点で外国勢力が直接手を下し

ていない「出典」の創生になる。一般のアカウントがフォローしたり引用したりし、

それを偽のニュース記事が引用すれば、オリジナルの捏造アカウントのフェイク情報

が表面的にはロンダリングされる。リツイートが増えてしまえば一般市民の関心の高

さが、時には国際的に既成事実化してしまう。ゼンツ博士の事例でも、捏造された手

紙とは別バージョンのものが複数拡散していれば、本物の存在をめぐる憶測を否定し

にくくなっていた可能性はある。偽ニュースサイトではないイノセントな一般主体が

罠にはまり引用すれば、最終的に取り扱う外国系メディアの記事も何から何まで事実

誤認とは決めつけにくくなる。外国系メディアの背景に無知な地方メディアなどが、

それを引用したりすれば情報のロンダリングはさらに上流へと突き進む。外国勢力の

意図が絡んでいたのかもしれないが、これだけ多くの一般の人がソーシャルメディア

で引用し、アメリカのメディアも触れているのだから、という既成事実が完成する。

第 3に、事実認定でウェブ上の情報を判断することに伴う価値的な難しさだ。例え

ば、ウイグル問題では人権概念など価値的な衝突が存在する。収容施設の存在は中国

政府も否定していない（教育・訓練施設としている）。その先の善悪に関しては、内

政干渉、国家を統合するために言語や文化の多様性を制限すること、自由などについ

て本質論には普遍的価値が絡む。事実と目的を分けられた場合、目的は価値論になる

（例えば、政府による共通語の強制は事実として認めても、それを伝統文化の抑圧と

捉えるか、労働者への雇用支援という経済的論理で語るのかなど）。同じ事実やエビ

デンスから正反対の解釈が導き出されるほど価値基準が違う主体には、事実認定によ

る牽制も偽情報拡散の意欲を削ぐことにならない。荒唐無稽なプロパガンダではなく

事実に関しては正確な報道を心がけ、テーマ選択や角度の付け方でメッセージを浸透

させる中国国営メディアやその影響を受けるエスニックメディアの巧妙さに「偽情報」

の烙印が通用しない。

（2）ビッグテック規制と経営方針の影響
GAFAMへのビッグテック規制動向が依然として流動的である。米議会では 2022

年中にビッグテック規制法案The American Innovation and Choice Online Act（AICO）

が進展を見せなかった。シリコンバレーに利害のあるカリフォルニア州以外の民主党

議員、トランプのアカウント停止に怨恨を抱くMAGA派共和党議員の奇妙な連合が

法案を支持しているがビッグテック側の巨額の広告戦で規制への世論の関心が下火に
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なったのが一因だ。表現の自由のフロントでは、経営動向が今後を左右する。Twitter

社による 2022年中間選挙前の大規模な不審アカウント削除は、マスク（Elon Musk）

の最高経営責任者就任と入れ違いで、駆け込みで行われた。国内の表現の自由への尊

重と外国勢力への厳しい制限はダブルスタンダードのリスクを抱えるため、今後も似

たようなモニターと削除が行われるのかは不透明だ。Twitter社の大量解雇に象徴さ

れるマンパワー問題も予断を許さない。外国発のアカウント検知や削除の自動化と経

験と高度な技術を伴う人力への依存度合いの詳細は明らかにされていないが、今後も
2022年以前と同水準でアカウント駆除が行えるのか不透明だ。外部のリサーチ機関

との協働による補完が一層重要になるが、データ提供はプラットフォームの任意だ。

（3）オペレーションの効果の不透明性
本稿で縷々記述したオペレーションは効果面では未知数である。結果に及ぼす効果

を他の要因との比較で分析するには手間もかかるが、とりわけ共和党と民主党の双方

の急進派を焚きつける行為は、安全保障上のアメリカに対する攻撃や、経済戦争上の

経済的損失を与える行為とは性質が違い、アメリカに内在する既存の活動と峻別しに

くい。現状、洪水的な量重視のオペレーションには効果が見えない。Googleが凍結

した親中オペレーションに関連した 5万 6,771のチャンネルのうち 58%が登録者ゼ

ロ、動画の 48%が再生数ゼロだった。83%の動画が 100再生以下、95%のブログ

が 10以下の PVだった。濫造的かつ時限的なオペレーションではなく、既存のイン

フルエンサーにメッセージをサブリミナルに代弁してもらう方がニュートラルな説得

効果がある 32。介入効果は試行錯誤の実験の最中にあると言える。不審なアカウント

が見つかるたびに削除され、動きを悟られたと感じた外国勢力側がアカウントや偽

ニュースサイトを自主的に閉鎖することで、オペレーションが途絶えることも効果を

統合的に測りにくい一因である。

おわりに

4節で見たアメリカ社会特有の 3つの脆弱性は他方でそれぞれ「強み」も内包して

いる点も最後に指摘しておきたい。第 1にアメリカほど分極化が激しいと政治言論の

過激さや過剰さは日常的で、特定の大統領や政治家への攻撃や荒唐無稽な陰謀論も、

激しい政治対立と過激な言論の中では影が薄くなることだ。第 2に、表現の自由や
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ジャーナリズムが成熟した社会では、デジタル空間におけるカウンターの言論も自由

である。特定の外国の立場を過度に反映した言説は自律的に牽制されることも少なく

ない。第 3に、エスニック集団内外のサブカテゴリー的な分断が、外国勢力による移

民コミュニティでの支配的な影響の確立を阻む自浄作用になっている側面もある。ウ

クライナ系移民がロシアのオペレーションを敏感に検知し、香港民主派移民や台湾系

（とりわけ民進党寄りの緑系）コミュニティは中国語の不自然なオペレーションにも

英語話者の白人には見えない防戦を担う。一枚岩ではない移民社会の多様性の強みだ。

いずれにせよ、本稿で見たようなオペレーションの存在がサイバーセキュリティや

国際政治に敏感な一部の知識層や海外に関心のある層以外のアメリカ人有権者に幅広

く知られた時、地方政党、有権者、候補者、プラットフォーム、移民コミュニティや

エスニックメディアなどがアメリカの民主主義の健全な堅持との兼ね合いでどのよう

な姿勢を見せるのかが注目される。日本からはそうしたアメリカ社会の各アクター側

の対応や反応を含めて包括的に観察していく必要がある。多言語でのアメリカ国内外

のソーシャルメディア動向のフォローを含め、地域研究者やサイバー対策専門家の連

携がこれまで以上に求められよう。
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report_2021.html>

2 渡辺将人「米国中華系社会の変容：台湾系、移民社会の国際性、メディア」『国際秩序の動揺
と米国のグローバル・リーダーシップの行方』2022年報告書 , 日本国際問題研究所（2022年3月）
41-54. <https://www.jiia.or.jp/pdf/research/R03_US/01-06.pdf>

3 本稿では中国由来の介入を中心に扱うが、ロシアからの介入など他国の例については、小泉
悠、桒原響子、小宮山功一朗『偽情報戦争：あなたの頭の中で起こる戦い』（ウェッジ 2023年）
も参照されたい。選挙介入については以下が包括的。川口貴久、土屋大洋「デジタル時代の選
挙介入と政治不信：ロシアによる 2016年米大統領選挙介入を例に」『公共政策研究』第 19号、
2019年 12月、40-48頁。川口貴久「ロシアによる政治介入型のサイバー活動：2016年アメ
リカ大統領選挙介入の手法と意図」SPF  国際情報ネットワーク分析 IINA、2020年 3月 30

日＜ https://www.spf.org/iina/articles/kawaguchi_01.html＞中国の「戦狼外交」については以
下参照。加茂具樹・阿古智子・桑原響子・国際問題研究所ウェビナー「中国戦狼外交の表裏：
対外行動に影響を及ぼす要因」（2020年 9月 28日開催）<https://www.jiia.or.jp/column/digest-

report-on-webinar-200928.html> <https://www.youtube.com/watch?v=epasU3kFCog>
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4 本稿のインフルエンス・オペレーションに関しては米中対立の構造把握が必須であり、佐橋亮
『米中対立：アメリカの戦略転換と分断される世界』中公新書（2022年）を始め本プロジェク
トの執筆陣による他章の論考、また国際問題研究所「中国研究会」による報告書が示唆的。バ
イデン政権の外交と内政の隣接性については以下参照。佐橋亮 , 鈴木一人編『バイデンのアメ
リカ：その世界観と外交』東京大学出版会（2022年 4月）

5 “Foreign Threats to the 2020 US Federal Elections” National Intelligence Council（March, 10. 

2021）2021年 1月 7日に大統領のほか議会指導部などに提示されたインテリジェンス機関の
報告書の機密版を調整した公開版（Declassifi ed by DNI on 15 March 2021）<https://www.dni.

gov/fi les/ODNI/documents/assessments/ICA-declass-16MAR21.pdf>

6 "Russia and China are  fueling web wars to divide Americans” FDD, December 27, 2022. 

<https://www.fdd.org/analysis/2022/12/27/russia-china-web-wars-divide-americans/>

7 “Assessing Inauthentic Networks Commenting on the US Midterms” EIP（Election Integrity 

Partnership）Nov 1, 2022. <https://www.eipartnership.net/blog/inauthentic-foreign-networks>

8 渡辺将人『メディアが動かすアメリカ：民主政治とジャーナリズム』筑摩書房 2020年 .

9 Sam Dorman, “Gavin Newsom praised Chinese outlet designated foreign agent, with reported 

ties to communist party” Fox News, August 30, 2021. <https://www.foxnews.com/politics/gavin-

newsom-chinese-newspaper>エスニックメディアと「星島日報」については『メディアが動か
すアメリカ』参照。

10 Twitter社の Yoel Roth（Head of Safety & Integrity）および Vijaya Gadde（Legal, Policy and 

Trust & Safety Lead）によるブログ（August 24, 2022）. <https://blog.twitter.com/en_us/topics/

company/2021/-expanding-access-beyond-information-operations->

11 “Assessing Inauthentic Networks Commenting on the US Midterms” EIP（Election Integrity 

Partnership）Nov 1, 2022.

12 Ibid.

13 Ben Nimmo (Global Threat Intelligence Lead) and David Agranovich (Director, Threat 

Disruption), “Removing Coordinated Inauthentic Behavior From China and Russia”, Meta, 

September 27, 2022. <https://about.fb.com/news/2022/09/removing-coordinated-inauthentic-

behavior-from-china-and-russia/>

14 Naomi Nix, Jeremey B. Merrill, and Joseph Menn, “MAGA porn, hate for Trump: China-based 

accounts stoke division: A fake China-based account called MAGA ‘Hot Babe’ was among nearly 

2,000 that sought to infl uence America’s midterms and were removed by Twitter” Washington 

Post, November 1, 2022. <https://www.washingtonpost.com/technology/2022/11/01/china-

midterms-twitter-networks/>

15 Ryan SeraBian and Daniel Kapellmann Zafra, “Pro-PRC “HaiEnergy” Information Operations 

Campaign Leverages Infrastructure from Public Relations Firm to Disseminate Content on 

Inauthentic News Sites”, Aug 4, 2022. <https://www.mandiant.com/resources/blog/pro-prc-

information-operations-campaign-haienergy>

16 trademasdaily.comは「TMK Daily」（英語サイト）だが、 automobile.trademasdaily.comのサ
ブドメインは「Focus on Russia」（ロシア語）であった。

17 Mandiantはこれまでにもレアアース産業をめぐるオペレーション（DRAGONBRIDGE）を詳
報している。
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18 Patrick Tucker, “Chinese Disinformation Group Targeted Pelosi’s Taiwan Visit: Eff orts to attack 

critics of the PRC online have expanded in recent months”, Defense One, August 4, 2022. 

<https://www.defenseone.com/technology/2022/08/chinese-disinformation-group-targeted-

pelosis-taiwan-visit/375377/>

19 Ryan SeraBian and Daniel Kapellmann Zafra

20 Mark Pinkstone “Rumormongers' agenda in fabricating lies about Xinjiang” CHINA DAILY, May 

24, 2022.<https://global.chinadaily.com.cn/a/202205/24/WS628c141aa310fd2b29e5e7b1.html>

21 Ryan SeraBian and Daniel Kapellmann Zafra

22 Google社の Zak Butler（Sr. Strategist, Trust & Safety）および Jonas Taege（Threat Analysis 

Group）による調査報告 “Over 50,000 instances of DRAGONBRIDGE activity disrupted in 

2022”, January 26, 2023. <https://blog.google/threat-analysis-group/over-50000-instances-of-

dragonbridge-activity-disrupted-in-2022/ 

23 Ibid.

24 <https://twit ter .com/SpokespersonCHN/status/1557214563669458944?s=20&t=-

N9t4Uf1g9rxrAIMqucHiA>

25 Noah Berman, “The U.S. Government Banned TikTok From Federal Devices. What’s Next?”, 

CFR, January 13, 2023. <https://www.cfr.org/in-brief/us-government-banned-tiktok-federal-

devices-whats-next

26 渡辺将人「2022年中間選挙を目前に控えて」SPF アメリカ現状モニター 2022年 10月 19

日 <https://www.spf.org/jpus-insights/spf-america-monitor/spf-america-monitor-document-

detail_124.html>渡辺将人「米政治メディアのデジタル化再考：米中メディア研究にもたらす
変容」Journalism 2023年 1月号 .

27 例えば保守系 YouTuberベン・シャピロのチャンネル。Ben Shapiro, “LOL: Ben Shapiro 

REACTS to INSANE Woke TikToks |Volume 5,” YouTube, December 5, 2021, <https://www.

youtube.com/watch?v=po1cS4BsrSM>  

28 分極化にはアメリカのメディア報道に依存すると傾向性を見落とす可能性を誘発するデメリッ
トもある。Twitterがデータセットを公開したことで判明した「ネットワーク」の中に 10Votes 

Networkのように左派系候補者陣営や活動家が仲間として受け入れてしまっていた「ネット
ワーク」も存在したが、「ワシントンポスト」や主要メディアはMAGA系の介入例を中心に報じ、
民主党政治が外国勢力に撹乱されている事実を過小評価するダウンプレイ的な報道偏向が認め
られる。2022年中間選挙の民主党善戦に水を差す事実を避けたいであろうし、既存の活動や
団体に疑心暗鬼になることはムーブメントの情熱を減じる恐れもある。イデオロギー的に分散
したメディア報道、党派と距離のある中立的な研究プロジェクトの分析を支えに実態把握をし
ておく必要があろう。

29 以下でも同種の問題が指摘されている。小泉悠、桒原響子、小宮山功一朗『偽情報戦争：あな
たの頭の中で起こる戦い』2023. 

30 “Platform manipulation and spam policy” Twitter社の Platform integrity and authenticity より
<https://help.twitter.com/en/rules-and-policies/platform-manipulation>

31 匿名の元クリントン陣営スタッフへのインタビュー（2018年 3月 6日）/民主党戦略家アイザッ
ク・ライトへのインタビュー（2018年 3月 7日）

32 渡辺将人「米国中華系社会の変容：台湾系、移民社会の国際性、メディア」の注で紹介したイ
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ンフルエンサーも参照。とりわけ以下。香港のジェイ・ロウ（J Lou）（https://www.youtube.

com/c/JLou0/featured）のほか、中国語学習チャンネル Chinese with Jessieなど（https://www.

youtube.com/@ChinesewithJessie/videos）。後者は江西省出身の中国人女性が広東語母語の仲
間と発信するもの。この種の中国語母語話者による語学チャンネルは日本にも多く存在し、む
しろ政治性と無縁であるため中華文化への親しみを増す文化交流の効果を伴っている。ただ、
Chinese with Jessieチャンネルは中国政府のコロナ対策の成果など政治的な内容をランダムに
挟み込む。
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第 9章
アメリカの台湾政策（2022）

佐橋 亮

アメリカが台湾に向かい合う姿勢は変わった。それは対中戦略の変化を一つの背景

とするが、台湾における民主主義の発展、半導体受託製造能力を中核とする高度な技

術力の賜物でもある。トランプ政権がその動きに先 をつけたが、バイデン政権も台

湾に対する長年の自主規制を取り払い、その関係構築は実に堂々としたものだ。

こういった関係性の変化、アメリカの台湾政策の変化を認めた上で、それでも変わ

らないものもある。アメリカ政府関係者が政府機関の建物中で台湾の政府関係者と面

会するようになったにせよ、アメリカは未だ中華民国を承認しているわけではない。

台湾関係法等によってアメリカの台湾関与の基礎は構築されているが、それを超える

ような約束が新たに定められたわけでもない。そして、アメリカ政府は、中国との衝

突回避を念頭に、アメリカの台湾政策が根幹から変化したという印象を作らないよう

に配慮を欠かさない。

重要な変化が起きていることは事実であり、その背景と含意を分析することは必要

だが、変化が起きていない点、注目があたりづらい点にも注目することでこそ、問題

の本質には迫れるものである。

だからこそ、昨年、2021年度の報告書では、バイデン政権の最初の一年間が台湾

政策を大方の予想以上に強化するものであり、「一つの中国」政策の形骸化が進展し

たこと、他方で「一つの中国」政策の中核は「戦略的曖昧性」とともに公式に放棄さ

れることはなかったことを指摘した。加えて、ロシアによるウクライナ侵略の影響は

台湾への安心供与としての高官訪問や支援の強化だけでなく、米国の戦略的関心とリ

ソースの分散を招くという点で注目されていることを述べた。
2022年夏にはナンシー・ペロシ米下院議長が訪台し、台湾周辺では人民解放軍に
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よる大規模な演習が実施された。米政府高官が相次いで台湾における有事の可能性に

言及しただけでなく、バイデン大統領が、少なくとも個人的には確信を持って台湾防

衛、さらには台湾の独立をめぐって踏み込んだ発言をしている 1。ほかにも、多国間

演習リムパックへの台湾参加こそなかったが、米台には新たな経済交渉の枠組みが正

式に稼働した。台湾の防衛力強化を図る法案も、米国防授権法に組み込まれ成立した。

米軍をはじめとした米国政府と同盟国の台湾有事を念頭に置いた軍事的調整、また外

交面での調整も続いているかにみえる。

しかし、それでもアメリカの台湾政策は基本的枠組みにおいては変わっていない。

バイデン政権が中国との衝突回避を望んでいること、中国との交渉を模索しているこ

とも事実だ。あえてワシントンにありふれた言葉を使えば、「競争」も「共存」も、

というのがバイデン政権の姿勢だ 2。夏前にも明確であった交渉姿勢は、両国におけ

る政治の季節が過ぎ去った後に対面での首脳会談という形で結実し、それ以降も閣僚

級での接触が続いており、アメリカ政府は一部の省庁を除けば、中国に関する発言に

かなりの配慮をみせている。

台湾が政治的、経済的に重要な価値を持つとの認識の一方で、米中関係の安定性を

完全に犠牲にしてまで台湾との関係強化を追求するという立場が支配的になっている

わけではない 3。だからこそ、バイデン政権と共鳴するように、議会指導部も台湾と

の象徴的な関係構築よりも防衛力強化を優先させた。

本章では、以上のような変化と不変化の両面を念頭に置きながら、2022年におけ

るアメリカの台湾政策を分析してみたい。

1．全般的な関係強化

バイデン政権の基本的な政策文書において、台湾に関する記述が厚みを増してきた

経緯については、すでに昨年度報告書にまとめられている。とくに注目すべきは、台

湾の民主主義、および経済面での死活的重要性に触れた国家安全保障戦略（暫定版）

（21年 3月）と、同盟に並ぶパートナーのなかに台湾を明確に位置づけたインド太平

洋戦略（22年 2月）が注目される。それらの文書からは、過去 40年にわたってみら

れた、アメリカの「一つの中国」政策のために台湾政策にかけられた自主規制のよう

な慎重さはみられない。むしろ、ストレートに台湾の重要性を述べる姿勢が見てとれ

た。
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2022年における政権の中国政策演説の代表例は、5月のバイデン大統領のアジア

歴訪直後に行われた、ブリンケン国務長官によるものだ。この演説は、「一つの中国」

政策の継続という枠組みの中で、台湾の防衛能力への支援に触れ、台湾の民主主義、

経済上の価値に言及している。六つの保証を基本文書に数え入れることはすっかりと

定着しているが、行政府がそのように表現することは実は最近の現象だ。なお、5月

には、国務省ウェブサイトにおいて、台湾の独立を支持しないという表現が抜け落ち

たこともあり話題となったが、この演説では明確に台湾の独立を支持しないという表

現がみられた（なおウェブサイトもその後、元の表現に戻っている）。

台湾への言及は、原稿において三段落に及ぶが、その最終段落は若干目を引くもの

であろう。米国は、中国による台湾への外交圧力を軍事的圧力と並べて取り上げてお

り、それへの対抗措置として同盟国との外交的な連携を提起している。

我々の政策に変化はないが、変わったのは、北京が台湾と世界各国との関係を断

とうとしたり、国際組織への参加を妨害したりするなど、威圧的な態度を強めて

いることだ。また、解放軍空軍の航空機をほぼ毎日台湾の近くに飛ばすなど、北

京はますます挑発的な言動を行っている。こうした言動は地域を深刻に不安定化

させるものであり、誤算を招き、台湾海峡の平和と安定を脅かす危険性がある。

バイデン大統領とインド太平洋地域の同盟国やパートナーとの議論から分かるよ

うに、海峡の平和と安定の維持は米国だけの関心事ではなく、地域と世界の安全

保障と繁栄にとって不可欠な国際的関心事である 4。

この箇所にもあるように、同月にバイデン大統領は岸田首相、韓国の尹大統領との

首脳会談において、台湾海峡の平和と安定の重要性を相次いで確認した。翌月にも
G-7首脳会談において同様の趣旨が確認されている。

翌月 1日には、米台のあいだに「21世紀の貿易に関する米台イニシアティブ」が

立ち上げられる方針が発表されている 5。この枠組み自体は、バイデン大統領が東京

にて立ち上げを発表したインド太平洋経済フレームワーク（IPEF）に台湾が招かれ

ないということを補完する意味合いがあり、必ずしも積極的な意味で台湾との経済協

力が模索されているとの解釈とはならない。

米中での対話の模索もこの時期に続いていた。6月にはオースティン国防長官、サ

リバン大統領補佐官、翌月にはブリンケン国務長官が相次いで中国のカウンターパー

トと会談を行っている。5月のブリンケン演説も、実のところ中国への対話の呼び水
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とも評価する向きがあった。

この時期に対話が模索された背景は、ロシア・ウクライナ戦争における中国の対露

関係への牽制や、台湾も念頭に置いた両政府間の緊急的なコミュニケーションの確保

だけでなく、インフレが続くアメリカ経済を鑑みて、中国との報復関税措置を相互に

解決に向かわせられないか、といった点も大きかった。そういった雰囲気が明確に反

映されたのかは判断できないが、6月末に開始されたリムパックに台湾はいかなる形

でも参加することはなかった。

とはいえ、7月も下旬になると、ペロシ下院議長の台湾訪問の可能性が取り沙汰さ

れるようになり、対話の雰囲気は霧消していく。

2．台湾海峡「危機」

ナンシー・ペロシ下院議長は、カリフォルニア州北部、サンフランシスコを地盤に

持つ政治家であり、天安門事件後に中国政府に批判的な在米中国人とともに行動し、

対中強硬論でならしてきた人物である。政治キャリアの頂点にあるなかで、台湾への

訪問を模索した。
22年春の訪台はペロシにコロナウイルスへの感染が認められて延期されたが、夏

の訪問が具体化してくると、政府との軋轢が生じていく。7月 19日にフィナンシャ

ルタイムズ紙に訪台計画が掲載されたが、それは政府側のリークともみられる 6。バ

イデンも 20日には米軍に慎重論があるという言い方で反対を示唆した。しかし、米

中首脳会談（28日）も一つの原因だが、中国の反対、また中国への配慮によって議

会の外遊、さらにはアメリカという国の行動が制約されるという印象への批判が高ま

り、バイデン大統領と政府は容認に傾いた。ペロシ下院議長は、民主党の議員数名を

伴って 7、8月 2日深夜、台北の松山空港に降り立ったのである 8。
8月は中国において北戴河会議が開かれる政治の季節であり、とくに 2022年は習

近平の三選がかかった重要な年にあたったが、延期の後に 8月が訪台の時期に選ばれ

た背景は、議会が夏休みの休会であったからに過ぎない。蔡英文がペロシと同じ女性

リーダーであったことや、台湾における人権問題への取り組みが政治的にアピール材

料になることも重要だった。このようにアメリカ政治の特殊な事情が作用した 8月の

下院議長訪台であった。

アメリカ政治の観点から言えば、ペロシ訪台が実現した背景として、①三権分立の
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なかで連邦議会が行う外遊を行政府が無理に止めることは難しいこと、②連邦議会に

おいて 1979年の米華断交・台湾関係法の制定以降、台湾との関係構築に強い支持が

超党派的に存在していることを押さえておく必要がある。中国にはペロシが大統領と

同じ民主党であり、クリントン政権期にギングリッチ下院議長（共和党）が台湾に訪

れたことと異なり、与党として止めるべきとの主張もあったようだ。しかし、アメリ

カの政党のあり方は議院内閣制のそれと大きく異なり、ここでより重要なのは、大統

領と連邦議会の関係性だった。

中国にとって、まずこの訪問は政治的に厄介なものであったことは想像に難くない。

ただ、これに危機を機会に変える重要な意味合いを持たせたことも、また確かだろう。

そもそも、中国の観点に立てば、過去数年にわたって、米台だけでなく、欧州各国

や日本が台湾との関係強化に突き進んできた状況は望ましいものではなかった。各国

に釘を刺すような強い行動をみせる必要は認識されていたのではないか。

ペロシ議長が台湾を離れたあと、8月 4日から軍事演習が開始された。かねて計画

が存在していたかのような、大胆でありつつ綿密な内容だった。台湾海峡の中間線

を実質的に否定する動きでもあった 9。2019年 3月に J-11が中間線を通過して以来、

中間線周辺での軍事行動は活発化していたが、中間線を軽視する動きはここに定着す

ることになった。加えて、台湾周辺を取り囲んだ軍事演習の実施は、有事における日

米の動きを牽制する意味を持つものであった。そして、大規模な演習を国際的な批判

にもかかわらず実施したことによって、中国は今後の各国の台湾との関係強化にレッ

ドラインを引こうとした。

演習の規模は大きく、その常態化が予想される中で、アメリカの戦略国際問題研究

所は第四次台湾海峡危機というプロジェクトページを公表した。果たして、2022年
8月は「危機」として記憶されていくべきものだろうか。

本章の見立ては、ペロシ訪台から演習に至った一連の経緯は、米中台関係の節目と

して記憶されていくことは間違いがないものの、少なくとも 54-55年、58年、95-96

年と並べるほどの直接的な武力行使の可能性が高まっていたとはいえないというもの

である 10。
2022年において当初から明確だったのは、米中台のいずれのアクターも最初から

軍事衝突をする意志を持たず、政治的な目的に沿った行動をしていたことが相手にも

伝わっていたということだ。それでも、事態が深刻に思われた背景は、過去 40年の

米中関係においても今がもっとも戦略的な不信が相互に強く、この夏を過ぎた後も短

中期的に事態の改善に明るい展望が描けなかったことにある 11。
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過去の危機と比べても、緊張が解けるためのきっかけが得づらく、むしろ台湾リス

クが高まったまま継続することに、少なくともアメリカ側の懸念があった。だからこ

そ、たとえば保守論客のリチャード・アーミテージ、ザック・クーパーは共著のオピ

ニオンを発表し、台湾政策法案が台湾との政治関係において象徴性を重視するような

内容を持つことに力強く反対したのである 12。

なお、本章では過去 2年にわたって続けられてきたバイデン大統領による「失言」

については詳述を避ける。おそらく大統領の個人的な思い込みが投影されているとみ

られるが、一部の発言の際には、少なくとも政権の一部が事前、または事後にそれを

活用しようとしているようにもみえる。しかし、個人的な思い込みと政権としての判

断の峻別にかかわる検証は、資料的制約から現時点では不可能である 13。

3．バイデン政権の台湾姿勢の本質

アメリカが台湾問題に軍事的な解決を与えようとしていると日本で解釈されている

のではないかと懸念を覚えるときがある。しかし、言うまでもなくアメリカは、台湾

の政治的、経済的価値を認めつつも、問題の「管理」にこれまでと異なる対応が必要

だと考えて動いているに過ぎない。議会には、中国との対立関係そのものをイデオロ

ギー的に捉え、その文脈に台湾を置こうという向きもあるが、少なくとも行政府、政

権中枢の考えは管理のアップデートというものだ 14。

この点を的確に表現しているのは、2022年末に公表された「台湾のロングゲーム」

というフォーリン・アフェアーズ論文であり、著者はジュード・ブランシェット（戦

略国際問題研究所）とライアン・ハース（ブルッキングス研究所）だ。ハースはオバ

マ政権後期に国家安全保障会議で中国・台湾問題を担当していた。

米国が直面しているのは防衛要素を伴う戦略的問題であり、軍事的な解決を与え

るべき軍事的問題ではない。米国が軍事的解決に焦点を絞れば絞るほど、自国の

利益だけでなく、同盟国や台湾自身の利益に対するリスクも大きくなる。ペンタ

ゴンやワシントンのシンクタンクで行われるウォーゲームは、中国政府がもたら

す短期的な脅威と課題から焦点をそらす危険性がある。

米国の政策を評価する唯一の尺度は、台湾海峡の平和と安定の維持に役立つかどう

かであり、台湾問題を完全に解決するとか、台湾を永久に米国陣営にとどめるかど
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うかというものではない。このように考えれば、真の目的は明らかになる。北京と

台北の指導者に時間が味方してくれることを納得させ、紛争を回避することである。

米国が行うすべてのことは、この目標に向けられたものであるべきだ 15。

ブランシェットとハースが主張するように、問題を管理するためには中国、台湾に

アメリカの意図を明確に伝える必要があるということになる。実際に、彼らの論文が

提案している内容は、伝統的な「二重の抑止」論を彷彿させるところもある。また、

両岸問題が民主主義と権威主義の戦いというフレームワークに簡単に落とし込むべき

ものではないと明確に主張している。最近、偽情報などの問題に関連して、非地域専

門家からそのような問題設定が見られることを意識したものだろう。

バイデン政権の 22年後半の動きは、彼らの論文が示唆するところに似ている。国

家安全保障戦略や核態勢見直し（NPR）、また国防総省の中国軍事力報告が強調する

のは戦略的な課題としての中国であり、もちろん中国の軍事的実力に対応した軍事的

対応が提案されるにせよ、台湾問題を正面に据えているとは言えない。むしろ、米中

首脳会談や以降の政府間協議にみられるように、関係の破綻を避けるための外交的手

段が強調され、中国における人権問題に関して積極的発言を控えていた。
12月に下院を通過した 2023年度国防授権法には、台湾政策法案として上院外交委

員会を通過していた内容が部分的に盛り込まれることになった。重点は台湾の防衛力

強化であり、それは「台湾のリジリエンス強化法」という名称にも表れている。5年

間で最大 100億ドルの財政支援（海外軍事資金 FMFによる）に加え、認知戦や経済

的強要行為（economic coercion）への対応も加えられた。台湾の国際組織における

地位向上、台湾とのフェローシップについても改めて強調されている 16。

議会はメネンデス上院外交委員長のニューヨークタイムズ紙への寄稿にもみられる

ように、台湾への関与の砦になることを自認している。「米国は世界の警察官ではない。

しかし、自分たちの未来を自分たちで決められるようになることだけを望んでいる台

湾の人々の側に立つ道徳的な義務があることは確かだ。」17それでも、メネンデスは

台湾政策法案を、中国を刺激する内容ではなく台湾への防衛支援を重視するように転

換させたのである。

議会には、共和党のホーリー上院議員（モンタナ州）のように、ウクライナよりも

台湾への武器供与を優先すべきと明確に立場を表明する者もいる 18。連邦議員の訪台

は続いている。それに加えて、台湾に関連した法案の提出数は急増している 19。とは

いえ、結果的に採択される内容に抑えが効いていることが重要だ。
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台湾に関連して戦略的な理由から支持が厚いことは言うまでもなく、その背景には

政治、経済、地政学にわたる理由があることは繰り返し強調してきた。問題はそれが、

アメリカにとっても必要な、米中関係がそれなりに安定した状況（そのなかでアメリ

カ企業や社会が裨益するだけでなく、政治、安全保障面、グローバルな協力でも利益

がある）を犠牲にしてまで台湾に関与する状況とはどのようなものか、という点に尽

きる。

今の対中戦略の中軸は、とくに経済、科学技術を念頭に、中国よりも常にアメリカ

が先を走っている状況を確保することにあり、米優位の形で軍事的な安定、政治的影

響力を実現することにある。ブルッキングス研究所の研究者たちの言葉を用いれば、

そういった条件さえ確保できれば、すなわちアメリカに「優位性（edge）」があれば、

アメリカは中国と「共存（coexist）」できると考えられている 20。関与論とは全く異

なるが、こうした思考様式と、それに基づいた対中戦略は、トランプ政権（とくに末

期）の考えやイデオロギー対立論ともだいぶ趣が異なる。

平時における台湾の防衛力強化に議会だけでなく政権からも支持があることと、米

中台関係の均衡を崩すほどの政治的な動きを米国が率先して行うことのあいだには大

きな違いがある。後者に対して、ワシントンで広範な支持があるとまでは全く言えな

い。

おわりに

アメリカの台湾政策の狙いが問題の解決ではなく管理だとしても、そのためには米

軍のインド太平洋における態勢を見直すこと、また台湾の防衛力を向上させることが

必須であることには広くコンセンサスが存在している。イーライ・ラトナー国防次官

補が 2023年に米軍の態勢が十分なものに整えられると主張しているにせよ、実際に

は人民解放軍の成長ペースに対応できるほどアメリカが早く動けるかといえば、それ

は楽観を許さない 21。

中間選挙において、僅差ながら下院多数派を形成することになった共和党は、23

年 1月に下院議長を選出することに大きく困難があったことにみられるように、党

内対立に苛まれている。保守強硬派はウクライナ支援にも消極的であったように、対

外姿勢ではいわゆる国際主義とは大きく異なる。マッカーシー院内総務が議長に就任

すれば台湾を訪問する公算が高いと言われ、バイデン政権中枢はこうした議会の強硬
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論とは距離を保ち、むしろ苛立ちさえ隠さなかった。ただ、保守強硬派によって共和

党の議論が分裂していくことは国際主義に基づいた外交政策を阻害することになるた

め、それを望んでいるわけでもないだろう。

果たして、第 118議会において、台湾に関わる立法がどのような影響を受けてく

るのか。議会民主党、共和党の大半に存在する支持を阻害するほどに極端な考えが影

響を及ぼすとは考えづらいものの、予断は許されない。もちろん、それは理論的な可

能性の一つに過ぎず、別途考えておくべき可能性は議会が「一つの中国」政策の根幹

にかかわるような内容を議決することだろう。アメリカの、議会による刺激的な政策

変更、また大統領の軽率な発言が有するほど水面に波紋を引きおこす要素はない。

台湾はどちらかといえば、過去数年の米中台関係の激変の中で受け身の対応であり、

台湾の政界、経済界は慎重さを貫いてきた。中国は、軍事的圧力と政治工作を強化し

ながら、強制力を働かせつつ、軍事力を行使せずとも状況を変えることに主たる狙い

を依然置いているようにもみえる。アメリカの台湾政策、また中国政策には今後も精

緻な分析が求められよう。
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第 10章
2024 年に向けての米国政治の動向と日米関係

久保 文明

はじめに

現在、第二次世界大戦後の国際政治秩序はいくつかの点で大きく動揺しつつある。

第一に、ロシアがウクライナを侵略して、力づくで現状を変更している。核武装し

た軍事大国によるこれほど大規模かつ本格的な侵略が持つ衝撃は筆舌に尽くしがた

い。

第二に、中国の変化が重要である。今世紀初頭、多くの識者は中国の体質と進路に

不安を感じながらも、基本的には経済的に成長するとともに国内体制・対外政策双方

が穏健化していき、国際秩序に従う国になることを期待した。その期待は見事に裏切

られたといってよかろう。こんにち、獲得した経済力・軍事力・技術力等を梃に、中

国はかなり一方的に国際秩序を掘り崩そうとしている。それはとくに南シナ海と東シ

ナ海での行動において顕著である。

第三に、ロシアのウクライナ侵略を中国が正面から批判していないことも、事態の

深刻さを増幅している。たしかに中国のロシアに対する協力は例えば武器の提供には

及んでいないように見え、限定的ではある。にもかかわらず、両国が一定の協力関係

と共同戦線を形成しながら、米国、NATO、そして既存の国際秩序に挑戦しているこ

とは否定し難い。

第四に、北朝鮮が 2022年に入って夥しい数のミサイル発射を実行しているが、中国・

ロシアは北朝鮮非難の国連決議に拒否権を発動するなど（例えば 2022年 5月 27日）、

少なくとも結果的には北朝鮮の行動をかなりの程度容認している。いうまでもなく、

北朝鮮によるミサイル発射継続そのものが、国際秩序の脆弱性を示している。
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このような状況で、米国が第二次世界大戦後の国際秩序を維持するために、どの程

度指導力を発揮するかが問われている。これが第五点である。
2016年にアメリカ・ファーストをスローガンに掲げるドナルド・トランプが大

統領に当選したことは、このような文脈で衝撃であった。トランプは選挙戦中から
NATOを「時代遅れ」と一蹴し、日本と韓国に対して核武装してもよいから自分で

守れと発言した。大統領就任後でもトランプ大統領は、日本は米国防衛義務が課せら

れておらず、不公平であるから日米安保条約を廃棄すべきではないかと側近に語って

いた。さらに TPPの協議と気候変動に関するパリ協定からも離脱した。

むろん、トランプ大統領の外交安全保障政策のすべてが、国際秩序擁護に否定的あ

るいは消極的というわけではない。日米の同盟協力は彼の在任中強化されたし、米国

の国防費は増加した。また対中政策に関しては、結果的に同政権期にその基調が顕著

に硬化したことは否定しがたい。ただし、トランプ大統領自身は米国の対中貿易赤字

に過剰な関心を寄せており、さらに深刻なことに、習近平国家主席に対して自分の再

選を助けるよう要請したことが伝えられるなど、当該政策の動機に無原則性・不透明

性・予測不可能性が付きまとっていた。

1．バイデン政権の対中国・ロシア政策

2021年に発足したバイデン政権は、発足早々の同年 2月にロシアと新戦略兵器削

減条約（START）を合意し、また同年 8月にはアフガニスタンから撤退するなど、

同じ民主党のオバマ政権と同様の、世界への関与からの撤退傾向を示した。2020年

の民主党の大統領選挙公約においても、中国の挑戦は軍事的なものだとは思わないと

表明し、軍事費削減方針も示していた。

しかしながら、政権発足後、バイデン大統領は結果的に中国に関する限り、かなり

の程度トランプ政権の政策を受け継ぐことになった。トランプ政権期、バイデン氏が

野にある時に「自分が大統領になればすぐに撤廃する」と叫んだ制裁関税も、そのま

ま残している。むしろ、民主主義対独裁（autocracy）といったより原則論的、イデ

オロギー的な対立軸で中国を位置づけ、また NATO加盟国、日本・韓国・オースト

ラリアなどの同盟国を巻き込み、多国間的結束を固めながら、中国に対峙しようとし

ており、その手法は、ときにアドホックに見えたトランプ政権の対中政策よりかなり

体系的であるともいえる。
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2022年 2月にロシアがウクライナ侵略を開始した際、バイデン政権に対しては、

ロシアの抑止に失敗したとの批判も浴びせられた。たしかに 2021年 12月、バイデ

ン大統領は米国がウクライナ防衛のために米軍を派遣することはないと発言してお

り、それはおそらく不必要にプーチン大統領に、米国不介入についての安心感を与え

るものであった。しかしながら、侵略開始後は、多数の NATO構成国と共同してロ

シアに対する制裁を科し、ウクライナに対する武器提供を含むさまざまな支援も提供

した。その意味で、バイデン政権は現在は明確に法の支配に基づいた国際秩序擁護の

立場に立っている。

しかも、その意思は基本的には議会にも共有されている。
2022年 5月、米国では武器貸与（レンドリース）法が復活し、ロシアによる軍事

侵攻を受けるウクライナや近隣の東欧諸国に対して、2023年 9月まで軍事物資を貸

与する手続きを簡略化し、迅速に提供できるようにした（1941年に制定されたかつ

ての武器貸与法はイギリス・ソ連などに支援を与えた）。この法律は、上院では全会

一致、下院では賛成 417票・反対 10票という圧倒的多数の賛成で可決された。

同月、下院は 368票対 57票、上院は 86票対 11票で、400億ドル規模のウクライ

ナ支援法案を可決した。バイデン政権が要求したのは 330億ドルであったが、議会

がそれを増額したうえで圧倒的多数で可決した。議会はすでに 3月に 136億ドルの

支援を可決していて、今回は追加支援となる。米議会が承認した外国政府に対する支

援としては、少なくとも過去 20年間で最大規模となる。

世論調査においても、米国がウクライナに軍を投入して支援することについての支

持は少ない水準にとどまっているが、武器支援及び財政支援については、過半数を超

える支持を安定的に獲得している。

中間選挙後、このような状況に変化はあるだろうか。

2．2022 年中間選挙の含意

（1）下院における共和党多数体制の出現
周知のとおり、中間選挙の結果は、上院で民主党が多数党の座を維持し（民主党

51議席、共和党 49議席、しかし 2022年 12月に入ってからキルステン・シネマ議

員＜アリゾナ州＞が民主党離脱を表明し、民主 50、共和 49、無所属 1となる）、下

院では共和党が逆転して多数党の座を奪還した（共和党 222議席、民主党 213議席）。
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2022年中間選挙の結果の評価は、何を軸にするかで変わって来る。上院・下院そ

れぞれの多数党の座を競い合う選挙という観点から評価すれば、下院での逆転を勝ち

取った共和党の勝利ということになる。

それに対して、下院において、とくに大統領の支持率が 50%を割る場合には与党

が大敗する傾向が大きいことを考慮すると、そして直前の予想が共和党への強い追い

風（red wave）の到来であったことを思い出すと、異なる評価となる（上院について

も同様の傾向が存在するが、議席数が少ないため、また政党が抱える改選議席数に偏

りがあるために、多数の例外が存在する）。すなわち過去にみられた法則性および期

待値を評価基準とすれば、今回の結果は、民主党の善戦ということになる。政治の世

界では、しばしば期待値も「現実」を構成する。

どちらの評価も、重要な帰結をもたらす。下院で共和党が多数党になったことは、
2023年 1月から 2年間、バイデン政権が民主党らしい政策（規模の大きな再分配的

政策や大胆な気候変動対策など）を可決することはほぼ不可能になったこと、および

共和党主導で下院はバイデン政権のさまざまな「スキャンダル」（バイデン大統領次

男ハンター・バイデン氏とウクライナ・中国の関係について、アフガニスタン撤退の

経緯について、不法移民急増の理由についてなど）を調査するであろうことを意味す

る。

下院における共和党多数体制は外交政策にも含意をもつ。下院議長のケヴィン・マッ

カーシー議員は、早期に台湾を訪問する可能性がある。対中政策については、下院の

共和党がこれまで以上に強硬な政策を求める可能性が大きい。それに対して、ウクラ

イナ支援については、マッカーシー議員が「白紙小切手は切らない」と発言している

ことから推測できるように、下院共和党が金額の縮小あるいはより厳しい条件付けを

要求するかもしれない。

投票日前には、民主党側でもウクライナ支援に不満が表明された。30名ほどの民

主党進歩派議員連盟所属下院議員が書簡を発出して抗議の意を表したのである。ただ

し、党内でも強い批判に晒され、この書簡はすぐに撤回された。この一件によって、

民主党左派にも不満が蓄積していることが暴露された。要するに、二大政党制の右端

（共和党）と左端（民主党）に、ウクライナ支援への潜在的反発が潜んでいる。

先に見たように、2022年中バイデン政権と議会は、米国政治には稀なほど超・超

党派主義（super bipartisanship）を実践してウクライナ支援を実施してきた。ただ、

そのなかでも少数の反対者はほとんどがトランプに近い共和党議員であった。そのよ

うな文脈で考えると、2023年以降、とくにインフレーションの悪化などとともにウ
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クライナ支援疲れが顕著になると、下院を中心にウクライナ支援の規模が縮小されて

いく可能性は存在する。

（2）民主党の「善戦」
同時に、民主党が「善戦した」側面も存在する。こちらの側面が持つ含意の一つは、

バイデン大統領再選出馬について、民主党内が以前より前向きになったことであろう。

同時に、本中間選挙での共和党内の候補者選考過程に深く介入したあげく、多数の「支

持」候補が本選で敗北する結果に終わったトランプ前大統領の評価は、共和党内で急

落した。

民主党は多数のメディア・専門家が予想し、民主党自身怖れていた共和党の圧勝を

阻止することに成功し、下院では議席減少をほぼ最低限に留めることに、そして上院

では、十分ありうると予想されていた共和党の逆転を許さず、選挙結果のみでは議席

を 1つ積み増しする成績を残した。奇妙なことに、民主党内では「勝利感」すら漂っ

ている。

この文脈における勝者は、バイデン大統領であろう。選挙前には、高齢と低い支持

率を理由としてバイデン大統領の再選出馬を望まない意見が党内で強かったが、投票

日以降、再選を容認する雰囲気が強まっているようである。敗者はトランプ前大統領

であろう。トランプ氏が支持した多数の候補者はその「資質」が疑問視されて、当選

可能な選挙区においても落選した。党内有力政治家のみならず、従来のトランプへの

大口献金者やメディア関係者も距離を置き始めている。

もう一人、ロン・デサンティス知事（フロリダ州）も中間選挙での勝者とみなして

よいであろう。自らの再選を圧勝で勝ち取っただけでなく、トランプ後の共和党内ト

ランピズムの担い手として急速に株が上がりつつある。

（3）分析
2022年中間選挙において、インフレーションが民主党にとって最大の弱点であっ

たことは否定できない。さらに犯罪率の高まり、あるいは不法移民の大量流入も共和

党が喜んで話題にした争点であった。

通常、中間選挙では与党が敗北する。この傾向は特に下院で顕著である（下院での

例外は 20世紀初頭以来 1934年、1998年、2002年のみ）。それは与党支持者の投票

率が低いのに対し、野党支持者が抗議と怒りの票を投じて投票率を達成するからであ

る。しかしながら、本中間選挙においては、やや異例なことが起きた。それは「野党」
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的行為主体による行動・政策・イニシアティヴが与党のそれに匹敵あるいは上回るほ

ど顕著となり、その結果、与党支持者も「抗議と怒り」の強い投票意欲を持ったこと

である。

具体的には、第一に、2022年 6月に連邦最高裁判所がドブス判決において、1973

年のロー対ウエイド判決を覆し、人工妊娠中絶可否の判断を州政府に押し戻したこと

が、多数の民主党支持者、とくに中絶における女性の選択権を重視する有権者を怒ら

せた。

第二に、トランプ前大統領が選挙戦で活発に活動したことが、かえって民主党支持

者を刺激した。トランプ前大統領が正式に 2024年大統領選挙への出馬表明したのは

投票日後であったものの、出馬することが当然視されるような活動ぶりであった。こ

れに対して、民主党は 2021年から、2021年 1月 6日に起きた連邦議会議事堂襲撃

事件に関する下院調査委員会を拠点にして、執拗にトランプ氏の関与について、大統

領在任中の閣僚・補佐官らも含めて明らかにしてきた。バイデン大統領自身、選挙戦

の終盤の 22年 11月 2日に民主主義を争点にする演説を行い、アメリカ民主主義に

も迫る危機を強調した。これらの調査・活動が一定の功を奏した可能性がある。

傍証でしかないが、ニューヨーク州ではインフレと犯罪率の上昇が目立つ争点とな

り、民主党は下院でも議席を減らし、州知事選挙も辛勝となった。それに対して隣の

ペンシルベニア州では、すでに州議会上下両院にて共和党が多数党の座を確保してい

るため、今回の選挙で州知事に共和党候補が当選した場合、中絶禁止の決定が生み出

される可能性が否定しがたい状況であった。これも理由の一部となって、同州では民

主党は善戦した。

3．2024 年大統領選挙との関連で

（1）中国・ロシアへの対応
2023年から始まる新議会は、外交・安全保障政策にどのような影響を及ぼすであ

ろうか。

下院議長のケヴィン・マッカーシー議員は、既述したように早期に台湾を訪問する

との観測が存在する。これに象徴されるように、共和党多数の下院は、強硬な対中政

策を主導することによって、バイデン政権と対抗すると予想される。

奇妙なことに、対ロシアでは民主党の方が、ウクライナ支援への強い姿勢から見ら
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れるように強硬であるが、対中国では逆転し、共和党の方が厳しい政策を支持してい

る。ただし、民主党も親中国というわけではないので、あまり劇的な対決とならない

可能性が多い。

（2）2024 年大統領選挙との関連で
日本と世界にとって、そして法の支配に基づく世界秩序にとって、きわめて重要

な意味を持つのが、2024年大統領選挙である。バイデン大統領が再選を目指しても、

必ずしも当選確実ではない。出馬しない場合、民主党の候補者選びは激しい対立状況

になるであろう。

トランプ前大統領は本中間選挙投票日後に 2024年の再出馬を表明した。今回の選

挙では推薦候補が振るわず、党内での影響力は下降線を辿っているものの、依然とし

て本命であることは否定できない。対抗馬の筆頭はフロリダ州知事のロン・デサンティ

ス氏であるが、彼の外交観は未知数である。法の支配に基づく国際秩序を擁護する姿

勢という観点からは、トランプ氏ないしトランプ的外交観の持ち主がホワイトハウス

に復帰すると、大きな懸念を抱かざるを得ない。

プーチン大統領がエネルギーを武器にして狙っているのも、米国・欧州そして日本・

オーストラリアなどにおけるロシアに批判的な政府の基盤を掘り崩すことである。こ

のような状況で、誰が米国大統領に選出されるかは、国際政治の展開に対してきわめ

て重要な含意をもつ。

（3）日本への含意
日本としても、2024年大統領選挙で起こりうることに対して、一定の備えをして

おく必要があろう。2017年からのトランプ政権期には、安倍元首相との個人的関係

も要因となって、大きく暗転することはなかった。2024年にトランプ再選の場合、

このようなことが再現される可能性もあるが、逆の可能性、すなわちドイツのメルケ

ル前首相のように、トランプ氏と険悪な関係になってしまう場合もありうる。

現段階で、共和党内でトランプ氏を凌ぐ支持を記録する世論調査すら登場している

デサンティス知事であるが、その外交観について日本や同盟国が過度に心配する必要

はないかもしれないが、未知数であることは否定できない。ニッキー・ヘイリー元国

連大使、マイク・ポンペオ前国務長官などの場合、保守強硬派に近い外交政策を推進

すると予想される。

民主党においても、バイデン大統領が不出馬となった場合、現段階で有力視されて
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いる後継候補は存在せず、後任候補選びは混戦となるであろう。その場合、近年党内

で左派の影響力が増していることに留意する必要がある。これは、左派系候補が勝利

する可能性が小さくないことと同時に、民主党大統領に指名される者が左派系でない

場合でも、バイデン候補がそうであったように、左派からの一定の支持を獲得するた

めに左派に相当の政策的譲歩を行わなければならないかもしれない。例えば、バイデ

ン候補は、中国の脅威について「軍事的なものではない」と政策綱領で書くことを容

認し、また軍事費削減を公約せざるをえなかった（実際にはバイデン政権下で軍事費

は増加した）。

比較的有力視されている民主党大統領候補にカリフォルニア州知事のガァヴィン・

ニューサムがいるが、かつてサンフランシスコ市長時代に同性婚を認めた過去のイ

メージと裏腹に、シリコンヴァレーの価値観に近く、ビジネス寄りであるとの評価も

存在する。しかし、彼のような候補であっても、党内選考で勝ち抜くには、左派に対

して相当の譲歩をせざるをえないかもしれしない。

4．2024 年に向けての日本の選択

2024年に、内向きないし孤立主義的外交観をもった大統領が当選することそのも

のに対して、日本ができることはほとんど存在しない。ただし、その可能性を見据え

て、一定の準備を進めることは可能である。それはとりわけ、同盟関係を緊密化・深

化させて、米国にどのような政権が成立しても、大統領の一存で日本との同盟関係を

弱体化させることは決して容易でないと思えるほどの認識と状況を作り出すことを目

標とすべきであろう。

第一に、自主的な防衛強化の試みを加速する必要がある。これは決して日本が米国

との同盟から離れることを意味するわけではない。もし米国が依然として国際主義的

であれば、同盟はさらに強固になる。しかし、米国にトランプ（的）政権が復活し、

日本の首相との個人的関係も良好でない場合、そして大統領の外交安全保障チームも

一体となって内向きの外交を実践し始めた場合、自衛努力の強化は日本の安全保障に

とって最大のかつ不可欠の自衛手段となる。

第二に、自衛隊と米軍の間でも、協力関係を一層緊密化すべきであろう。2023年
1月 11日に発表された日米安全保障協議委員会（2+2）共同発表においては、「同盟

の現代化」の項目の下に、（1）同盟における調整、（2）平時における同盟の取組、（3）
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同盟の抑止力・対処力、（4）宇宙・サイバー・情報保全、そして（5）技術優位性の

確保を列挙している 1。日本はこれらを完全に実施した上で、さらにその先を見据え

るべきであろう。すなわち、このような方向での努力は、自衛隊・米軍の関係において、

日本を米国にとって不可欠のパートナーとするという点で重要である。さらに、さま

ざまな分野の装備において相互運用性を高めることも有益であろう。

第三に、日本を米国にとって、より魅力的な同盟国とすることも肝要である。現在

日本が進めている防衛力の強化は明らかにこれに資する。バイデン政権が進める中国・

ロシアに対するさまざまな施策についても、可能な範囲で支持するのみならず、積極

的に対等なパートナーとして指導力を発揮すべきである。これはすべて、米国にとっ

て、日本をアジアにおける欠かすことのできない同盟国として超党派で認識してもら

うためである。

自由で開かれたインド太平洋（FOIP）構想推進、クアッド協力体制の強化などは

すでに実施されているが、最先端半導体技術の中国への流出阻止など、経済安全保障

面での協力の推進も検討すべきであろう。あるいは軍事・民生双方にまたがる宇宙開

発についても、日本が不可欠のパートナーとなるべく協力を強めるべきであろう。

第四に、以上の問題関心とも関連して、日本がアメリカに対して比較優位をもつ技

術の保持ないし増加も、同盟国日本の価値を高めるためには不可欠の手段であろう。

台湾がもつ半導体の技術はその好例である。あるいは準天頂衛星のように、米国の
GPSを補完し、緊急時には日米総体としての抗堪性（resilience）を強化するような

分野を維持・増加させることも、すなわち米国が必須とみなす高度技術を多数持つこ

とも重視すべきである。

第五に、日米同盟は狭い意味での戦略的利益の合致にのみ基盤を置いたものではな

く、社会が立脚する価値観や国民レベルでの相互の信頼感や好意にも基づいている。

日本は同盟国としての日本の価値について、日本文化などとともに、米国に対して効

果的な方法で発信し続ける必要がある。

一般的な広報と別に、党派を問わず米国の外交安全保障コミュニティおよびジャー

ナリストに対して、同盟国日本の価値、とりわけ 2022年の安全保障政策の大きな転

換の意義を訴え続けることも不可欠である。トランプ支持者の中にも、対中戦略上日

本の協力を不可欠と考える専門家は少なからず存在するであろう。

第六に、米国以外の友好国を確保し、また増やすことも重要である。オーストラリ

ア、カナダ、英国、フランス、ドイツなどがとくにその候補である。むろん、これら

の国々との関係は、米国との同盟関係に取って代わるものではない。にもかかわらず、
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日本の外交・安全保障政策が多数の国々から支持されていることを示すことができる

のは、それ自体、広い意味での抑止力になろう。この文脈で、岸田首相が 2022年 6

月に NATO首脳会合に出席し、事務総長の冒頭発言に続いて最初に発言したことも

大きな意義をもつ。ASEAN諸国等との関係も重要であるが、紙幅の関係でここでは

省略する。

おわりに

以上例示的に示した施策は、米国に孤立主義的政権登場という事態に備えたもので

あるが、そうでない場合にもこうした試みが無に帰することはなく、国際主義的政権

が継続した場合、むしろより大きな果実をもたらすであろう。2024大統領選挙の結

果についての懸念が杞憂に終われば、それは何よりである。

今後約 2年間の日本が行う米国への働きかけは、日本の安全保障にとってのみなら

ず、法の支配に基づく世界秩序の将来に対しても、大きな意味をもつであろう。

──注──

1 <https://www.mofa.go.jp/mofaj/fi les/100444893.pdf>
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